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第１ 基準の性格 

１ 基準は、指定地域密着型サービスの事業がその目的を達成するために必要な

最低限度の基準を定めたものであり、指定地域密着型サービス事業者は、常に

その事業の運営の向上に努めなければならないこと。 

２ 指定地域密着型サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき

基準等を満たさない場合には、指定地域密着型サービスの指定又は更新は受け

られず、また、基準に違反することが明らかになった場合には、①相当の期間

を定めて基準を遵守する勧告を行い、②相当の期間内に勧告に従わなかったと

きは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告に対する対応等を公表し、③正

当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期間を定

めて当該勧告に係る措置をとるよう命令することができるものであること。た

だし、③の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を公表しなけれ

ばならない。なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、

又は取消しを行う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を

停止すること（不適正なサービスが行われていることが判明した場合、当該サ

ービスに関する介護報酬の請求を停止させること）ができる。ただし、次に掲

げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、直ちに

指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止することがで

きるものであること。 

① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反した

とき 

イ 指定地域密着型サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払

を適正に受けなかったとき 

ロ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業

者によるサービスを利用させることの代償として、金品その他の財産上の

利益を供与したとき 

 ハ 居宅介護支援事業者又はその従業者から、事業所の退居者を紹介するこ

との対償として、金品その他の財産上の利益を収受したとき 

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 

３ 特に、指定地域密着型サービスの事業の多くの分野においては、基準に合致

することを前提に自由に事業への参入を認めていること等にかんがみ、基準違

反に対しては、厳正に対応すべきであること。 

第２ 総論 

１ 事業者指定の単位について 

事業者の指定は、原則としてサービス提供の拠点ごとに行うものとするが、

例外的に、待機や道具の保管、着替え等を行う出張所等であって、次の要件を

満たすものについては、一体的なサービス提供の単位として「事業所」に含め

て指定することができる取扱いとする。 



① 利用申込みに係る調整、サービス提供状況の把握、職員に対する技術指導

等が一体的に行われること。 

② 職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されること。必要な場合に随

時、主たる事業所や他の出張所等との間で相互支援が行える体制（例えば、

当該出張所等の従業者が急病等でサービスの提供ができなくなった場合に、

主たる事業所から急遽代替要員を派遣できるような体制）にあること。 

③ 苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制にあること。 

④ 事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料等を定める同一の運営

規程が定められること。 

⑤ 人事、給与・福利厚生等の勤務条件等による職員管理が一元的に行われる

こと。 

２ 用語の定義 

基準第２条において、一定の用語についてその定義を明らかにしているとこ

ろであるが、以下は、同条に定義が置かれている用語について、その意味をよ

り明確なものとするとともに、基準中に用いられている用語であって、定義規

定が置かれていないものの意味を明らかにするものである。 

(1) 「常勤換算方法」 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者

が勤務すべき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）で

除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算

する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業所の指定

に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例えば、指定小

規模多機能型居宅介護事業所と指定認知症対応型共同生活介護事業所を併

設している場合であって、ある従業者が指定小規模多機能型居宅介護事業所

の小規模多機能型居宅介護従業者と指定認知症対応型共同生活介護事業所

の介護従業者を兼務する場合、指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模

多機能型居宅介護従業者の勤務延時間数には、指定小規模多機能型居宅介護

事業所の小規模多機能型居宅介護従業者としての勤務時間だけを算入する

こととなるものであること。 

(2) 「勤務延時間数」 

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に

係るサービスの提供のための準備等を行う時間（待機の時間を含む。）とし

て明確に位置付けられている時間の合計数とする。なお、従業者 1 人につき、

勤務延時間数に算入することができる時間数は、当該事業所において常勤の

従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とすること。 

(3) 「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤

の従業者が勤務すべき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とす

る。）に達していることをいうものである。同一の事業者によって当該事業



所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時並行的に行

われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤

務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要

件を満たすものであることとする。例えば、一の事業者によって行われる指

定認知症対応型通所介護事業所と指定認知症対応型共同生活介護事業所が

併設されている場合、指定認知症対応型通所介護事業所の管理者と指定認知

症対応型共同生活介護事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の

合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。 

(4) 「専ら従事する」「専ら提供に当たる」 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事

しないことをいうものである。この場合のサービス提供時間帯とは、当該従

事者の当該事業所における勤務時間（単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護については、サービスの単位ごとの提供時間）をいうものであり、当該

従業者の常勤・非常勤の別を問わない。ただし、単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護については、あらかじめ計画された勤務表に従って、サービ

ス提供時間帯の途中で同一職種の従業者と交代する場合には、それぞれのサ

ービス提供時間を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをもっ

て足りるものである。 

(5) 「前年度の平均値」 

① 基準第６３条第２項（指定小規模多機能型居宅介護に係る小規模多機能

型居宅介護従業者の員数を算定する場合の利用者の数の算定方法）、第９

０条第２項（指定認知症対応型共同生活介護に係る介護従業者の員数を算

定する場合の利用者の数の算定方法）、第１１０条第２項（指定地域密着

型特定施設入居者生活介護に係る看護職員又は介護職員の員数を算定す

る場合の利用者の数の算定方法）及び第１３１条第２項（指定地域密着型

介護老人福祉施設における介護職員又は看護職員の員数を算定する場合

の入所者の数の算定方法）における「前年度の平均値」は、当該年度の前

年度（毎年４月１日に始まり翌年３月３１日をもって終わる年度とする。

以下同じ。）の平均を用いる。この場合、利用者数等の平均は、前年度の

全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利

用者数等の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げるものとする。 

② 新たに事業を開始し、若しくは再開し、又は増床した事業者又は施設に

おいては、新設又は増床分のベッドに関しては、前年度において１年未満

の実績しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含む。）の利用者数

等は、新設又は増床の時点から６月未満の間は、便宜上、ベッド数の９０％

を利用者数等とし、新設又は増床の時点から６月以上１年未満の間は、直

近の６月における全利用者等の延数を６月間の日数で除して得た数とし、

新設又は増床の時点から１年以上経過している場合は、直近１年間におけ

る全利用者等の延数を１年間の日数で除して得た数とする。また、減床の



場合には、減床後の実績が３月以上あるときは、減床後の利用者数等の延

数を延日数で除して得た数とする。ただし、地域密着型特定施設入居者生

活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護については、これ

らにより難い合理的な理由がある場合には、他の適切な方法により利用者

数を推定するものとする。 

３  指定地域密着型サービスと指定地域密着型介護予防サービスの一体的運営

等について 

   指定地域密着型サービスに該当する各事業を行う者が、指定地域密着型介護

予防サービスに該当する各事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型

サービスの各事業と指定地域密着型介護予防サービスの各事業とが同じ事業所

で一体的に運営されている場合については、介護予防における各基準を満たす

ことによって、基準を満たしているとみなすことができるとされたが、その意

義は次のとおりである。 

   小規模多機能型居宅介護においては、指定地域密着型サービスにおいても、

指定地域密着型介護予防サービスにおいても、夜間及び深夜の時間帯以外の時

間帯には、常勤換算方法で、介護従業者を通いサービスの利用者の数が３又は

その端数を増すごとに１人以上、訪問サービスの提供に当たる介護従業者を１

人以上配置しなければならないとされているが、例えば、通いサービスの利用

者について、要介護の利用者が１１人、要支援の利用者が４人である場合、そ

れぞれが独立して基準を満たすためには、指定小規模多機能型居宅介護事業所

にあっては、通いサービスの提供に当たる介護従業者を４人、訪問サービスの

提供に当たる介護従業者を１人配置することが必要となり、指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所にあっては、通いサービスの提供に当たる介護従業

者を２人、訪問サービスの提供に当たる介護従業者を１人配置することが必要

となるが、一体的に事業を行っている場合については、それぞれの事業所にお

いて、要介護の利用者と要支援の利用者とを合算し、利用者を１５人とした上

で、通いサービスの提供に当たる介護従業者を５人、訪問サービスの提供に当

たる介護従業者を１人配置することによって、双方の基準を満たすこととする

という趣旨である。 

   設備、備品についても同様であり、例えば、通いサービスの利用定員１５人

の指定小規模多機能型居宅介護事業所においては、居間及び食堂の合計面積は

１５人×３㎡＝４５㎡を確保する必要があるが、この１５人に指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所の利用者も含めてカウントすることにより、実態

として、要介護者８人、要支援者７人であっても、要介護者１０人、要支援者

５人であっても、合計で４５㎡が確保されていれば、基準を満たすこととする

という趣旨である。 

   なお、指定地域密着型サービスと指定地域密着型介護予防サービスを同一の

拠点で行う場合であっても、一体的に行わないで、完全に体制を分離して行う

場合にあっては、人員についても設備、備品についてもそれぞれが独立して基



準を満たす必要があるので留意されたい。 

 

第３ 地域密着型サービス 

 一 夜間対応型訪問介護 

１ 基本方針 

(1) 基本方針（基準第４条） 

    指定夜間対応型訪問介護は、夜間において、定期的な巡回又は通報により

その者の居宅を訪問し、排せつの介護、日常生活上の緊急時の対応その他の

夜間において安心してその居宅において生活を送ることができるようにする

ための援助を行うものであり、対象者は一人暮らしの高齢者又は高齢者のみ

の世帯や中重度の者が中心になると考えられるが、これらの者に限定される

ものではないことに留意すること。 

    また、指定夜間対応型訪問介護は、要介護者を対象にしたサービスである

（介護予防には夜間対応型訪問介護のサービス類型はない）ことから、いわ

ゆる経過的要介護者は利用できないものである。 

(2) 指定夜間対応型訪問介護（基準第５条） 

① 指定夜間対応型訪問介護は、定期巡回サービス、オペレーションセンタ

ーサービス及び随時訪問サービスを一括して提供しなければならないもの

であるが、利用者はケアコール端末（基準第８条第３項に規定する利用者

が援助を必要とする状態となったときに適切にオペレーションセンターに

通報できる端末機器をいう。以下同じ。）を有していることが条件となる。

したがって、ケアコール端末を持たず、定期巡回サービスのみの利用であ

れば、指定夜間対応型訪問介護に含まれず、通常の指定訪問介護を利用し

ていることとなる。 

② 指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯は、各事業所において設定す

ることになるが、夜間におけるサービス提供という性格を踏まえ、２２時

から６時までの間は最低限含むものとする。なお、８時から１８時までの

間の時間帯を含むことは認められないものであり、この間の時間帯につい

ては、指定訪問介護を利用することとなる。 

③ 定期巡回サービスの提供回数については、特に要件は設けておらず、事

業者と利用者との間で取り決められるものである。 

④ 指定夜間対応型訪問介護事業所が指定訪問介護事業所の指定を併せて受

けることは差し支えない。 

⑤ オペレーションセンターは、通常の事業の実施地域内におおむね利用者

３００人につき１か所設置しなければならないとされていることから、利

用者数がこれを超えることになる場合には、さらにオペレーションセンタ

ーを設置する必要がある。 

⑥ オペレーションセンターとヘルパーステーションは同一の場所が望まし

いが、オペレーションセンターとヘルパーステーションの連携が確保され、



業務に支障がない場合は、事業の実施地域内なら別々の場所としても差し

支えない。 

     また、隣接する複数の市町村で１つの事業所がそれぞれの市町村から指

定を受ける場合、オペレーションセンターは所在地の市町村に、ヘルパー

ステーションは他の市町村に設置されることが考えられるが、こうした形

態で事業を実施することは差し支えない。 

⑦ オペレーションセンターを設置しないことができる場合とは、具体的に

は、利用者の人数が少なく、かつ、指定夜間対応型訪問介護事業所と利用

者の間に密接な関係が築かれていることにより、定期巡回サービスを行う

訪問介護員等が利用者から通報を受けた場合であっても、十分な対応を行

うことが可能であることを想定している。 

２ 人員に関する基準 

(1) 訪問介護員等の員数（基準第６条） 

① オペレーションセンター従業者 

イ オペレーターは、看護師、介護福祉士その他の厚生労働大臣が定める

者をもって充てなければならないとされているが、厚生労働大臣が定め

る者とは、看護師、介護福祉士のほか、医師、保健師及び社会福祉士と

している。 

ロ 利用者の処遇に支障がない場合は、オペレーターは、利用者以外の者

からの通報を受け付ける業務に従事することができることとしている

が、これは、例えば、市町村が地域支援事業の任意事業において、家庭

内の事故等による通報に、夜間を含めた３６５日２４時間の随時対応が

できる体制を整備する事業を行っている場合、その通報を受信するセン

ターと指定夜間対応型訪問介護のオペレーションセンターの共用が可能

であり、オペレーターは、この市町村が行う事業の受信センター職員が

行う業務に従事することができるということである。 

ハ オペレーターは、利用者からの通報を受け、訪問の要否等の必要性を

判断する能力が求められることから、看護師、介護福祉士等の資格を有

する者としたものであるが、オペレーションセンターを設置しない場合

にあっては、オペレーターは、訪問介護員等の資格を有する者で差し支

えない。なお、オペレーターを特別養護老人ホーム等の夜勤職員に行わ

せることは認められない。 

ニ 面接相談員は、利用者からの通報を受けた場合に適切に対応できるよ

うにする観点から、日中の面接等を通じて利用者の状況を把握するため

に配置することとしたものである。したがって、面接相談員については、

オペレーターと同様の資格又はこれらと同等の知識経験を有する者を配

置するように努めることが必要である。 

      また、面接相談員は、面接を適切に行うために必要な人員を配置すれ

ばよく、夜間勤務のオペレーターや訪問介護員等が従事することも差し



支えない。 

② 訪問介護員等 

イ 定期巡回サービスを行う訪問介護員等については、最低必要となる人

員要件は定められていないが、交通事情、訪問頻度等を勘案し、利用者

に適切に定期巡回サービスを提供するために必要な数の職員を確保する

ものとする。 

ロ オペレーションセンターを設置しない場合には、オペレーションセン

ター従業者が行うことになっているオペレーションセンターサービス及

び夜間対応型訪問介護計画の作成業務については、訪問介護員等が行う

ことで足りる。 

ハ 定期巡回サービス又は随時訪問サービスを行う訪問介護員等とは、介

護福祉士又は訪問介護員であり、基本的には看護師が行うことはできな

いが、「訪問介護員に関する省令について」（平成１２年３月２１日老

企第４６号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）の取扱いのとおり、訪

問介護員の養成研修の実施主体である各都道府県の判断により、看護師

の資格を有していることをもって訪問介護員として認める取扱いとして

も差し支えない。なお、看護師の資格を有する者を訪問介護員として雇

用する場合は、訪問介護員として雇用されるのであって、保健師助産師

看護師法に規定されている診療の補助及び療養上の世話の業務を行うも

のではないこと。 

(2) 管理者(基準第７条) 

    指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則として

専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。ただし、当該指定夜間対

応型訪問介護事業所のオペレーションセンター従業者又は訪問介護員等とし

ての職務に従事する場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないとき

は、他の職務を兼ねることができるものとする。なお、管理者は、オペレー

ションセンター従業者又は訪問介護員等である必要はないものである。 

３ 設備等に関する基準(基準第８条) 

(1) 指定夜間対応型訪問介護事業所には、事業の運営を行うために必要な面積

を有する専用の事務室を設けることが望ましいが、間仕切りする等他の事業

の用に供するものと明確に区分される場合は、他の事業と同一の事務室であ

っても差し支えない。なお、この場合に、区分がされていなくても業務に支

障がないときは、指定夜間対応型訪問介護の事業を行うための区画が明確に

特定されていれば足りるものとする。 

(2) 事務室又は区画については、利用申込の受付、相談等に対応するのに適切

なスペースを確保するものとする。 

(3) 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護に必要な設備

及び備品等を確保するものとする。特に、手指を洗浄するための設備等感染

症予防に必要な設備等に配慮すること。ただし、他の事業所、施設等と同一



敷地内にある場合であって、指定夜間対応型訪問介護の事業又は当該他の事

業所、施設等の運営に支障がない場合は、当該他の事業所、施設等に備え付

けられた設備及び備品等を使用することができるものとする。なお、事務室・

区画、又は設備及び備品等については、必ずしも事業者が所有している必要

はなく、貸与を受けているものであっても差し支えない。 

(4) オペレーションセンターの通信機器は利用者の心身の状況等の情報を蓄

積し、利用者からの通報を受信した際に瞬時にそれらの情報が把握できるも

のでなければならないことから、単に一般の家庭用電話や携帯電話だけでは

認められないものである。 

(5) 利用者に配布するケアコール端末は、利用者が援助を必要とする状態とな

ったときにボタンを押すなどにより、簡単にオペレーションセンターに通報

できるものでなければならず、単なる一般の家庭用電話や携帯電話だけでは

認められないものである。 

(6) オペレーションセンターを設置しない場合にあっても、オペレーションセ

ンターにおける通信機器に相当するもの及び利用者に配布するケアコール端

末は必要となるものである。 

４ 運営に関する基準 

(1) 内容及び手続の説明及び同意 

① 基準第９条は、指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対し適切な

指定夜間対応型訪問介護を提供するため、その提供の開始に際し、あらか

じめ、利用申込者又はその家族に対し、当該指定夜間対応型訪問介護事業

所の運営規程の概要、夜間対応型訪問介護従業者の勤務体制、事故発生時

の対応、苦情処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要

な重要事項について、わかりやすい説明書やパンフレット等の文書を交付

して懇切丁寧に説明を行い、当該事業所から指定夜間対応型訪問介護の提

供を受けることにつき同意を得なければならないこととしたものである。

なお、当該同意については、利用者及び指定夜間対応型訪問介護事業者双

方の保護の立場から書面によって確認することが望ましいものである。 

② 特にオペレーションセンターを設置しない指定夜間対応型訪問介護事業

者は、オペレーションセンターを設置しない場合のオペレーションサービ

スの実施方法について十分な説明を行わなければならないこと。 

     また、随時訪問サービスを他の指定訪問介護事業所の訪問介護員に行わ

せる場合については、その旨について十分な説明を行わなければならない

こと。 

(2) 提供拒否の禁止 

     基準第１０条は、指定夜間対応型訪問介護事業者は、原則として、利用

申込に対しては応じなければならないことを規定したものであり、特に、

要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否することを禁止する

ものである。提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、①当該



事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の居住地

が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合、その他利用申込者に

対し自ら適切な指定夜間対応型訪問介護を提供することが困難な場合であ

る。 

(3) サービス提供困難時の対応 

     指定夜間対応型訪問介護事業者は、基準第１０条の正当な理由により、

利用申込者に対し自ら適切な指定夜間対応型訪問介護を提供することが困

難であると認めた場合には、基準第１１条の規定により、当該利用申込者

に係る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の指定夜間対応型訪問介護

事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならないもの

である。 

(4) 受給資格等の確認 

① 基準第１２条第１項は、指定夜間対応型訪問介護の利用に係る費用につ

き保険給付を受けることができるのは、要介護認定を受けている被保険者

に限られるものであることを踏まえ、指定夜間対応型訪問介護事業者は、

指定夜間対応型訪問介護の提供の開始に際し、利用者の提示する被保険者

証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間

を確かめなければならないこととしたものである。 

② 同条第２項は、利用者の被保険者証に、指定地域密着型サービスの適切

かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項に係る認定審査会

意見が記載されているときは、指定夜間対応型訪問介護事業者は、これに

配慮して指定夜間対応型訪問介護を提供するように努めるべきことを規定

したものである。 

(5) 要介護認定の申請に係る援助 

① 基準第１３条第１項は、要介護認定の申請がなされていれば、要介護認

定の効力が申請時に遡ることにより、指定夜間対応型訪問介護の利用に係

る費用が保険給付の対象となり得ることを踏まえ、指定夜間対応型訪問介

護事業者は、利用申込者が要介護認定を受けていないことを確認した場合

には、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行

われていない場合は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請

が行われるよう必要な援助を行わなければならないこととしたものであ

る。 

② 同条第２項は、要介護認定の有効期間が原則として６か月ごとに終了し、

継続して保険給付を受けるためには要介護更新認定を受ける必要があるこ

と及び当該認定が申請の日から３０日以内に行われることとされているこ

とを踏まえ、指定夜間対応型訪問介護事業者は、居宅介護支援(これに相当

するサービスを含む。)が利用者に対して行われていない等の場合であって

必要と認めるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が

受けている要介護認定の有効期間が終了する３０日前にはなされるよう、



必要な援助を行わなければならないこととしたものである。 

(6) 居宅介護支援事業者等との連携 

     基準第１５条第１項は、指定夜間対応型訪問介護の随時訪問サービスは、

利用者からの通報により随時に提供されるサービスであることから、給付

管理を行う居宅介護支援事業者とは連携を密にしておかなければならない

こととしたものである。 

     また、指定夜間対応型訪問介護は、医療面からの対応が必要とされる場

合があることから、医療面からの対応が円滑に行われるよう、常に保健医

療サービスを提供する者との連携の確保に努めなければならないこととし

たものである。 

(7) 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

     基準第１６条は、介護保険法施行規則(平成１１年厚生省令第３６号。以

下「施行規則」という。)第６５条の４第１項第１号イ又はロに該当する利

用者は、指定夜間対応型訪問介護の提供を法定代理受領サービスとして受

けることができることを踏まえ、指定夜間対応型訪問介護事業者は、同項

第１号イ又はロにも該当しない利用申込者又はその家族に対し、指定夜間

対応型訪問介護の提供を法定代理受領サービスとして受けるための要件の

説明、居宅介護支援事業者に関する情報提供その他の法定代理受領サービ

スを行うために必要な援助を行わなければならないこととしたものであ

る。 

(8) 居宅サービス計画等の変更の援助 

     基準第１８条は、指定夜間対応型訪問介護を法定代理受領サービスとし

て提供するためには当該指定夜間対応型訪問介護が居宅サービス計画に位

置付けられている必要があることを踏まえ、指定夜間対応型訪問介護事業

者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合(利用者の状態の変

化等により追加的なサービスが必要となり、当該サービスを法定代理受領

サービスとして行う等のために居宅サービス計画の変更が必要となった場

合で、指定夜間対応型訪問介護事業者からの当該変更の必要性の説明に対

し利用者が同意する場合を含む。)は、当該利用者に係る居宅介護支援事業

者への連絡、サービスを追加する場合に当該サービスを法定代理受領サー

ビスとして利用する場合には支給限度額の範囲内で居宅サービス計画を変

更する必要がある旨の説明その他の必要な援助を行わなければならないこ

ととしたものである。 

(9) 身分を証する書類の携行 

     基準第１９条は、利用者が安心して指定夜間対応型訪問介護の提供を受

けられるよう、指定夜間対応型訪問介護事業者は、当該指定夜間対応型訪

問介護事業所の夜間対応型訪問介護従業者に身分を明らかにする証書や名

札等を携行させ、面接時、初回訪問時及び利用者又はその家族から求めら

れたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならないこととしたも



のである。この証書等には、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の名称、

当該夜間対応型訪問介護従業者の氏名を記載するものとし、当該夜間対応

型訪問介護従業者の写真の貼付や職能の記載を行うことが望ましい。 

(10) サービスの提供の記録 

   ① 基準第２０条第１項は、利用者及びサービス事業者が、その時点での支

給限度額の残額やサービスの利用状況を把握できるようにするために、指

定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護を提供した際に

は、当該指定夜間対応型訪問介護の提供日、内容(例えば定期巡回サービス

及び随時訪問サービスの別)、保険給付の額その他必要な事項を、利用者の

居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載しなければならない

こととしたものである。 

   ② 同条第２項は、当該指定夜間対応型訪問介護の提供日、提供した具体的

なサービスの内容、利用者の心身の状況その他必要な事項を記録するとと

もに、サービス事業者間の密接な連携等を図るため、利用者からの申出が

あった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者

に対して提供しなければならないこととしたものである。 

     また、「その他適切な方法」とは、例えば、利用者の用意する手帳等に

記載するなどの方法である。 

なお、提供した具体的なサービスの内容等の記録は、基準第４０条第２

項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

(11) 利用料等の受領 

① 基準第２１条第１項は、指定夜間対応型訪問介護事業者は、法定代理受

領サービスとして提供される指定夜間対応型訪問介護についての利用者負

担として、地域密着型介護サービス費用基準額の１割(法第５０条又は第６

９条第３項の規定の適用により保険給付の率が９割でない場合について

は、それに応じた割合)の支払を受けなければならないことを規定したもの

である。 

② 基準第２１条第２項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、

法定代理受領サービスでない指定夜間対応型訪問介護を提供した際に、そ

の利用者から支払を受ける利用料の額と、法定代理受領サービスである指

定夜間対応型訪問介護に係る費用の額の間に、一方の管理経費の他方への

転嫁等による不合理な差額を設けてはならないこととしたものである。な

お、そもそも介護保険給付の対象となる指定夜間対応型訪問介護のサービ

スと明確に区分されるサービスについては、次のような方法により別の料

金設定をして差し支えない。 

イ 利用者に、当該事業が指定夜間対応型訪問介護の事業とは別事業であ

り、当該サービスが介護保険給付の対象とならないサービスであること

を説明し、理解を得ること。 

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定夜間対応型訪問介護事



業所の運営規程とは別に定められていること。 

ハ 会計が指定夜間対応型訪問介護の事業の会計と区分されていること。 

③ 同条第３項は、指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問

介護の提供に関して、前２項の利用料のほかに、利用者の選定により通常

の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定夜間対応型訪問介護を行

う場合の交通費(移動に要する実費)の支払を利用者から受けることができ

ることとし、保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されない

あいまいな名目による費用の支払を受けることは認めないこととしたもの

である。 

④ 同条第４項は、指定夜間対応型訪問介護事業者は、前項の交通費の支払

を受けるに当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対してその額

等に関して説明を行い、利用者の同意を得なければならないこととしたも

のである。 

⑤ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、同条第１項から第３項までの利用料

等を徴収することは認められるが、利用者へ配布するケアコール端末に係

る設置料、リース料、保守料等の費用の徴収は認められないものである。

なお、利用者宅から事業所への通報に係る通信料(電話料金)については、

利用者が負担すべきものである。 

(12) 保険給付の請求のための証明書の交付 

    基準第２２条は、利用者が市町村に対する保険給付の請求を容易に行える

よう、指定夜間対応型訪問介護事業者は、法定代理受領サービスでない指定

夜間対応型訪問介護に係る利用料の支払を受けた場合は、提供した指定夜間

対応型訪問介護の内容、費用の額その他利用者が保険給付を請求する上で必

要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付し

なければならないこととしたものである。 

(13) 指定夜間対応型訪問介護の基本的取扱方針及び具体的取扱方針 

    基準第２３条及び第２４条にいう指定夜間対応型訪問介護の取扱方針につ

いて、特に留意すべきことは、次のとおりである。 

① 提供された介護サービスについては、目標達成の度合いや利用者及びそ

の家族の満足度等について常に評価を行うとともに、夜間対応型訪問介護

計画の修正を行うなど、その改善を図らなければならないものであること。 

② 随時訪問サービスの適切な提供に当たって、利用者宅への定期的な訪問

等により、利用者の心身の状況等の把握に努めるとともに、利用者とのコ

ミュニケーションを図り、利用者が通報を行い易い環境づくりに努めるべ

きものであること。 

③ 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し

た適切なサービスが提供できるよう、常に新しい技術を習得する等、研鑽

を行うべきものであること。 

④ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者からの連絡内容や心身の状況



によっては、指定夜間対応型訪問介護ではなく、医療面からの対応が必要

とされる場合があることから、常に指定訪問介護ステーション等の保健医

療サービスを提供する者との連携を確保しておくこと。 

⑤ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者から合鍵を預かる場合には、

従業者であっても容易に持ち出すことができないよう厳重な管理を行い、

利用者に安心感を与えるものとすること。 

(14) 夜間対応型訪問介護計画の作成 

① 基準第２５条第１項は、オペレーションセンター従業者（オペレーショ

ンセンターを設置しない場合にあっては、訪問介護員等。以下同じ。）は、

夜間対応型訪問介護計画を作成しなければならないこととしたものであ

る。夜間対応型訪問介護計画の作成に当たっては、利用者の状況を把握・

分析し、夜間対応型訪問介護の提供によって解決すべき問題状況を明らか

にし(アセスメント)、これに基づき、定期巡回サービス及び随時訪問サー

ビスの援助の方向性や目標を明確にし、担当する訪問介護員等の氏名、訪

問介護員等が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らか

にするものとする。なお、夜間対応型訪問介護計画の様式については、各

事業所ごとに定めるもので差し支えない。 

② 同条第２項は、夜間対応型訪問介護計画は、居宅サービス計画（法第８

条第２１項に規定する居宅サービス計画をいう。以下同じ。）に沿って作

成されなければならないこととしたものである。 

  なお、夜間対応型訪問介護計画の作成後に居宅サービス計画が作成され

た場合は、当該夜間対応型訪問介護計画が居宅サービス計画に沿ったもの

であるか確認し、必要に応じて変更するものとする。 

③ 基準第２５条第３項は、夜間対応型訪問介護計画は、利用者の日常生活

全般の状況及び希望を踏まえて作成されなければならないものであり、そ

の内容について説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務付けるこ

とにより、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しようと

するものである。したがって、オペレーションセンター従業者は、夜間対

応型訪問介護計画の目標や内容等については、利用者又はその家族に、理

解しやすい方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説

明を行うものとする。 

④ 同条第４項は、夜間対応型訪問介護計画を作成した際には、遅滞なく利

用者に交付しなければならないこととしたものである。 

  なお、夜間対応型訪問介護計画は、基準第４０条第２項の規定に基づき、

２年間保存しなければならない。 

⑤ オペレーションセンター従業者は、訪問介護員等の行うサービスが夜間

対応型訪問介護計画に沿って実施されているかについて把握するととも

に、助言、指導等必要な管理を行わなければならない。 

(15) 利用者に関する市町村への通知 



    基準第２７条は、偽りその他不正な行為によって保険給付を受けた者及び

自己の故意の犯罪行為又は重大な過失等により、要介護状態又はその原因と

なった事故を生じさせるなどした者については、市町村が、法第２２条第１

項に基づく既に支払った保険給付の徴収又は法第６４条に基づく保険給付の

制限を行うことができることにかんがみ、指定夜間対応型訪問介護事業者が、

その利用者に関し、保険給付の適正化の観点から市町村に通知しなければな

らない事由を列記したものである。 

(16) 緊急時等の対応 

    基準第２８条は、訪問介護員等が現に指定夜間対応型訪問介護の提供を行

っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、運営

規程に定められた緊急時の対応方法に基づき速やかに主治の医師(以下「主治

医」という。)への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならないことと

したものである。 

(17) 管理者等の責務 

    基準第２９条は、指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者とオペレーショ

ンセンター従業者の役割分担について規定したものであり、管理者は、従業

者及び業務の一元的管理並びに従業者に基準第２章第４節(運営に関する基

準)を遵守させるための指揮命令を、オペレーションセンター従業者は、オペ

レーションセンターサービスのほか、指定夜間対応型訪問介護の利用の申込

みに係る調整、訪問介護員等に対する技術指導等のサービスの内容の管理を

行うものである。 

(18) 運営規程 

    基準第３０条は、指定夜間対応型訪問介護の事業の適正な運営及び利用者

に対する適切な指定夜間対応型訪問介護の提供を確保するため、同条第１号

から第８号までに掲げる事項を内容とする規程を定めることを指定夜間対応

型訪問介護事業所ごとに義務づけたものであるが、特に次の点に留意するも

のとする。なお、同一事業者が同一敷地内にある事業所において、複数のサ

ービス種類について事業者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合に

おいては、運営規程を一体的に作成することも差し支えない(この点について

は他のサービス種類についても同様とする。)。 

① 指定夜間対応型訪問介護の内容(第４号) 

     「指定夜間対応型訪問介護の内容」とは、オペレーションセンターサー

ビス、定期巡回サービス及び随時訪問サービスの内容を指すものであるこ

と。 

② 利用料その他の費用の額(第４号) 

     「利用料」としては、法定代理受領サービスである指定夜間対応型訪問

介護に係る利用料(１割負担)及び法定代理受領サービスでない指定夜間対

応型訪問介護の利用料を、「その他の費用の額」としては、基準第２１条

第３項により徴収が認められている交通費の額及び必要に応じてその他の



サービスに係る費用の額を規定するものであること(以下、他のサービス種

類についても同趣旨)。 

③ 通常の事業の実施地域(第５号) 

     通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとするこ

と。なお、通常の事業の実施地域は、利用申込に係る調整等の観点からの

目安であり、当該地域を越えてサービスが行われることを妨げるものでは

ないものであること。 

     また、通常の事業の実施地域ついては、事業者が任意に定めるものであ

るが、指定地域密着型サービスである指定夜間対応型訪問介護については、

市町村が定める日常生活圏域内は、少なくとも通常の事業の実施地域に含

めることが適当であること。 

     さらに、事業所所在地の市町村の同意を得て事業所所在地以外の他の市

町村から指定を受けた場合には、当該他の市町村の一部の日常生活圏域を

事業の実施地域の範囲に加えることもあること。(基準第５４条第６号及び

第８１条第６号についても同趣旨)。 

(19) 勤務体制の確保等 

    基準第３１条は、利用者に対する適切な指定夜間対応型訪問介護の提供を

確保するため、職員の勤務体制等について規定したものであるが、次の点に

留意する必要がある。 

① 指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作

成し、オペレーションセンター従業者及び訪問介護員等については、日々

の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明

確にすること。 

② 同条第２項は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の訪問介護員等によ

って定期巡回サービス及び随時訪問サービスを提供するべきことを規定し

たものであるが、指定夜間対応型訪問介護事業所の訪問介護員等とは、雇

用契約その他の契約により、当該事業所の管理者の指揮命令下にある訪問

介護員等を指すものであること。ただし、随時訪問サービスについては、

他の指定訪問介護事業所との連携を図ることにより指定夜間対応型訪問介

護事業所の効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の

処遇に支障がないときは、他の指定訪問介護事業所の訪問介護員等に行わ

せることができるものであり、他の指定訪問介護事業所の訪問介護員等に

行わせることができる場合としては、利用者が昼間に利用している指定訪

問介護事業所の訪問介護員等に行わせる場合などが想定される。この場合、

オペレーションセンターサービスを行っている指定夜間対応型訪問介護事

業所が随時訪問サービスの出来高部分も含めて介護報酬を請求し、その介

護報酬の中から他の指定訪問介護事業所に随時訪問サービスに係る委託料

を支払うことになるものである。なお、定期巡回サービスは他の指定訪問

介護事業所に委託することはできないものである。 



③ 同条第３項は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の従業者たる訪問介

護員等の質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の

研修への参加の機会を計画的に確保することとしたものであること。特に、

訪問介護員等のうち、３級課程の研修を修了した者については、できる限

り早期に２級課程の研修若しくは介護職員基礎研修を受講させ、又は介護

福祉士の資格を取得させるよう努めなければならないこと。 

(20) 衛生管理等 

     基準第３２条は、指定夜間対応型訪問介護事業者は、訪問介護員等の清

潔の保持及び健康状態の管理並びに指定夜間対応型訪問介護事業所の設備

及び備品等の衛生的な管理に努めるべきことを規定したものである。特に、

指定夜間対応型訪問介護事業者は、訪問介護員等が感染源となることを予

防し、また訪問介護員等を感染の危険から守るため、使い捨ての手袋等感

染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じる必要がある。 

(21) 秘密保持等 

① 基準第３４条第１項は、指定夜間対応型訪問介護事業所のオペレーショ

ンセンター従業者、訪問介護員等その他の従業者に、その業務上知り得た

利用者又はその家族の秘密の保持を義務づけたものである。 

② 同条第２項は、指定夜間対応型訪問介護事業者に対して、過去に当該指

定夜間対応型訪問介護事業所のオペレーションセンター従業者、訪問介護

員等その他の従業者であった者が、その業務上知り得た利用者又はその家

族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を取ることを義務づけたもの

であり、具体的には、指定夜間対応型訪問介護事業者は、当該指定夜間対

応型訪問介護事業所のオペレーションセンター従業者、訪問介護員等その

他の従業者が、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべ

き旨を、従業者との雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めを

置くなどの措置を講ずべきこととするものである。 

③ 同条第３項は、オペレーションセンター従業者又は訪問介護員等がサー

ビス担当者会議等において、課題分析情報等を通じて利用者の有する問題

点や解決すべき課題等の個人情報を、介護支援専門員や他のサービスの担

当者と共有するためには、指定夜間対応型訪問介護事業者は、あらかじめ、

文書により利用者又はその家族から同意を得る必要があることを規定した

ものであるが、この同意は、サービス提供開始時に利用者及びその家族か

ら包括的な同意を得ておくことで足りるものである。 

(22) 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

     基準第３６条は、居宅介護支援の公正中立性を確保するために、指定夜

間対応型訪問介護事業者は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、

利用者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償とし

て、金品その他の財産上の利益を供与してはならないこととしたものであ

る。 



(23) 苦情処理 

① 基準第３７条第１項にいう「必要な措置」とは、具体的には、相談窓口、

苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理するために講ず

る措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその家族にサービスの

内容を説明する文書に苦情に対する措置の概要についても併せて記載する

とともに、事業所に掲示すること等である。 

② 同条第２項は、利用者及びその家族からの苦情に対し、指定夜間対応型

訪問介護事業者が組織として迅速かつ適切に対応するため、当該苦情（指

定夜間対応型訪問介護事業者が提供したサービスとは関係のないものを除

く。）の受付日、その内容等を記録することを義務づけたものである。 

また、指定夜間対応型訪問介護事業者は、苦情がサービスの質の向上を

図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サー

ビスの質の向上に向けた取組を自ら行うべきである。 

  なお、基準第４０条第２項の規定に基づき、苦情の内容等の記録は、２

年間保存しなければならない。 

③ 同条第３項は、介護保険法上、苦情処理に関する業務を行うことが位置

付けられている国民健康保険団体連合会のみならず、住民に最も身近な行

政庁であり、かつ、保険者である市町村が、サービスに関する苦情に対応

する必要が生ずることから、市町村についても国民健康保険団体連合会と

同様に、指定夜間対応型訪問介護事業者に対する苦情に関する調査や指導、

助言を行えることを運営基準上、明確にしたものである。 

(24) 事故発生時の対応 

     基準第３８条は、利用者が安心して指定夜間対応型訪問介護の提供を受

けられるよう事故発生時の速やかな対応を規定したものである。指定夜間

対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜間対応型訪問介護の提供

により事故が発生した場合には、市町村、当該利用者の家族、当該利用者

に係る居宅介護支援事業者等に対して連絡を行う等の必要な措置を講じる

べきこととするとともに、当該事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついて記録しなければならないこととしたものである。 

また、利用者に対する指定夜間対応型訪問介護の提供により賠償すべき

事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなければならないこと

としたものである。 

  なお、基準第４０条第２項の規定に基づき、事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録は、２年間保存しなければならない。 

     このほか、以下の点に留意するものとする。 

① 利用者に対する指定夜間対応型訪問介護の提供により事故が発生した

場合の対応方法については、あらかじめ指定夜間対応型訪問介護事業者

が定めておくことが望ましいこと。 

② 指定夜間対応型訪問介護事業者は、賠償すべき事態において速やかに



賠償を行うため、損害賠償保険に加入しておくか、又は賠償資力を有す

ることが望ましいこと。 

③ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、事故が生じた際にはその原因を解

明し、再発生を防ぐための対策を講じること。 

(25) 会計の区分 

     基準第３９条は、指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪

問介護事業所ごとに経理を区分するとともに、指定夜間対応型訪問介護の

事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならないこととしたも

のであるが、具体的な会計処理の方法等については、別に通知するところ

によるものであること。 

 

二 認知症対応型通所介護 

１ 基本方針（基準第４１条） 

  ① 指定地域密着型サービスに位置づけられる指定認知症対応型通所介護は、

認知症の者が可能な限り居宅において日常生活を営むことができること及び

家族の負担軽減を図ることを支援するものであること。 

    なお、認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者は、当該認知症対応

型通所介護事業所において日常生活を送ることに支障があると考えられるこ

とから、指定認知症対応型通所介護の対象とはならないものである。 

   ② 一般の通所介護と指定認知症対応型通所介護を同一の時間帯に同一の場所

を用いて行うことについては、指定認知症対応型通所介護は対象者を認知症

の者に限定し、認知症の特性に配慮したサービス形態であることから、一般

の通所介護と一体的な形で実施することは認められない。指定認知症対応型

通所介護を一般の通所介護と同じ事業所で同一の時間帯に行う場合には、例

えばパーティション等で間を仕切るなどにより、職員、利用者及びサービス

を提供する空間を明確に区別することが必要である。 

   ③ 初老期における認知症（以下「若年性認知症」という。）の者も対象とす

る事業所については、若年性認知症の者が少なく、また、若年性認知症の者

に対応したプログラムを有する事業所が少ないことから、近隣市町村等も含

めて広域的な利用が行われることが想定されることを踏まえ、当該事業所の

設置市町村以外の市町村における若年性認知症の者からの希望に基づき、当

該他市町村から指定の同意の申し出があった場合には、設置市町村は、当該

若年性認知症の者の利用については、原則として、法第７８条の２第４項第

４号に係る同意を行うこととし、円滑に当該他市町村による事業所指定が行

われるようにすることが求められる。 

２ 人員及び設備に関する基準  

(1) 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知症対応型通所介護 

   ① 単独型指定認知症対応型通所介護とは、以下の社会福祉施設等に併設さ

れていない事業所において行われる指定認知症対応型通所介護をいう。（基



準第４２条） 

     特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施

設、その他社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６２条第１項に規定

する社会福祉施設、又は特定施設 

   ② 併設型指定認知症対応型通所介護とは、①の社会福祉施設等に併設され

ている事業所において行われる指定認知症対応型通所介護をいう。 

   ③ 従業者の員数（基準第４２条） 

     イ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位とは、同時に、一体

的に提供される単独型・併設型指定認知症対応型通所介護をいうもので

あることから、例えば、次のような場合は、２単位として扱われ、それ

ぞれの単位ごとに必要な従業者を確保する必要がある。 

    （イ）単独型・併設型指定認知症対応型通所介護が同時に一定の距離を置

いた２つの場所で行われ、これらのサービスの提供が一体的に行われ

ているといえない場合 

    （ロ）午前と午後とで別の利用者に対して単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護を提供する場合 

    ロ ６時間以上８時間未満の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の

前後に連続して延長サービスを行う場合にあっては、事業所の実情に応

じて、適当数の従業者を配置するものとする。 

    ハ 利用者の数又は利用定員は、単位ごとの単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護についての利用者の数又は利用定員をいうものであり、利

用者の数は実人員、利用定員は、あらかじめ定めた利用者の数の上限を

いうものである。従って、例えば、１日のうちの午前の提供時間帯に利

用者１０人に対して単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提供し、

午後の提供時間帯に別の利用者１０人に対して単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護を提供する場合であって、それぞれの単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護の定員が１０人である場合には、当該事業所

の利用定員は１０人、必要となる介護職員の員数は午前午後それぞれ１

人ということとなり、人員算定上午前の利用者の数と午後の利用者の数

が合算されるものではない。 

     ニ 同一事業所で複数の単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

を同時に行う場合には、同時に行われる単位の数の常勤の従業者が必要

となるものである。（基準第４２条第４項） 

      ホ 生活相談員（基準第４２条第１項第１号） 

生活相談員については、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する

基準（平成１１年厚生省令第４６号）第５条第２項に定める生活相談員

に準ずるものである。 

       提供時間帯を通じて専ら当該単独型 ・併設型指定認知症対応型通所介

護の提供に当たる生活相談員を確保するとは、単独型・併設型指定認知



症対応型通所介護の単位ごとに提供時間帯に当該従業者が常に確保され

るよう必要な配置を行うよう定めたものである（例えば、提供時間帯を

通じて専従する生活相談員の場合、その員数は１人となるが、提供時間

帯の２分の１ずつの時間専従する場合は、その員数としては２人が必要

となる。）。 

      ヘ 看護職員又は介護職員（基準第４２条第１項第２号） 

      看護職員又は介護職員については、単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護の単位ごとに２人以上配置する必要があるが、必ずしも看護職

員を配置しなければならないものではない。 

         また、提供時間帯を通じて専ら当該単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員を１人以上配置する必要

がある。 

      なお、他の１人以上の看護職員又は介護職員については、提供時間帯

を通じて専従する必要はないが、当該看護職員又は介護職員は提供時間

帯を通じて単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所と密接かつ

適切な連携を図るものとする。 

    ト 機能訓練指導員（基準第４２条第１項第３号） 

      機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する

ための訓練を行う能力を有する者とされたが、この「訓練を行う能力を

有する者」とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔

道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する者とする。ただし、

利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練につ

いては、当該事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行っても差し

支えない。 

   ④ 管理者（基準第４３条） 

    イ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は常勤であ

り、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。

ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないとき

は、他の職務を兼ねることができるものとする。 

     ・ 当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の従業者とし

ての職務に従事する場合 

     ・ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の

管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等があ

る場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務

に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わ

ないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断され

る場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を

行う看護職員又は介護職員と兼務する場合などは、管理業務に支障が

あると考えられる。ただし、施設における勤務時間が極めて限られて



いる職員である場合等、個別に判断の上、例外的に認める場合があっ

ても差し支えない。） 

    ロ 管理者は、管理者としての資質を確保するために、指定を受ける際（指

定を受けた後に管理者の変更の届出を行う場合を含む。）に、別に通知

するところによる研修を修了しているものとする。 

   ⑤ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所における設備に関する

基準（第４４条） 

    イ 事業所 

      事業所とは、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提供するた

めの設備及び備品を備えた場所をいう。原則として一の建物につき、一

の事業所とするが、利用者の利便のため、利用者に身近な社会資源（既

存施設）を活用して、事業所の従業者が当該既存施設に出向いて単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護を提供する場合については、これらを

事業所の一部とみなして設備基準を適用するものである。（基準第６７

条第１項についても同趣旨） 

      ロ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

消火設備その他の非常災害に際して必要な設備とは、消防法その他の

法令等に規定された設備を示しており、それらの設備を確実に設置しな

ければならないものである。（基準第６７条第１項、第９３条第２項、

第１１２条第６項及び第１３２条第１項第９号についても同趣旨） 

    ハ 食堂及び機能訓練室 

    （イ）単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の食堂及び機能訓

練室（以下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の機能訓練室

等」という。）については、３平方メートルに利用定員を乗じて得た

面積以上とすることとされたが、単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護が原則として同時に複数の利用者に対し介護を提供するもので

あることに鑑み、狭隘な部屋を多数設置することにより面積を確保す

べきではないものである。ただし、単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護の単位をさらにグループ分けして効果的な単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護の提供が期待される場合はこの限りではない。 

    （ロ）単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の機能訓練室等と、単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所と併設の関係にある医療

機関や介護老人保健施設における指定通所リハビリテーションを行う

ためのスペースについては、以下の条件に適合するときは、これらが

同一の部屋等であっても差し支えないものとする。 

      ・ 当該部屋等において、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

の機能訓練室等と指定通所リハビリテーションを行うためのスペー

スが明確に区分されていること。 

      ・ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の機能訓練室等として



使用される区分が、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の設

備基準を満たし、かつ、指定通所リハビリテーションを行うための

スペースとして使用される区分が、指定通所リハビリテーションの

設備基準を満たすこと。 

(2) 共用型指定認知症対応型通所介護 

   ① 共用型指定認知症対応型通所介護とは、指定認知症対応型共同生活介護

事業所若しくは指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の居間又は

食堂、指定地域密着型特定施設若しくは指定地域密着型介護老人福祉施設

の食堂又は共同生活室において、これらの事業所又は施設の利用者、入居

者又は入所者とともに行う指定認知症対応型通所介護をいう。（基準第４

５条） 

   ② 従業者の員数（基準第４５条） 

     共用型指定認知症対応型通所介護従業者の員数は、当該利用者、当該入

居者又は当該入所者の数と当該共用型指定認知症対応型通所介護の利用者

の数を合計した数について、基準第９０条、第１１０条若しくは第１３１

条又は予防基準第７０条の規定を満たすために必要な従業者を確保する必

要があること。 

        この場合の利用者数の計算に当たっては、３時間以上４時間未満の報酬

を算定している利用者（２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用

者を含む。）については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、４時

間以上６時間未満の報酬を算定している利用者については利用者数に４分

の３を乗じて得た数とし、６時間以上８時間未満の報酬を算定している利

用者については、利用者数に１を乗じて得た数として計算した全利用者の

延べ数をもとに算出することとし、この計算により得た数をもとに算定す

ることとする。新たに事業を開始等した場合にあっては、利用者数の計算

については、第２の２の(5)の②のとおりとする。 

   ③ 利用定員等（第４６条） 

     共用型指定認知症対応型通所介護事業所における利用定員の１日当たり

３人以下とは、１日の同一時間帯に３人を超えて利用者を受け入れること

ができないということである。したがって、半日しか利用しない者がいる

場合は、１日の利用延べ人数は３人を超えることもある。 

     なお、利用定員は、事業所ごとのものであることから、指定認知症対応

型共同生活介護事業所等の共同生活住居数やユニット数にはかかわらない。

複数の共同生活住居等がある場合については、共用型指定認知症対応型通

所介護の利用者及び認知症対応型共同生活介護等の入居者等の両方に対し

て介護を行うのに充分な広さを確保できるのであれば、どの共同生活住居

等で受け入れてもかまわない。 

   ④ 管理者（第４７条） 

    イ 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、



原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。ただし、

共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当

該共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同

一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるもの

とする。 

      ロ 管理者は、その資質を確保するために、指定を受ける際（指定を受け

た後に管理者の変更の届出を行う場合を含む。）に、別に通知するとこ

ろによる研修を修了しているものとする。 

３ 運営に関する基準 

(1) 利用料等の受領 

   ① 基準第４９条第１項、第２項及び第５項は、指定夜間対応型訪問介護に

係る第２１条第１項、第２項及び第４項の規定と同趣旨であるため、第３

の一の４の(11)の①、②及び④を参照されたい。 

   ② 基準第４９条第３項は、指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知

症対応型通所介護の提供に関して、 

    イ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用

者に対して行う送迎に要する費用 

    ロ 指定認知症対応型通所介護に通常要する時間を超える指定認知症対応

型通所介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要となる費

用の範囲内において、通常の指定認知症対応型通所介護に係る地域密着

型介護サービス費用基準額を超える費用 

    ハ 食事の提供に要する費用 

    ニ おむつ代 

    ホ イからニまでに掲げるもののほか、指定認知症対応型通所介護の提供

において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるも

のに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められ

るもの 

については、前２項の利用料のほかに利用者から支払を受けることができ

ることとし、保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されない

あいまいな名目による費用の支払を受けることは認めないこととしたもの

である。 

なお、ハの費用については、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係

る利用料等に関する指針（平成１７年厚生労働省告示第４１９号。以下「指

針」という。）の定めるところによるものとし、ホの費用の具体的な範囲

については、別に通知するところによるものとする。 

(2) 指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

    指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針については、

基準第５０条及び第５１条の定めるところによるほか、次の点に留意するも

のとする。 



   ① 指定認知症対応型通所介護は、利用者の認知症の症状の進行の緩和に資

するよう、個々の利用者に応じて作成された認知症対応型通所介護計画に

基づいて行われなければならない。ただし、その実施方法においては、グ

ループごとにサービス提供が行われることを妨げるものではないこと。 

   ② 利用者が日常生活を送る上で自らの役割を持つことにより、達成感や満

足感を得、自信を回復するなどの効果が期待されるとともに、利用者にと

って自らの日常生活の場であると実感できるよう必要な援助を行わなけれ

ばならないこと。 

    ③ 指定認知症対応型通所介護は、事業所内でサービスを提供することが原

則であるが、次に掲げる条件を満たす場合においては、事業所の屋外でサ

ービスを提供することができるものであること。 

     イ あらかじめ認知症対応型通所介護計画に位置付けられていること           

ロ 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること 

    ④ 基準第５１条第４号で定める「サービスの提供方法等」とは、認知症対

応型通所介護計画の目標及び内容や利用日の行事及び日課等も含むもので

あること。 

(3) 認知症対応型通所介護計画の作成 

   ① 基準第５２条で定める認知症対応型通所介護計画については、認知症介

護の提供に係る計画等の作成に関し経験のある者や、認知症介護の提供に

ついて豊富な知識及び経験を有する者にそのとりまとめを行わせるものと

し、当該事業所に介護支援専門員の資格を有する者がいる場合は、その者

に当該計画のとりまとめを行わせることが望ましい。 

   ②  認知症対応型通所介護計画をとりまとめる者は、第３の四の２の(2)の⑤

に規定する研修(認知症対応型共同生活介護の計画作成担当者が修了すべ

き研修)を修了していることが望ましい。 

③ 認知症対応型通所介護計画は、サービスの提供に関わる従業者が共同し

て個々の利用者ごとに作成するものであること。 

   ④ 認知症対応型通所介護計画は、居宅サービス計画に沿って作成されなけ

ればならないこと。 

     なお、認知症対応型通所介護計画を作成後に居宅サービス計画が作成された

場合は、当該認知症対応型通所介護計画が居宅サービス計画に沿ったものであ

るか確認し、必要に応じて変更するものとする。 

   ⑤ 認知症対応型通所介護計画は利用者の心身の状況、希望及びその置かれ

ている環境を踏まえて作成されなければならないものであり、サービス内

容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、指定認知症対応型通

所介護事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、

その内容等を説明した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該

認知症対応型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

     なお、交付した認知症対応型通所介護計画は、基準第６０条第２項の規定に



基づき、２年間保存しなければならない。 

   ⑥ 認知症対応型通所介護計画の目標及び内容については、利用者又は家族

に説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行うものと

する。 

(4) 管理者の責務 

     基準第５３条は、指定認知症対応型通所介護事業所の管理者の責務を、指

定認知症対応型通所介護事業所の従業者の管理及び指定認知症対応型通所介

護の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的

に行うとともに、当該指定認知症対応型通所介護事業所の従業者に基準の第

３章第３節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うこととしたもので

ある。 

(5) 運営規程 

    基準第５４条は、指定認知症対応型通所介護の事業の適正な運営及び利用

者に対する適切な指定認知症対応型通所介護の提供を確保するため、同条第

１号から第１０号までに掲げる事項を内容とする規程を定めることを指定認

知症対応型通所介護事業所ごとに義務づけたものであるが、特に次の点に留

意するものとする。 

   ① 営業日及び営業時間（第３号） 

     指定認知症対応型通所介護の営業日及び営業時間を記載すること。 

     なお、６時間以上８時間未満の認知症対応型通所介護の前後に連続して

延長サービスを行う指定認知症対応型通所介護事業所にあっては、基準第

４２条にいう提供時間帯とは別に当該延長サービスを行う時間を運営規程

に明記すること。 

     例えば、提供時間帯（８時間）の前に連続して１時間、後に連続して１

時間、合計２時間の延長サービスを行う指定認知症対応型通所介護事業所

にあっては、当該指定認知症対応型通所介護事業所の営業時間は１０時間

であるが、運営規程には、提供時間帯８時間、延長サービスを行う時間２

時間とそれぞれ記載するものとすること。 

   ② 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第４号） 

     利用定員とは、当該指定認知症対応型通所介護事業所において同時に指

定認知症対応型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限を

いうものであること。 

   ③ 指定認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額（第５号） 

     「指定認知症対応型通所介護の内容」については、入浴、食事の有無等

のサービスの内容を指すものであること。 

   ④ 通常の事業の実施地域（第６号） 

     基準第５４条第６号は、指定夜間対応型訪問介護に係る第３０条第５号

の規定と同趣旨であるため、第３の一の４の(18)の③を参照されたい。 

⑤ サービス利用に当たっての留意事項（第７号） 



     利用者が指定認知症対応型通所介護の提供を受ける際に、利用者側が留

意すべき事項を指すものであること。 

⑥ 非常災害対策 

(7)の非常災害に関する具体的計画を指すものであること（基準第８１

条第９号、第１０２条第６号、第１２５条第８号及び第１４８条第６号に

ついても同趣旨）。 

(6) 勤務体制の確保等 

    基準第５５条は、利用者に対する適切な指定認知症対応型通所介護の提供

を確保するため、職員の勤務体制等について規定したものであるが、このほ

か次の点に留意するものとする。 

   ① 指定認知症対応型通所介護事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を

作成し、認知症対応型通所介護従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の

別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能訓練指導員の配置、

管理者との兼務関係等を明確にすること。 

   ② 同条第２項は、原則として、当該指定認知症対応型通所介護事業所の従

業者たる認知症対応型通所介護従業者によって指定認知症対応型通所介護

を提供するべきであるが、調理、洗濯等の利用者の処遇に直接影響を及ぼ

さない業務については、第三者への委託等を行うことを認めるものである

こと。  

(7) 非常災害対策 

    基準第５７条は、指定認知症対応型通所介護事業者は、非常災害に際して

必要な具体的計画の策定、関係機関への通報及び連携体制の整備、避難、救

出訓練の実施等の対策の万全を期さなければならないこととしたものである。

関係機関への通報及び連携体制の整備とは、火災等の災害時に、地域の消防

機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業員に周知徹底するとともに、日

頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力

してもらえるような体制作りを求めることとしたものである。なお「非常災

害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（こ

れに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画

をいう。この場合、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消

防法第８条の規定により防火管理者を置くこととされている指定認知症対応

型通所介護事業所にあってはその者に行わせるものとする。また、防火管理

者を置かなくてもよいこととされている指定認知症対応型通所介護事業所に

おいても、防火管理について責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画

の樹立等の業務を行わせるものとする。 

(8) 衛生管理等 

    基準第５８条は、指定認知症対応型通所介護事業所の必要最低限の衛生管

理等について規定したものであるが、このほか、次の点に留意するものとす

る。 



   ① 指定認知症対応型通所介護事業者は、食中毒及び感染症の発生を防止す

るための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとと

もに、常に密接な連携を保つこと。 

   ② 特に、インフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ

症対策等については、その発生及びまん延を防止するための措置等につい

て、別途通知等が発出されているので、これに基づき、適切な措置を講じ

ること。 

   ③ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。 

(9) 地域との連携 

   ① 基準第５９条第１項は、指定認知症対応型通所介護の事業が地域に開か

れた事業として行われるよう、指定認知症対応型通所介護事業者は、地域

の住民やボランティア団体等との連携及び協力を行う等の地域との交流に

努めなければならないこととしたものである。 

    ② 同条第２項は、基準第３条第２項の趣旨に基づき、介護相談員を派遣す

る事業を積極的に受け入れる等、市町村との密接な連携に努めることを規

定したものである。 

      なお、「市町村が実施する事業」には、介護相談員派遣事業のほか、広

く市町村が老人クラブ、婦人会その他の非営利団体や住民の協力を得て行

う事業が含まれるものである。 

(10) 準用 

    基準第６１条の規定により、基準第９条から第１３条まで、第１５条から

第１８条まで、第２０条、第２２条、第２７条、第２８条及び第３３条から

第３９条までの規定は、指定認知症対応型通所介護の事業について準用され

るものであるため、第３の一の４の(1)から(8)まで、(10)、(12)、(15)、(16)

及び(21)から(25)までを参照されたい。 

 

三 小規模多機能型居宅介護 

１ 基本方針（基準第６２条） 

(1) 指定小規模多機能型居宅介護は、通いを中心として、利用者の様態や希望

に応じて、随時訪問や宿泊を組み合わせてサービスを提供することにより、

利用者の居宅における生活の継続を支援するものである。 

(2) 指定通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所が自主事業で

宿泊サービスも行うようなサービス形態については、小規模多機能型居宅介

護の創設に伴い、行うことができなくなることはないものであり、こうした

サービス形態は引き続き可能であることに留意すること。 

(3) 障害者を受け入れる共生型の指定小規模多機能型居宅介護事業所は、構造

改革特区として認める方向で検討しており、５月以降に構造改革特区の申請

を行い、認定を受けた上で行うことが必要となる。 

２ 人員に関する基準 



(1) 従業者の員数等（基準第６３条） 

① 小規模多機能型居宅介護従業者 

イ 小規模多機能型居宅介護従業者については、介護福祉士や訪問介護員

の資格等は必ずしも必要としないが、介護等に対する知識、経験を有す

る者であることを原則とする。なお、これ以外の小規模多機能型居宅介

護従業者にあっても研修の機会を確保することなどにより質の向上を図

るものとする。 

ロ 夜間及び深夜の時間帯は、それぞれの事業所ごとに、宿泊サービスの

利用者の生活サイクル等に応じて設定するものとし、これに対応して、

夜間及び深夜の時間帯以外の指定小規模多機能型居宅介護の提供に必要

な小規模多機能型居宅介護従業者及び宿直勤務又は夜間及び深夜の勤務

（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）をいう。

以下同じ。）を行わせるために必要な小規模多機能型居宅介護従業者を

確保するものとする。 

      例えば、通いサービスの利用定員を１５名とし、日中の勤務帯を午前

６時から午後９時までの１５時間、常勤の職員の勤務時間を８時間とし

た場合、常勤換算方法で通いの利用者３人に対して１名の小規模多機能

型居宅介護従業者を配置すればよいことから、通いの利用者が１５名の

場合、日中の常勤の小規模多機能型居宅介護従業者は５名となり、日中

の１５時間の間に、８時間×５人＝延べ４０時間分のサービスが提供さ

れていることが必要である。それに加え、日中については、常勤換算方

法で１名以上に訪問サービスの提供を行わせ、夜間については、夜勤１

名＋宿直１名に宿泊サービス及び夜間の訪問サービスに当たらせるため

に必要な小規模多機能型居宅介護従業者を、指定小規模多機能型居宅介

護事業所全体として確保することが必要となる。 

      具体的には、通いサービスに要する時間（延べ４０時間）、日中の訪

問サービスに要する時間（８時間）、夜勤及び宿直職員の勤務時間を合

計した指定小規模多機能型居宅介護において必要となる延べサービス時

間を確保することができるよう、有給休暇、研修時間、常勤・非常勤の

別、サービス提供のあり方など、各事業所で定める諸条件を踏まえた上

で、実際に配置しなければならない職員数を確保することが必要である。 

      夜間及び深夜の時間帯の設定に当たっては、「社会福祉施設における

宿直勤務の取扱いについて」（昭和４９年８月２０日社施第１６０号社

会局施設課長、児童家庭局企画課長連名通知）に準じて適切に行うこと。 

      なお、基準第６３条第１項は小規模多機能型居宅介護従事者の必要数

の算出基準を示したものであるので、日中であれば通いサービスを行う

ために３：１以上、訪問サービスを行うために１以上をそれぞれのサー

ビスに固定しなければならないという趣旨ではなく、日中勤務している

小規模多機能型居宅介護従事者全体で通いサービス及び訪問サービスを



行うこととなるものである。 

      また、指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する指定認知症対応

型共同生活介護事業所等が１ユニットである場合に限り、夜勤を行う職

員の兼務を行って差し支えない。この場合も、指定小規模多機能型居宅

介護事業所には別に宿直職員１名が必要である。 

ハ 日々の通いサービスの実際の職員配置については、その日ごとの状況

に応じて判断する必要があるが、単に通いサービスの利用者がいないか

らといって職員を配置しないということではなく、通いサービスを利用

しない者に対する訪問サービスも含め、利用者に何らかの形で関わるこ

とできるような職員配置に努めるものとする。 

ニ 訪問サービスの提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者を、指定

小規模多機能型居宅介護事業所から離れた特別養護老人ホーム等の職員

が行う形態は認められない。特別養護老人ホーム等における職員が非常

勤である場合には、非常勤として勤務する以外の時間帯に指定小規模多

機能型居宅介護事業所に勤務し、通いサービスや宿泊サービスも含めた

業務を行うことは差し支えない。 

ホ 小規模多機能型居宅介護従業者のうち１以上の者は、看護師又は准看

護師でなければならないこととされているが、看護師又は准看護師は、

常勤を要件としておらず、毎日配置していなければいけないということ

ではないものである。 

ヘ 宿泊サービスの利用者が１人であっても、訪問サービス対応のため、

夜間及び深夜の時間帯を通じて、夜勤１名と宿直１名の計２名が最低必

要となるものである。 

      また、宿泊サービスの利用者がいない場合であっても、登録者からの

訪問サービスの要請に備え、宿直又は夜勤を行う従業者を置かなければ

ならないこととしたものである。 

ト 基準第６３条第６項は、指定小規模多機能型居宅介護事業所と「居住」

の事業所双方に、それぞれの人員に関する基準を満たす従業者を置いて

いるときは、従業者はそれぞれの事業所の業務に従事できるということ

であり、「居住」に移行してからもなじみの関係を保てるよう、指定小

規模多機能型居宅介護事業所と「居住」の事業所は、人員としては一体

のものとして、運営することを認めたものである（基準第９０条第５項、

第１１０条第８項及び第１３１条第１６項についても同趣旨）。 

チ 指定小規模多機能型居宅介護事業所に他の事業所を併設する場合とし

ては、①同一時間帯で職員の行き来を認める場合、②職員の兼務を認め

る訳ではないが、同一建物内に併設する場合、③同一法人が別棟に設け

る場合、の３つのパターンがあるが、整理すると次のとおりとなる。 

 

 



併設する事業所 
①職員の 

行き来可能 

②同一建物 

に併設 

③同じ法人が 

別棟に併設 

地域密着型の４施設等※ ○ ○ ○ 

居宅サービス事業所 × ○ ○ 

広域型の特別養護老人ホ

ーム、老人保健施設等 
× × ○ 

    ※ 地域密着型介護老人福祉施設、地域密着型特定施設、認知症対応型共同生活介護

事業所、介護療養型医療施設(療養病床を有する診療所であるものに限る。)をいう。 
② 介護支援専門員 

イ 介護支援専門員は、指定を受ける際（指定を受けた後に介護支援専門

員の変更の届出を行う場合を含む。）に、別に通知するところによる研

修を修了しているものとする。 

ロ 介護支援専門員は利用者の処遇に支障がない場合は、管理者との兼務

もできるものである。また、非常勤でも差し支えない。 

ハ 介護支援専門員は、基本的には、①登録者の小規模多機能型居宅介護

以外の居宅サービスを含めた「居宅サービス計画」の作成、②法定代理

受領の要件である小規模多機能型居宅介護の利用に関する市町村への届

出の代行、③小規模多機能型居宅介護の具体的なサービス内容等を記載

した「小規模多機能型居宅介護計画」の作成の業務に従事するものであ

る。 

ニ 施行規則第６５条の４第２号に基づく市町村への届出については、居

宅サービスにおける例にならい、別紙１のような標準様式とすること。 

(2) 管理者（基準第６４条） 

① 指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則

として専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。ただし、以下の

場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼

ねることができるものとする。 

イ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従

業者としての職務に従事する場合 

ロ 事業所に併設する基準第６３条第６項各号に掲げる施設等の職務に従

事する場合 

② 管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人

保健施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の職員又は訪問介護員

等として、３年以上認知症高齢者の介護に従事した経験を有する者である

ことが必要である。さらに、管理者としての資質を確保するために、指定

を受ける際（指定を受けた後に管理者の変更の届出を行う場合を含む。）

に、別に通知するところによる研修を修了しているものとする。 

(3) 指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者（基準第６５条） 



① 指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者とは、基本的には、運営し

ている法人の代表者であり、理事長や代表取締役が該当するが、法人の規

模によって、理事長や代表取締役をその法人の地域密着型サービス部門の

代表者として扱うのは合理的でないと判断される場合においては、地域密

着型サービスの事業部門の責任者などを代表者として差し支えない。した

がって、指定小規模多機能型居宅介護事業所の指定申請書に記載する代表

者と異なることはあり得る。なお、管理者とは、各事業所の責任者を指す

ものであり、各法人の代表者とは異なるが、例えば、法人が１つの介護サ

ービス事業所のみを運営している場合は、代表者と管理者が同一であるこ

ともあるものである。 

② 指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定認知症対応型共同生

活介護事業所等の職員又は訪問介護員等として認知症高齢者の介護に従事

した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に

携わった経験を有する者であることが必要である。さらに、代表者として

の資質を確保するために、指定を受ける際（指定を受けた後に代表者の変

更の届出を行う場合を含む。）に、別に通知するところによる研修を修了

しているものとする。 

③ 特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、

指定認知症対応型共同生活介護事業所等の職員又は訪問介護員等として認

知症高齢者の介護に従事した経験又は保健医療サービス若しくは福祉サー

ビスの経営に携わった経験とは、特別養護老人ホーム、老人デイサービス

センター、介護老人保健施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の

職員か訪問介護員等として認知症高齢者の介護に携わった経験や、あるい

は、保健医療サービスや福祉サービスの経営に直接携わったことがあれば

よく、一律の経験年数の制約は設けていない。なお、経験の有無について

は個々のケースごとに判断するものとする。 

     また、これらのサービスは、高齢者に対して直接ケアを行っているもの

を想定しており、医療系サービスとしては医療機関や訪問看護ステーショ

ンなど、福祉サービスとしては特別養護老人ホームなどが考えられるもの

である。 

    （基準第９２条についても同趣旨） 

３ 設備に関する基準 

(1) 登録定員（基準第６６条） 

① 指定小規模多機能型居宅介護事業所は、その登録定員を２５人以下とし

なければならないとしたものである。 

     指定小規模多機能型居宅介護においては、利用者と従業者のなじみの関

係を築きながらサービスを提供する観点から、利用者は１か所の指定小規

模多機能型居宅介護事業所に限って利用者登録を行うことができるもので



あり、複数の指定小規模多機能型居宅介護事業所の利用は認められないも

のである。 

② 指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設している有料老人ホームの入

居者が指定小規模多機能型居宅介護を利用することは可能である（ただし、

特定施設入居者生活介護を受けている間は、介護報酬は算定できない。）

が、養護老人ホームの入所者が指定小規模多機能型居宅介護を利用するこ

とについては、養護老人ホームは措置費の下で施設サービスとして基礎的

な生活支援が行われているところであり、養護老人ホームの入所者が指定

小規模多機能型居宅介護を利用することは想定していないものである。 

(2) 設備及び備品等（基準第６７条） 

① 基準第６７条第１項にいう「事業所」及び「消火設備その他の非常災害

に際して必要な設備」は、指定認知症対応型通所介護に係る第４４条第１

項の規定と同趣旨であるため、第３の二の２の(1)の⑤のイ及びロを参照さ

れたい。 

② 居間及び食堂 

イ 居間及び食堂は同一の室内とする場合であっても、居間、食堂のそれ

ぞれの機能が独立していることが望ましい。また、その広さについても

原則として利用者及び小規模多機能型居宅介護従業者が一堂に会するの

に充分な広さを確保するものとする。  

ロ 居間及び食堂を合計した面積は１人当たり３㎡以上とすることとされ

たが、例えば、居間及び食堂を合計した面積が２７㎡の場合は、通いサ

ービスの利用定員の上限は９人となり、これを逆算すると、登録定員の

上限は１８人ということになる。居間及び食堂が十分な広さがないにも

かかわらず、多くの利用者を登録した場合は、利用者が十分な通いサー

ビスを受けられないこともあるため、面積に見合った登録定員とする必

要がある。 

③ 宿泊室 

イ 民家等の既存施設を活用した効率的なサービス提供等を可能とする観

点から、宿泊専用の個室がない場合であっても、宿泊室についてプライ

バシーが確保されたしつらえになっていれば差し支えない。プライバシ

ーが確保されたものとは、例えば、パーティションや家具などにより利

用者同士の視線の遮断が確保されるようなものである必要があるが、壁

やふすまのような建具まで要するということではない。ただし、カーテ

ンはプライバシーが確保されたものとは考えにくいことから認められな

いものである。 

ロ 利用者が泊まるスペースは、基本的に１人当たり７．４３㎡程度あり、

かつ、その構造がプライバシーが確保されたものであることが必要であ

ることから、例えば、６畳間であれば、基本的に１人を宿泊させること

になる。ただし、利用者の希望等により、６畳間で一時的に２人を宿泊



させるという状態があったとしても、そのことをもって直ちに基準違反

となるものではないことに留意すること。 

ハ 他の利用者が通らない宿泊室と連続した縁側等については、宿泊室の

面積に含めて差し支えない。 

④ 指定認知症対応型共同生活介護事業所の居間を指定小規模多機能型居宅

介護の居間として共用することは、指定認知症対応型共同生活介護事業所

の居間は入居者の生活空間であることから、基本的に指定小規模多機能型

居宅介護の居間との共用は認められないものである。ただし、事業所が小

規模である場合（指定小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービスと指

定認知症対応型共同生活介護事業所の定員の合計が１５名以下である場

合）などで、指定認知症対応型共同生活介護事業所の居間として必要なも

のが確保されており、かつ、指定小規模多機能型居宅介護の面積基準１人

当たり３㎡以上を満たす場合は、共用としても差し支えない。 

     また、指定小規模多機能型居宅介護の居間及び食堂を指定通所介護等の

機能訓練室及び食堂として共用することは認められないが、浴室、トイレ

等を共用することは差し支えない。なお、指定通所介護事業所等の浴室を

活用する場合、当該指定通所介護事業所等の利用者が利用している時間帯

に指定小規模多機能型居宅介護事業所の利用者が利用できない取扱いとす

るなど画一的な取扱いは行わないこと。 

⑤ 事業所の立地 

     指定小規模多機能型居宅介護事業所の立地については、利用者に対して、

家庭的な雰囲気によるサービスを提供すること、また、地域との交流を図

ることによる社会との結びつきを確保することなどのため、住宅地の中に

あること又は住宅地と同程度に家族や地域住民との交流の機会が確保され

る地域の中にあることを、市町村が確認することを求めたものである。開

設及び指定申請時においては、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）

その他の法令の規定により一律に判断するのではなく、事業所を開設しよ

うとする場所の現地調査等により、周辺の環境を踏まえ、地域の実情に応

じて適切に判断されるべきものである。（基準第９３条第６項についても

同趣旨）  

４ 運営に関する基準 

(1) 居宅サービス事業者等との連携 

    基準第６９条第１項は、指定小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専

門員が登録者の居宅サービス計画を作成し、指定小規模多機能型居宅介護以

外の指定訪問看護等の指定居宅サービス等について給付管理を行うこととさ

れていることから、利用者が利用する指定居宅サービス事業者とは連携を密

にしておかなければならないとしたものである。 

(2) 身分を証する書類の携行 

    基準第７０条は、利用者が安心して指定小規模多機能型居宅介護の訪問サ



ービスの提供を受けられるよう、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所の訪問サービスの提供に当たる者に身

分を明らかにする証書や名札等を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその

家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない

こととしたものである。この証書等には、当該指定小規模多機能型居宅介護

事業所の名称、当該訪問サービスの提供に当たる者の氏名を記載するものと

し、当該訪問サービスの提供に当たる者の写真の貼付や職能の記載を行うこ

とが望ましい。 

(3) 利用料等の受領 

① 基準第７１条第１項、第２項及び第５項の規定は、指定夜間対応型訪問

介護に係る第２１条第１項、第２項及び第４項の規定と同趣旨であるため、

第３の一の４の(11)の①、②及び④を参照されたい。 

② 基準第７１条第３項は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小

規模多機能型居宅介護の提供に関して、 

イ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用

者に対して行う送迎に要する費用 

ロ 利用者の選択により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において

訪問サービスを提供する場合は、それに要した交通費の額 

ハ 食事の提供に要する費用 

ニ 宿泊に要する費用 

ホ おむつ代 

ヘ イからホまでに掲げるもののほか、指定小規模多機能型居宅介護の提

供において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となる

ものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認めら

れるもの 

については、前２項の利用料のほかに利用者から支払を受けることができ

ることとし、保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されない

あいまいな名目による費用の支払を受けることは認めないこととしたもの

である。なお、ハ及びニの費用については、指針の定めるところによるも

のとし、ヘの費用の具体的な範囲については、別に通知するところによる

ものである。 

(4) 指定小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針 

① 基準第７２条第２項は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、まず自

ら提供する指定小規模多機能型居宅介護の質の評価を行った上で、各都道

府県が選定した評価機関の実施するサービス評価を受け、その評価結果を

踏まえて総括的な評価を行い、常にその提供する指定小規模多機能型居宅

介護の質の改善を図らなければならないことを規定したものである。 

② 自己評価は、各事業所が、自ら提供するサービスを評価・点検すること

により、サービスの改善及び質の向上を目的として実施するものであり、



事業所の開設から概ね６か月を経過した後に実施するものである。自己評

価結果の公表については、利用者並びに利用者の家族へ提供するほか、事

業所内の外部の者にも確認しやすい場所に掲示する方法や、市町村窓口、

地域包括支援センターに置いておく方法、インターネットを活用する方法

などが考えられる。 

③ 外部評価については、現在指定認知症対応型共同生活介護事業所におい

て実施されている外部評価と同様に、都道府県が指定する外部評価機関が、

事業所が行った自己評価結果に基づき、第三者の観点から、サービスの評

価を行うことを想定しており、自己評価を行った後、事業所の開設後１年

以内に実施することとなっている。外部評価結果の公表については、事業

所内で自己評価結果の公表と同様の扱いのほか、外部評価機関が WAM-NET

上に公表する等が考えられる。 

④ なお、自己評価及び外部評価の評価項目、その他必要な事項については、

追って通知する。 

(5) 指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針（基準第７３条） 

① 制度上は週１回程度の利用でも所定点数の算定は可能であるが、利用者

負担等も勘案すれば、このような利用は必ずしも合理的ではなく、運営推

進会議に通いサービスの回数等を報告し、適切なサービス提供であるかど

うかの評価を受けることが必要となるものである。 

     指定小規模多機能型居宅介護は、通いサービスを中心として、利用者の

様態や希望に応じて、訪問サービスや宿泊サービスを組み合わせてサービ

スを提供するという弾力的なサービス提供が基本であり、宿泊サービスの

上限は設けず、重度の者であれば、運営推進会議に対し報告し、評価を受

けることを前提として、ほぼ毎日宿泊する形態も考えられる。しかしなが

ら、ほぼ毎日宿泊するような者が増え、他の利用者の宿泊に対応できない

ような状況になれば、他の利用者が適切にサービスが利用できるよう調整

を行うことが必要となるものである。 

② 同条第４号で定める「サービスの提供等」とは、小規模多機能型居宅介

護計画の目標及び内容や行事及び日課等も含むものである。 

③ 同条第５号及び第６号は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、その

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録しなければならないこととしたものである。 

     なお、基準第８７条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存し

なければならない。 

④ 基準第７３条第７号に定める「通いサービスの利用者が登録定員に比べ

て著しく少ない」とは、登録定員のおおむね３分の１以下が目安となる。

登録定員が２５人の場合は通いサービスの利用者が８人以下であれば、著



しく少ない状態といえる。 

⑤ 同条第８号に定める「適切なサービス」とは、一の利用者に対して、通

いサービス及び訪問サービスを合わせて概ね週４日以上行うことが目安と

なるものである。指定小規模多機能型居宅介護事業者は、通いサービス及

び訪問サービスを提供しない日であっても、電話による見守りを含め、利

用者に何らかの形で関わることが望ましい。 

     なお、指定小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限られ

ないため、利用者宅を適宜訪問し、見守りの意味で声かけ等を行った場合

でも訪問サービスの回数に含めて差し支えない。 

(6) 居宅サービス計画の作成 

① 基準第７４条第１項は、登録者の居宅サービス計画は、指定小規模多機

能型居宅介護事業所の介護支援専門員に作成させることとしたものであ

る。このため、指定小規模多機能型居宅介護の利用を開始した場合には、

介護支援専門員は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門

員に変更することとなる。 

② 指定小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員は、指定居宅介護

支援事業所の介護支援専門員が通常行っている業務を行わなければならな

いものである。具体的な事務の流れは別紙２のとおりである。 

  なお、作成した居宅サービス計画は、基準第８７条第２項の規定に基づ

き、２年間保存しなければならない。 

 (7) 法定代理受領サービスに係る報告 

    基準第７５条は、地域密着型介護サービス費又は居宅介護サービス費を利

用者に代わり当該指定小規模多機能居宅介護事業者又は当該指定居宅サービ

ス事業者に支払うための手続きとして、指定小規模多機能居宅介護事業者に、

市町村（国民健康保険団体連合会に委託している場合にあっては当該国民健

康保険団体連合会）に対して、居宅サービス計画において位置づけられてい

る指定小規模多機能型居宅介護又は指定居宅サービス等のうち法定代理受領

サービスとして位置づけたものに関する情報を記載した文書（給付管理票）

を毎月提出することを義務づけたものである。 

(8) 利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付 

    基準第７６条は、登録者が指定小規模多機能型居宅介護事業者を変更した

場合に、変更後の指定小規模多機能型居宅介護事業者が滞りなく給付管理票

の作成・届出等の事務を行うことができるよう、指定小規模多機能型居宅介

護事業者は、登録者が他の指定小規模多機能型居宅介護事業者の利用を希望

する場合その他登録者からの申し出があった場合には、当該登録者に対し、

直近の居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付しなければな

らないこととしたものである。 

(9) 小規模多機能型居宅介護計画の作成 

① 当該計画の作成及びその実施に当たっては、いたずらにこれを利用者に



強制することとならないように留意するものとする。 

② 基準第７７条第２項に定める「多様な活動」とは、地域の特性や利用者

の生活環境に応じたレクリエーション、行事、園芸、農作業などの利用者

の趣味又は嗜
し

好に応じた活動等をいうものである。 

③ 小規模多機能型居宅介護計画は、利用者の心身の状況、希望及びその置

かれている環境を踏まえて作成されなければならないものであり、サービ

ス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、介護支援専門員

は、小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、その内容等を説明

した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該小規模多機能型居

宅介護計画を利用者に交付しなければならない。 

     なお、交付した小規模多機能型居宅介護計画は、基準第８７条第２項の

規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

(10) 介護等 

① 基準第７８条第１項で定める介護サービスの提供に当たっては、利用者

の心身の状況に応じ、利用者がその自主性を保ち、意欲的に日々の生活を

送ることが出来るように介護サービスを提供し又は必要な支援を行うもの

とする。その際、利用者の人格に十分に配慮しなければならない。 

② 同条第２項は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機

能型居宅介護のサービスを事業所の従業者に行わせなければならないこと

を定めたものであり、例えば、利用者の負担によって指定小規模多機能型

居宅介護の一部を付添者等に行わせることがあってはならない。 

③ 同条第３項は、利用者が小規模多機能型居宅介護従業者と食事や清掃、

洗濯、買物、園芸、農作業、レクリエーション、行事等を可能な限り共同

で行うことによって良好な人間関係に基づく家庭的な生活環境の中で日常

生活が送れるようにすることに配慮したものである。 

(11) 社会生活上の便宜の提供等 

① 基準第７９条第１項は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は画一的な

サービスを提供するのではなく、利用者の外出の機会の確保その他の利用

者の意向を踏まえた社会生活の継続のための支援に努めることとしたもの

である。 

② 同条第２項は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、郵便、証明書等

の交付申請等、利用者が必要とする手続等について、利用者又はその家族

が行うことが困難な場合は、原則としてその都度、その者の同意を得た上

で代行しなければならないこととするものである。特に金銭にかかるもの

については書面等をもって事前に同意を得るとともに、代行した後はその

都度本人に確認を得るものとする。 

③ 同条第３項は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者の家族に

対し、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の会報の送付、当該事業者



が実施する行事への参加の呼びかけ等によって利用者とその家族が交流で

きる機会等を確保するよう努めなければならないこととするものである。 

(12) 緊急時等の対応 

基準第８０条は、小規模多機能型居宅介護従業者が現に指定小規模多機能

型居宅介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合そ

の他必要な場合は、運営規程に定められた緊急時の対応方法に基づき速やか

に主治医又はあらかじめ当該指定小規模多機能型居宅介護事業者が定めた

協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならないこと

としたものである。協力医療機関については、次の点に留意するものとする。 

① 協力医療機関は、事業の通常の実施地域内にあることが望ましいもので

あること。 

② 緊急時において円滑な協力を得るため、当該協力医療機関との間であら

かじめ必要な事項を取り決めておくこと。 

(13) 運営規程 

    基準第８１条は、指定小規模多機能型居宅介護の事業の適正な運営及び利

用者に対する適切な指定小規模多機能型居宅介護の提供を確保するため、同

条第１号から第１０号までに掲げる事項を内容とする規程を定めることを指

定小規模多機能型居宅介護事業所ごとに義務づけたものであるが、特に次の

点に留意するものとする。 

① 営業日及び営業時間（第３号） 

     指定小規模多機能型居宅介護事業所は、３６５日利用者の居宅生活を支

援するものであり、休業日を設けることは想定していないことから、営業

日は３６５日と記載すること。また、訪問サービスは、利用者からの随時

の要請にも対応するものであることから、２４時間と、通いサービス及び

宿泊サービスは、それぞれの営業時間を記載すること。 

   ② 通常の事業の実施地域（第６号） 

     基準第８１条第６号は、指定夜間対応型訪問介護に係る第３０条第５号

の規定と同趣旨であるため、第３の一の４の(18)の③を参照されたい。 

   ③ 非常災害対策（第９号） 

     基準第８１条第９号は、指定認知症対応型通所介護に係る第５４条第９

号の規定と同趣旨であるため、第３の二の３の(5)の⑥を参照されたい。 

(14) 定員の遵守 

    基準第８２条に定める「特に必要と認められる場合」としては、登録者の

介護者が急病等のため事業所においてサービスを提供する必要が生じた場合

や登録者全員を集めて催しを兼ねたサービスを提供する場合などが考えられ

るが、「一時的」とは、こうした必要と認められる事情が終了するまでの間

をいうものである。 

(15) 協力医療機関等 

① 基準第８３条第１項及び第２項の協力医療機関及び協力歯科医療機関



は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所から近距離にあることが望ま

しい。 

② 同条第３項は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供

体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介

護老人保健施設、病院等のバックアップ施設との間の連携及び支援の体制

を整えなければならない旨を規定したものである。これらの協力医療機関

やバックアップ施設から、利用者の入院や休日夜間等における対応につい

て円滑な協力を得るため、当該協力医療機関等との間であらかじめ必要な

事項を取り決めておくものとする。 

(16) 調査への協力等 

    基準第８４条は、指定小規模多機能型居宅介護の事業が小規模であること

等から、利用者からの苦情がない場合にも、市町村が定期的又は随時に調査

を行うこととし、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、市町村の行う調査

に協力し、市町村の指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならな

いこととしたものである。 

    市町村は、妥当適切な指定小規模多機能型居宅介護が行われているか確認

するために定期的又は随時に調査を行い、基準を満たさない点などを把握し

た場合には、相当の期限を定めて基準を遵守するよう勧告を行うなど適切に

対応するものとする。 

    指定小規模多機能型居宅介護事業者は、市町村の求めに応じ、当該事業所

の運営規程の概要や勤務体制、管理者及び介護支援専門員等の資格や研修の

履修状況、利用者が負担する料金等の情報について提出するものとする。さ

らに、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該情報について自ら一般に

公表するよう努めるものとする。 

(17) 地域との連携等 

① 基準第８５条第１項に定める運営推進会議は、指定小規模多機能型居宅

介護事業所が、利用者、市町村職員、地域住民の代表者等に対し、提供し

ているサービス内容等を明らかにすることにより、事業所による利用者の

「抱え込み」を防止し、地域に開かれたサービスとすることで、サービス

の質の確保を図ることを目的として設置するものであり、各事業所が自ら

設置すべきものである。 

     この運営推進会議は、事業所の指定申請時には、既に設置されているか、

確実な設置が見込まれることが必要となるものである。 

     また、地域の住民の代表者とは、町内会役員、民生委員、老人クラブの

代表等が考えられる。 

     なお、指定小規模多機能型居宅介護事業所と指定認知症対応型共同生活

介護事業所等を併設している場合においては、１つの運営推進会議におい

て、両事業所の評価等を行うことで差し支えない。 

② 運営推進会議における報告等の記録は、基準第８７条第２項の規定に基



づき、２年間保存しなければならない。 

③ 基準第８５条第３項は、指定小規模多機能型居宅介護の事業が地域に開

かれた事業として行われるよう、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、

地域の住民やボランティア団体等との連携及び協力を行う等の地域との交

流に努めなければならないこととしたものである。 

④ 同条第４項は、基準第３条第２項の趣旨に基づき、介護相談員を派遣す

る事業を積極的に受け入れる等、市町村との密接な連携に努めることを規

定したものである。なお、「市町村が実施する事業」には、介護相談員派

遣事業のほか、広く市町村が老人クラブ、婦人会その他の非営利団体や住

民の協力を得て行う事業が含まれるものである。 

(18) 居住機能を担う併設施設等への入居 

    基準第８６条は、指定小規模多機能型居宅介護は、重度になったら居住機

能を担う施設へ移行することを前提とするサービスではなく、可能な限り利

用者が在宅生活を継続できるよう支援するものであることから、指定小規模

多機能型居宅介護事業者は、利用者が併設施設等へ入所等を希望した場合は、

円滑にそれらの施設への入所等が行えるよう努めなければならないとしたも

のである。 

(19) 準用 

    基準第８８条の規定により、基準第９条から第１３条まで、第２０条、第

２２条、第２７条、第３３条から第３９条まで、第５３条、第５５条、第５

７条及び第５８条の規定は、指定小規模多機能型居宅介護の事業について準

用されるものであるため、第３の一の４の(1)から(5)まで、(10)、(12)、(15)

及び(21)から(25)まで並びに第３の二の３の(4)、(6)、(7)及び(8)を参照さ

れたい。 

 

四 認知症対応型共同生活介護 

１ 基本方針（基準第８９条） 

 認知症対応型共同生活介護は、認知症高齢者が、家庭的な環境と地域住民と

の交流の下、住み慣れた環境での生活を継続できるようにすることを目指すも

のである。 

   指定認知症対応型共同生活介護の対象者は、法第８条第１８項の規定に規定

されるとおり、認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者は、共同生活住

居において共同生活を送ることに支障があると考えられることから、指定認知

症対応型共同生活介護の対象とはならないものである。 

２ 人員に関する基準 

(1) 従業者の員数（基準第９０条） 

① 介護従業者 

 イ 基準第９０条第１項から第４項に規定する介護従業者については、利

用者が認知症を有する者であることから、認知症の介護等に対する知識、



経験を有する者であることを原則とする。なお、これ以外の介護従業者

にあっても研修の機会を確保することなどにより質の向上を図るものと

する。 

      夜間及び深夜の時間帯は、それぞれの事業所ごとに、利用者の生活サ

イクルに応じて、１日の活動の終了時刻から開始時刻までを基本として

設定するものとし、これに対応して、夜間及び深夜の時間帯以外の指定

認知症対応型共同生活介護の提供に必要な介護従業者及び夜間及び深夜

の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）を

いう。以下同じ。）を行わせるために必要な介護従業者を確保するもの

とする。 

      例えば、利用者を８人とし、常勤の勤務時間を１日８時間とし、午後

９時から午前６時までを夜間及び深夜の時間帯とした場合、午前６時か

ら午後９時までの１５時間の間に、８時間×３人＝延べ２４時間分の指

定認知症対応型共同生活介護が提供され、かつ、当該時間帯においては、

常に介護従業者が１人以上確保されていることが必要となる。また、午

後９時から午前６時までは、夜間及び深夜の勤務を行う介護従業者（以

下「夜勤職員」という。）が１人以上確保されていることが必要となる。 

      なお、夜勤職員は、利用者の処遇に支障がない場合は、併設されてい

る他の共同生活住居の職務に従事することができるが、同時に職務に従

事することができるのは、最大でも２つの共同生活住居に限られるもの

である。 

基準上、各ユニットごとに夜勤職員を配置することとなるが、利用者

の処遇に支障がない場合は、併設されている他のユニット（１ユニット

に限る。）の職務に従事することができることとしているため、３ユニ

ットの事業所であれば、最低２名の夜勤職員が必要となる。 

なお、事業所の判断により、人員の配置基準を満たす２名の夜勤職員

を配置した上で、さらに他の職員を配置する場合については、宿直体制

で配置することも可能である。 

      宿直勤務を行う介護従業者を置く際の夜間及び深夜の時間帯の設定に

当たっては、「社会福祉施設における宿直勤務の取扱いについて」に準

じて適切に行うこと。 

ロ 基準第９０条第５項の規定は、指定小規模多機能型居宅介護に係る第

６３条第６項の規定と同趣旨であるため、第３の三の２の(1)の①のトを

参照されたい。 

② 計画作成担当者 

イ 計画作成担当者は、共同生活住居ごとに置かなければならない。 

ロ １の共同生活住居を有する事業所にあっては、当該計画作成担当者は 

介護支援専門員をもって充てなければならない。 

ハ ２以上の共同生活住居を有する事業所にあっては、計画作成担当者の



うち少なくとも１人は介護支援専門員をもって充てなければならない。 

ニ 上記ハの介護支援専門員は、介護支援専門員でない他の計画作成担当

者の業務を監督するものとする。 

ホ 計画作成担当者は、介護支援専門員である者及び介護支援専門員でな 

い者のいずれについても、指定を受ける際（指定を受けた後に計画作成

担当者の変更の届出を行う場合を含む。）に、別に通知するところによ

る研修を修了しているものとする。 

へ 計画作成担当者は、上記ホにおいて必要とされる研修に加え、更に専

門性を高めるための研修を受講するよう努めるものとする。 

ト 計画作成担当者は、利用者の処遇に支障がない場合は、管理者との兼

務もできるものとする。 

(2) 管理者（基準第９１条） 

① 指定認知症対応型共同生活介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原

則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。ただし、以下

の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を

兼ねることができるものとする。 

イ 当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護従業者としての職務

に従事する場合 

ロ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管

理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等がある場

合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事

する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、

例えば、併設される訪問系サービスの事業所のサービス提供を行う従業

者との兼務は一般的には管理業務に支障があると考えられるが、訪問系

サービス事業所における勤務時間が極めて限られている職員の場合には、

例外的に認められる場合もありうる。）。 

なお、一の事業所に複数の共同生活住居を設ける場合、それぞれの共同

生活住居の管理上支障がない場合は、同一事業所の他の共同生活住居との

兼務もできるものとする。 

② 基準第９１条第２項の規定は、指定小規模多機能型居宅介護に係る第６

４条第２項の規定と同趣旨であるため、第３の三の２の(2)の②を参照され

たい。 

 (3) 代表者 

基準第９２条の規定は、指定小規模多機能型居宅介護に係る第６５条の規

定と同趣旨であるため、第３の三の２の(3)を参照されたい。 

３ 設備に関する基準（基準第９３条） 

(1) 事業所 

     １の事業所に複数の共同生活住居を設ける場合には、２つまでに限られる

ものであるが、基準附則第７条の規定により、平成１８年４月１日に現に２



を超える共同生活住居を設けているものについては、当分の間、当該共同生

活住居を有することができるものとする。 

    １の事業所に複数の共同生活住居を設ける場合であっても、居間、食堂及

び台所については、それぞれ共同生活住居ごとの専用の設備でなければなら

ない。また、併設の事業所において行われる他のサービスの利用者がこれら

の設備を共用することも原則として不可とする。ただし、指定認知症対応型

共同生活介護を地域に開かれたものとするために有効であると考えられる共

用型指定認知症対応型通所介護を、指定認知症対応型共同生活介護事業所の

居間又は食堂において行うことは可能であるが、その場合にあっても、家庭

的な雰囲気を維持する観点から、共用型指定認知症対応型通所介護の利用者

は同一の時間帯において３人を上限とし、当該指定認知症対応型共同生活介

護事業所の利用者の生活に支障のない範囲で居間又は食堂を利用することが

必要である。 

    なお、それぞれの共同生活住居に対し、緊急時に速やかに対処できる距離、

位置関係にあるなど、管理上特に支障がないと認められる場合は、事務室に

ついては兼用であっても差し支えない。 

(2)  消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

    基準第９３条第２項に定める「消火設備その他の非常災害に際して必要な

設備」は、指定認知症対応型通所介護に係る第４４条第１項の規定と同趣旨

であるため、第３の二の２の(1)の⑤のロを参照されたい。 

  平成１８年１月に発生した火災死亡事故にかんがみ、指定認知症対応型共

同生活介護事業所におけるたばこ、ライター等の適切な管理や消火・避難訓

練の徹底など、防火体制の強化を図ること。 

(3) 居室 

    一の居室の面積は、７．４３平方メートル（和室であれば４．５畳）以上

とされているが、生活の場であることを基本に、収納設備は別途確保するな

ど利用者の私物等も置くことができる充分な広さを有するものとすること。

また、居室とは、廊下、居間等につながる出入口があり、他の居室と明確に

区分されているものをいい、単にカーテンや簡易なパネル等で室内を区分し

ただけと認められるものは含まれないこと。ただし、一般の住宅を改修して

いる場合など、建物の構造上、各居室間がふすま等で仕切られている場合は、

この限りでない。 

    さらに、居室を２人部屋とすることができる場合とは、例えば、夫婦で居

室を利用する場合などであって、事業者の都合により一方的に２人部屋とす

るべきではない。なお、２人部屋については、特に居室面積の最低基準は示

していないが、前記と同様に充分な広さを確保しなければならないものとす

る。 

(4) 居間及び食堂 

    居間及び食堂は同一の室内とする場合であっても、居間、食堂のそれぞれ



の機能が独立していることが望ましい。また、その広さについても原則とし

て利用者及び介護従業者が一堂に会するのに充分な広さを確保するものとす

る。 

(5) 立地条件について 

    基準第９３条第６項の規定は、指定小規模多機能型居宅介護に係る第６７

条第４項の規定と同趣旨であるため、第３の三の３の(2)の⑤を参照されたい。 

    なお、この規定は、平成１８年４月１日に現に存する事業所について、改

めて調査する必要があることを示したものではないので、留意されたい。 

(6) 経過措置 

    基準附則第８条の規定により、平成１８年４月１日に現に７．４３平方メ

ートルを下回る面積の居室を有している場合には、介護保険法等の一部を改

正する法律（平成１７年法律第７７号）附則第１０条第２項の規定により指

定認知症対応型共同生活介護事業者とみなされた者が指定認知症対応型共同

生活介護の事業を行う事業所の共同生活住居であって、平成１８年４月１日

の前日において指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準の一部を改正する省令（平成１１年厚生省令第９６号）附則第２項の規定

の適用を受けていたものについては、第９３条第４項の一の居室の床面積に

関する基準(７．４３平方メートル以上)の規定は適用しない。 

４ 運営に関する基準 

(1) 入退居 

① 基準第９４条第３項の「自ら必要なサービスを提供することが困難であ

ると認めた場合」とは、入居申込者が第３の四の１により利用対象者に該

当しない者である場合のほか、入居申込者が入院治療を要する者である場

合、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の入居者数が既に定員に達

している場合等であり、これらの場合には、同項の規定により、適切な他

の指定認知症対応型共同生活介護事業者、介護保険施設、病院又は診療所

を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなければならない。 

② 同条第４項は、入居申込者の入居に際し、その者の心身の状況、生活歴、

病歴等の把握に努めることとしているが、入居申込者が家族による入居契

約締結の代理や援助が必要であると認められながら、これらが期待できな

い場合については、市町村とも連携し、成年後見制度や地域福祉権利擁護

事業等の活用を可能な限り図ることとする。 

(2) サービスの提供の記録 

① 基準第９５条第１項は、指定認知症対応型共同生活介護の提供を受けて

いる者が居宅療養管理指導以外の居宅サービス及び施設サービスについて

保険給付を受けることができないことを踏まえ、他の居宅サービス事業者

等が当該利用者が指定認知症対応型共同生活介護の提供を受けていること

を確認できるよう、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、入居に際し

ては入居の年月日及び入居している共同生活住居の名称を、退居に際して



は退居の年月日を、利用者の被保険者証に記載しなければならないことと

したものである。 

② 同条第２項は、サービスの提供日、サービスの内容、利用者の状況その

他必要な事項を記録しなければならないこととしたものである。 

なお、基準第１０７条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。 

(3) 利用料等の受領 

① 基準第９６条第１項、第２項及び第４項の規定は、指定夜間対応型訪問

介護に係る第２１条第１項、第２項及び第４項の規定と同趣旨であるため、

第３の一の４の(11)の①、②及び④を参照されたい。 

② 基準第９６条第３項は、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定

認知症対応型共同生活介護の提供に関して、 

イ 食材料費 

ロ 理美容代 

ハ おむつ代 

ニ イからハまで掲げるもののほか、指定認知症対応型共同生活介護にお

いて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに

係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるも

の 

については、前２項の利用料のほかに、利用者から支払を受けることがで

きることとし、保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されな

いあいまいな名目による費用の支払を受けることは認めないこととしたも

のである。なお、ニの費用の具体的な範囲については、別に通知するとこ

ろによるものである。 

(4) 指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針 

① 基準第９７条第２項は、利用者が共同生活を送る上で自らの役割を持つ

ことにより、達成感や満足感を得、自信を回復するなどの効果が期待され

るとともに、利用者にとって当該共同生活住居が自らの生活の場であると

実感できるよう必要な援助を行わなければならないこととしたものである。 

② 同条第４項で定めるサービス提供方法等とは、認知症対応型共同生活介

護計画の目標及び内容や行事及び日課等も含むものである。 

③ 同条第５項及び第６項は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、その

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録しなければならないこととしたものである。 

なお、基準第１０７条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。 

④ 同条第７項は、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、各都道府県の



定める基準に基づき、まず自ら評価を行った上で、各都道府県が選定した

評価機関の実施するサービス評価を受け、その評価結果を踏まえて総括的

な評価を行い、常にその提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の改

善を図らなければならないことを規定したものである。また、評価の実施

を担保する観点から、それらの結果を入居（申込）者及びその家族へ提供

するほか、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所に掲示する方法や、

市町村窓口、地域包括支援センターに置いておく方法、インターネットを

活用する方法などにより、開示しなければならないこととする。 

なお、自ら行う評価及び外部の者による評価に関する具体的な事項につ

いては、別に通知するところによるものである。 

(5) 認知症対応型共同生活介護計画の作成 

① 当該計画の作成及びその実施に当たっては、いたずらにこれを利用者に

強制することとならないように留意するものとする。 

② 基準第９８条第２項でいう通所介護の活用とは、介護保険給付の対象と

なる通所介護ではなく、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者と通所

介護事業者との間の契約により、利用者に介護保険給付の対象となる通所

介護に準ずるサービスを提供するものである。また、その他の多様な活動

とは、地域の特性や利用者の生活環境に応じたレクリエーション、行事、

園芸、農作業などの利用者の趣味又は嗜好に応じた活動等をいうものであ

る。 

③ 認知症対応型共同生活介護計画は、利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境を踏まえて作成されなければならないものであり、サー

ビス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、計画作成担当

者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、その内容等を

説明した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該認知症対応型

共同生活介護計画を利用者に交付しなければならない。 

なお、交付した認知症対応型共同生活介護計画は、基準第１０７条第２

項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

④ 同条第６項は、認知症対応型共同生活介護計画には、当該共同生活住居

内で提供するサービスだけでなく、当該共同生活住居外において入居者が

利用する他の居宅サービス等も位置づけられることから、計画作成担当者

は、当該共同生活住居の他の介護従業者及び他の居宅サービス等を行う者

と連携して当該計画に基づいたサービスの実施状況を把握し、また、必要

に応じて計画の変更を行うものとする。 

(6) 介護等 

① 基準第９９条第１項で定める介護サービスの提供に当たっては、認知症

の状態にある利用者の心身の状況に応じ、利用者がその自主性を保ち、意

欲的に日々の生活を送ることが出来るようにすることを念頭に、利用者の

精神的な安定、行動障害の減少及び認知症の進行緩和が図られるように介



護サービスを提供し又は必要な支援を行うものとする。その際、利用者の

人格に十分に配慮しなければならない。 

② 同条第２項は、指定認知症対応型共同生活介護事業所で提供されるサー

ビスは施設サービスに準じ、当該共同生活住居において完結する内容であ

ることを踏まえ、当該事業所の従業者でないいわゆる付添者による介護や、

居宅療養管理指導を除く他の居宅サービスを、入居者にその負担によって

利用させることができないこととしたものである。ただし、指定認知症対

応型共同生活介護事業者の負担により、通所介護等のサービスを利用に供

することは差し支えない。 

③ 同条第３項は、利用者が介護従業者と食事や清掃、洗濯、買物、園芸、

農作業、レクリエーション、行事等を共同で行うことによって良好な人間

関係に基づく家庭的な生活環境の中で日常生活が送れるようにすることに

配慮したものである。 

(7) 社会生活上の便宜の提供等 

① 基準第１００条第１項は事業者が画一的なサービスを提供するのではな

く、利用者が自らの趣味又は嗜好に応じた活動を行うことができるよう必

要な支援を行うことにより、利用者が充実した日常生活を送り、利用者の

精神的な安定、行動障害の減少及び認知症の症状の進行を緩和するよう努

めることとしたものである。 

② 同条第２項は、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、郵便、証明書

等の交付申請等、利用者が必要とする手続等について、利用者又はその家

族が行うことが困難な場合は、原則としてその都度、その者の同意を得た

上で代行しなければならないこととするものである。特に金銭にかかるも

のについては書面等をもって事前に同意を得るとともに、代行した後はそ

の都度本人に確認を得るものとする。 

③ 同条第３項は、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の家族

に対し、当該共同生活住居の会報の送付、当該事業者が実施する行事への

参加の呼びかけ等によって利用者とその家族が交流できる機会等を確保す

るよう努めなければならないこととするものである。また、利用者と家族

の面会の場所や時間等についても、利用者やその家族の利便を図るものと

する。 

(8) 運営規程 

    基準第１０２条は、指定認知症対応型共同生活介護の事業の適正な運営及

び利用者に対する適切な指定認知症対応型共同生活介護の提供を確保するた

め、同条第１号から第７号までに掲げる事項を内容とする規程を定めること

を共同生活住居ごとに義務づけたものであるが、第４号の「指定認知症対応

型共同生活介護の内容」にあっては、通所介護等を利用する場合については

当該サービスを含めたサービスの内容を指すものであることに留意するもの

とする。 



    同条第６号の「非常災害対策」は、指定認知症対応型通所介護に係る第５

４条第９号の規定と同趣旨であるため、第３の二の３の(5)の⑥を参照された

い。 

    同条第７号の「その他運営に関する重要事項」として、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に身体的拘

束等を行う際の手続について定めておくことが望ましい。 

 (9) 勤務体制の確保等 

    基準第１０３条は、利用者に対する適切な指定認知症対応型共同生活介護

の提供を確保するため、職員の勤務体制等を規定したものであるが、このほ

か次の点に留意するものとする。 

① 共同生活住居ごとに、介護従業者の日々の勤務体制、常勤・非常勤の別、

管理者との兼務関係、夜間及び深夜の勤務の担当者等を明確にすること。 

② 同条第２項は、指定認知症対応型共同生活介護の利用者の精神の安定を

図る観点から、担当の介護従業者を固定する等の継続性を重視したサービ

ス提供に配慮すべきこととしたものであること。 

③ 夜間及び深夜の時間帯を定めるに当たっては、それぞれの事業所ごとに、

利用者の生活サイクルに応じて設定するものとし、これに対応して、夜間

及び深夜の勤務を行わせるために必要な介護従業者を確保するとともに、

夜間及び深夜の時間帯以外の指定認知症対応型共同生活介護の提供に必要

な介護従業者を確保すること。なお、常時介護従業者が１人以上確保され

ていることが必要であること。 

④ 同条第３項は、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護従業者

の質の向上を図るため、研修への参加の機会を計画的に確保することとし

たものであるが、当該介護従業者は要介護者であって認知症の状態にある

ものの介護を専ら担当することにかんがみ、特に認知症介護に関する知識

及び技術の修得を主たる目的とする研修を受講する機会を確保するよう努

めること。 

(10) 協力医療機関等 

① 基準第１０５条第１項及び第２項の協力医療機関及び協力歯科医療機関

は、共同生活住居から近距離にあることが望ましい。 

② 同条第３項は、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提

供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、病院等のバックアップ施設との間の連携及び支援の体

制を整えなければならない旨を規定したものである。これらの協力医療機

関やバックアップ施設から、利用者の入院や休日夜間等における対応につ

いて円滑な協力を得るため、当該協力医療機関等との間であらかじめ必要

な事項を取り決めておくものとする。 

(11) 居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止 

① 基準第１０６条第１項は、居宅介護支援事業者による共同生活住居の紹



介が公正中立に行われるよう、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被保険者に対して当該

共同生活住居を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を

供与してはならない旨を規定したものである。 

② 同条第２項は、共同生活住居の退居後において利用者による居宅介護支

援事業者の選択が公正中立に行われるよう、指定認知症対応型共同生活介

護事業者は、居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該共同生活住居

からの退居者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を

収受してはならない旨を規定したものである。 

(12) 準用 

    基準第１０８条の規定により、基準第９条、第１０条、第１２条、第１３

条、第２２条、第２７条、第３３条から第３５条まで、第３７条から第３９

条まで、第５３条、第５７条、第５８条、第８０条、第８４条及び第８５条

の規定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業に準用されるものであるた

め、第３の一の４の(1)、(2)、(4)、(5)、(12)、(15)、(21)及び(23)から(25)

まで、第３の二の３の(4)、(7)及び(8)並びに第３の三の４の(12)、(16)及び

(17)を参照されたい。 

 

五 地域密着型特定施設入居者生活介護 

１ 人員に関する基準                                                           

(1) 看護職員及び介護職員 

 基準第１１０条第１項第２号ハの「常に１以上の指定地域密着型特定施設

入居者生活介護の提供に当たる介護職員の確保」とは、介護サービスの提供

内容に応じて介護職員の勤務体系を適切に定めることであり、宿直時間帯を

含めて適切な介護を提供できるようにするものとする。 

(2) 主として指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に当たる看護職

員又は介護職員 

基準第１１０条第４項の「主として指定地域密着型特定施設入居者生活介

護の提供に当たる看護職員又は介護職員」とは、指定地域密着型特定施設の

利用者に対するサービス提供に従事することを基本とするものである。ただ

し、当該要介護者のサービス利用に支障のないときに、併設事業所等の要介

護者等に対するサービス提供を行うことは差し支えない。 

指定時においては、前記の趣旨が運営規程において明示されていることを

確認する必要がある。 

(3) 機能訓練指導員（基準第１１０条第５項） 

機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するため

の訓練を行う能力を有する者とされたが、この「訓練を行う能力を有する者」

とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあ

ん摩マッサージ指圧師の資格を有する者とする。 



(4) 基準第１１０条第８項の規定は、指定小規模多機能型居宅介護に係る第

６３条第６項の規定と同趣旨であるため、第３の三の２の(1)の①のトを参

照されたい。 

(5) 管理者（基準第１１１条） 

指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業所の管理者は常勤であり、か

つ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。ただし、

以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務

を兼ねることができるものとする。 

① 当該地域密着型特定施設の他の職務に従事する場合 

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理

業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等がある場合に、

当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合

（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、併

設される訪問系サービスの事業所のサービス提供を行う従業者との兼務は

一般的には管理業務に支障があると考えられるが、訪問系サービス事業所

における勤務時間が極めて限られている職員の場合には、例外的に認めら

れる場合もありうる。）。 

２ 設備に関する基準（基準第１１２条） 

(1) 基準第１１２条第４項第１号イの「利用者の処遇上必要と認められる場

合」とは、例えば、夫婦で居室を利用する場合などであって、事業者の都合

により一方的に２人部屋とすることはできない。なお、基準附則第９条によ

り、既存の指定特定施設で平成１８年４月１日から地域密着型特定施設とみ

なされるものにおける定員４人以下の介護居室については、個室とする規定

を適用しないものとする。 

(2) 基準第１１２条第４項において、介護居室、一時介護室、食堂及び機能訓

練室についていう「適当な広さ」については、面積による基準を定めること

はせず、利用者の選択に委ねることとする。このため、具体的な広さについ

ては、利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項であり、

利用申込者に対する文書を交付しての説明及び掲示が必要となる。また、機

能訓練室については、他に適当な場所が確保されている場合に設けないこと

ができることとしたが、この場合には、同一敷地内にある若しくは道路を隔

てて隣接する又は当該指定地域密着型特定施設の付近にある等機能訓練の実

施に支障のない範囲内にある施設の設備を利用する場合も含まれるものであ

る。 

(3) 基準第１１２条第５項の「利用者が車椅子で円滑に移動することが可能な

空間と構造」とは、段差の解消、廊下の幅の確保等の配慮がなされているこ

とをいうものである。 

(4) 基準第１１２条第６項の「消火設備その他の非常災害に際して必要な設

備」とは、指定認知症対応型通所介護に係る第４４条第１項の規定と同趣旨



であるため、第３の二の２の(1)の⑤のロを参照されたい。 

３ 運営に関する基準 

(1) 内容及び手続の説明及び契約の締結等 

基準第１１３条第１項は、利用者に対し適切な指定地域密着型特定施設入

居者生活介護を提供するため、入居申込者又はその家族に対し、入居申込者

のサービス選択に資すると認められる重要事項ついて、わかりやすい説明書

やパンフレット等の文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、同意を得なけれ

ばならないこととしたものである。 

「入居申込者のサービス選択に資すると認められる重要事項」とは、運営

規程の概要、従業者の勤務の体制、介護居室、一時介護室、浴室、食堂及び

機能訓練室の概要、要介護状態区分に応じて当該事業者が提供する標準的な

介護サービスの内容、利用料の額及びその改定の方法並びに事故発生時の対

応等である。 

また、契約書においては、少なくとも、介護サービスの内容及び利用料そ

の他費用の額、契約解除の条件を記載するものとする。 

(2) 指定特定施設入居者生活介護の提供の開始等 

基準第１１４条第２項は、入居者が当該指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者から指定地域密着型特定施設入居者生活介護を受けることに同

意できない場合もあること等から設けたものである。 

(3) 法定代理受領サービスを受けるための利用者の同意 

基準第１１５条は、有料老人ホーム等において、介護保険制度の施行前に

既に入居し、介護費用を一時金等により前払いで支払った場合に、介護保険

の給付対象部分との調整が必要であること等から、利用者の同意をもって法

定代理受領サービスの利用が可能となることとしたものである。 

また、施行規則第６５条の４第４号の規定に基づき、指定地域密着型特定

施設入居者生活介護事業者は、市町村（又は国民健康保険団体連合会）に対

して、法定代理受領サービスの利用について利用者の同意を得た旨及びその

者の氏名等が記載された書類を提出することが必要であるが、これについて

は別途通知するものである。 

(4) サービスの提供の記録 

① 基準第１１６条第１項は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提

供を受けている者が居宅療養管理指導以外の居宅サービス、地域密着サー

ビス及び施設サービスについて保険給付を受けることができないことを踏

まえ、他の居宅サービス事業者等が当該利用者が指定地域密着型特定施設

入居者生活介護の提供を受けていることを確認できるよう、指定地域密着

型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密着型特定施設入居者生活

介護の開始に際しては当該開始の年月日及び入居している指定地域密着型

特定施設の名称を、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の終了に際し

ては当該終了の年月日を、利用者の被保険者証に記載しなければならない



こととしたものである。 

② 同条第２項は、サービスの提供日、サービスの内容、利用者の状況その他

必要な事項を記録しなければならないこととしたものである。 

なお、基準第１２８条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存し

なければならない。 

(5) 利用料等の受領 

① 基準第１１７条第１項、第２項及び第４項の規定は、指定夜間対応型訪

問介護に係る第２１条第１項、第２項及び第４項の規定と同趣旨であるた

め、第３の一の４の(11)の①、②及び④を参照されたい。 

② 基準第１１７条第３項は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業

者は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関して、 

イ 利用者の選定により提供される介護その他の日常生活上の便宜に要す

る費用 

ロ おむつ代 

ハ 前２号に掲げるもののほか、指定地域密着型特定施設入居者生活介護に

おいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに

係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの 

については、前２項の利用料のほかに、利用者から支払を受けることがで

きることとし、保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されな

いあいまいな名目による費用の支払を受けることは認めないこととしたも

のである。なお、ハの費用の具体的な範囲については、別途通知するとこ

ろによるものである。 

(6) 指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供の取扱方針 

基準第１１８条第４項及び第５項は、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っ

てはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、

その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならないこととしたものである。 

なお、基準第１２８条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存し

なければならない。 

 (7) 地域密着型特定施設サービス計画の作成 

基準第１１９条は、地域密着型特定施設サービス計画の作成及び変更の留

意点及び方法について定めたものであるが、利用者に対するサービスが総合

的に提供されるよう、当該計画は、介護保険給付の対象とならない介護サー

ビスに関する事項をも含めたものとする。なお、当該計画の作成及び実施に

当たっては、利用者の希望を十分勘案するものとする。 

サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、計画作成

担当者は、当該計画の作成に当たっては、その内容等を説明した上で文書に

よって利用者の同意を得なければならず、また、当該計画を利用者に交付し



なければならない。 

なお、交付した特定施設サービス計画は、基準第１２８条第２項の規定に

基づき、２年間保存しなければならない。 

(8) 介護 

① 基準第１２０条の規定による介護サービスの提供に当たっては、当該指

定地域密着型特定施設においてその有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるよう、適切な技術をもって介護サービスを提供し、又は

必要な支援を行うものとする。なお、介護サービス等の実施に当たっては、

利用者の人格を十分に配慮して実施するものとする。 

② 同条第２項の規定による入浴の実施に当たっては、自ら入浴が困難な利

用者の心身の状況や自立支援を踏まえて、特別浴槽を用いた入浴や介助浴

等適切な方法により実施するものとする。なお、健康上の理由等で入浴の

困難な利用者については、清しきを実施するなど利用者の清潔保持に努め

るものとする。 

③ 同条第３項の規定による排せつの介助に当たっては、利用者の心身の状

況や排せつ状況などを基に自立支援を踏まえて、トイレ誘導や排せつ介助

等について適切な方法により実施するものとする。 

④ 同条第４項は、地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、入居者の

心身の状況や要望に応じて、１日の生活の流れに沿って、食事、離床、着

替え、整容などの日常生活上の世話を適切に行うべきことを定めたもので

ある。 

(9) 相談及び援助 

基準第１２３条の規定による相談及び援助については、常時必要な相談及

び社会生活に必要な支援を行いうる体制をとることにより、積極的に入居者

の生活の向上を図ることを趣旨とするものである。なお、社会生活に必要な

支援とは、入居者自らの趣味又は嗜好に応じた生きがい活動、各種の公共サ

ービス及び必要とする行政機関に対する手続き等に関する情報提供又は相談

である。 

(10) 利用者の家族との連携等 

基準第１２４条は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利

用者の生活及び健康の状況並びにサービスの提供状況を家族に定期的に報告

する等常に利用者と家族の連携を図るとともに、当該事業者が実施する行事

への参加の呼びかけ等によって利用者とその家族が交流できる機会等を確保

するよう努めなければならないこととするものである。 

(11) 運営規程 

基準第１２５条は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業の適正

な運営及び利用者に対する適切な指定地域密着型特定施設入居者生活介護の

提供を確保するため、同条第１号から第９号までに掲げる事項を内容とする

規程を定めることを指定地域密着型特定施設ごとに義務づけたものであるが、



特に次の点に留意するものとする。 

① 指定地域密着型特定施設入居者生活介護の内容（第４号） 

「指定地域密着型特定施設入居者生活介護の内容」については、入浴の介

護の１週間における回数等のサービスの内容を指すものであること。 

② 非常災害対策（第８号） 

     基準第１２５条第８号は、指定認知症対応型通所介護に係る第５４条第

９号の規定と同趣旨であるため、第３の二の３の(5)の⑥を参照されたい。 

③ その他運営に関する重要事項（第９号） 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合に身体的拘束等を行う際の手続について定めておくことが望ましい。 

(12) 勤務体制の確保等 

基準第１２６条は、利用者に対する適切な指定地域密着型特定施設入居者

生活介護の提供を確保するため、職員の勤務体制等を規定したものであるが、

このほか次の点に留意するものとする。 

① 地域密着型特定施設従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理

者との兼務関係、機能訓練指導員との兼務関係、計画作成担当者との兼務

関係等を勤務表上明確にすること。 

② 同条第２項の規定により、指定地域密着型特定施設入居者生活介護に係

る業務の全部又は一部を他の事業者（以下「受託者」という。）に行わせ

る指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者（以下「委託者」という。）

は、当該受託者に対する当該業務の管理及び指揮命令の確実な実施を確保

するため、当該委託契約において次に掲げる事項を文書により取り決めな

ければならない。この場合において、委託者は受託者に委託した業務の全

部又は一部を再委託させてはならない。なお、給食、警備等の指定地域密

着型特定施設入居者生活介護に含まれない業務については、この限りでな

い。 

イ 当該委託の範囲 

ロ 当該委託に係る業務（以下「委託業務」という。）の実施に当たり遵守

すべき条件 

ハ 受託者の従業者により当該委託業務が基準第６章第４節の運営基準に

従って適切に行われていることを委託者が定期的に確認する旨 

ニ 委託者が当該委託業務に関し受託者に対し指示を行い得る旨 

ホ 委託者が当該委託業務に関し改善の必要を認め、所要の措置を講じるよ

う前号の指示を行った場合において、当該措置が講じられたことを委託者

が確認する旨 

ヘ 受託者が実施した当該委託業務により入居者に賠償すべき事故が発生

した場合における責任の所在 

ト その他当該委託業務の適切な実施を確保するために必要な事項 

③ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は②のハ及びホの確認の



結果の記録を作成しなければならないこと。 

④ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者が行う②のニの指示は、

文書により行わなければならないこと。 

⑤ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、基準第１２８条第２

項の規定に基づき、②のハ及びホの確認の結果の記録を２年間保存しなけ

ればならないこと。 

(13) 協力医療機関等 

① 基準第１２７条第１項及び第２項は、指定認知症対応型共同生活介護に

係る第１０５条第１項及び第２項と同趣旨であるので、第３の四の４の

(10)の①を参照されたい。 

② 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の入院や休日

夜間等における対応について円滑な協力を得るため、協力医療機関との間

であらかじめ必要な事項を取り決めておくものとする。 

(14) 準用 

基準第１２９条の規定により、基準第１２条、第１３条、第２２条、第２

７条、第３３条から第３９条まで、第５３条、第５７条、第５８条、第８０

条及び第８５条の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業に

準用されるものであるため、第３の一の４の(4)、(5)、(12)、(15)及び(21)

から(25)まで、第３の二の３の(4)、(7)及び(8)並びに第３の三の４の(12)

及び(17)を参照されたい。 

 

六 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

１ 基本方針 

(1) 指定地域密着型介護老人福祉施設は、地域密着型施設サービス計画に基づ

き、可能な限り、居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入浴、排せつ、

食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上

の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、入所者が

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすること

を目指すものであり、常にその運営の向上に努めなければならないこと。 

(2) 指定地域密着型介護老人福祉施設の形態は、次のようなものが考えられ

る。 

    ・単独の小規模の介護老人福祉施設 

    ・本体施設のあるサテライト型居住施設 

    ・居宅サービス事業所（通所介護事業所、短期入所生活介護事業所等）や

地域密着型サービス事業所（小規模多機能型居宅介護事業所等）と併設

された小規模の介護老人福祉施設 

    これらの形態を組み合わせると、本体施設＋指定地域密着型介護老人福祉

施設（サテライト型居住施設）＋併設事業所といった事業形態も可能である。 

(3) サテライト型居住施設とは、本体施設と密接な連携を確保しつつ、本体施



設とは別の場所で運営される指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。また、

本体施設とは、サテライト型居住施設と同じ法人により設置され、当該施設

に対する支援機能を有する指定介護老人福祉施設をいう。 

    また、サテライト型居住施設を設置する場合、各都道府県が介護保険事業

支援計画において定める必要利用定員総数の範囲内であれば、本体施設の定

員を減らす必要はない。ただし、各都道府県では、同計画の中で、介護老人

福祉施設を始めとする介護保険施設の個室・ユニット化の整備目標を定めて

いることを踏まえ、サテライト型居住施設の仕組みを活用しながら、本体施

設を改修するなど、ユニット型施設の整備割合が高まっていくようにする取

組が求められる。 

(4) 運営に関する基準に従って施設の運営をすることができなくなったこと

を理由として指定が取り消された直後に再度当該施設から指定地域密着型介

護老人福祉施設について指定の申請がなされた場合には、当該施設が運営に

関する基準を遵守することを確保することに特段の注意が必要であり、その

改善状況等が十分に確認されない限り指定を行わないものとすること。 

２ 人員に関する基準(基準第１３１条) 

(1) 生活相談員 

    生活相談員の資格については、特別養護老人ホームの設備及び運営に関す

る基準第５条第２項によること。 

(2) 機能訓練指導員 

    基準第１３１条第９項の「訓練を行う能力を有すると認められる者」とは、

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マ

ッサージ指圧師の資格を有する者とする。ただし、入所者の日常生活やレク

リエーション、行事等を通じて行う機能訓練指導については、当該施設の生

活相談員又は介護職員が兼務して行っても差し支えないこと。 

(3) 介護支援専門員 

    介護支援専門員については、入所者の処遇に支障がない場合は、当該指定

地域密着型介護老人福祉施設の他の職務に従事することができるものとす

る。この場合、兼務を行う当該介護支援専門員の配置により、介護支援専門

員の配置基準を満たすこととなると同時に、兼務を行う他の職務に係る常勤

換算上も、当該介護支援専門員の勤務時間の全体を当該他の職務に係る勤務

時間として算入することができるものとすること。 

    なお、居宅介護支援事業者の介護支援専門員との兼務は認められないもの

である。ただし、増員に係る非常勤の介護支援専門員については、この限り

でない。 

(4) サテライト型居住施設の生活相談員及び看護職員は、常勤換算方法で１以

上の基準を満たしていれば非常勤の者であっても差し支えない。 

(5) サテライト型居住施設は、本体施設との密接な連携が図られるものである

ことを前提として人員基準の緩和を認めており、本体施設の職員によりサテ



ライト型居住施設の入所者に対する処遇等が適切に行われることを要件とし

て、医師、栄養士、機能訓練指導員、介護支援専門員をサテライト型居住施

設に置かないことができる。 

(6) 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定短期入所生活介護事業所、指定通

所介護事業所、併設型指定認知症対応型通所介護事業所、指定小規模多機能

型居宅介護事業所等が併設される場合については、処遇等が適切に行われる

場合に限り、それぞれ次のとおり人員基準の緩和を認めている。 

① 指定短期入所生活介護事業所又は指定介護予防短期入所生活介護事業所

に置かないことができる人員 

    ・医師 

    ・生活相談員 

    ・栄養士 

    ・機能訓練指導員 

② 指定通所介護事業所又は指定介護予防通所介護事業所に置かないことが

できる人員 

    ・生活相談員 

    ・機能訓練指導員 

③ 指定認知症対応型通所介護事業所又は指定介護予防認知症対応型通所介

護事業所に置かないことができる人員 

    ・生活相談員 

    ・機能訓練指導員 

④ 指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所と併設する指定地域密着型介護老人福祉施設に置かないこと

ができる人員 

    ・介護支援専門員 

(7) 指定地域密着型介護老人福祉施設には、居宅サービス事業所や他の地域密

着型サービス事業所を併設することができるが、指定短期入所生活介護事業

所等を併設する場合は、施設全体が地域密着型サービスの趣旨に反して過大

なものとならないよう、併設する指定短期入所生活介護事業所等の入所定員

は、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の入所定員を上限とする。 

    なお、指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所、指定小規

模多機能型居宅介護事業所等を併設する場合は、特に定員の上限はない。 

(8) 平成１８年４月１日に現に併設する指定短期入所生活介護事業所等の定

員が指定地域密着型介護老人福祉施設の定員を超えているもの（建築中のも

のを含む。）については、第１３１条第１４項の規定は適用しない。この場

合において、平成１８年４月１日に現に基本設計が終了している事業所又は

これに準ずると認められるものについても、同日に現に「建築中のもの」と

して取り扱って差し支えない。なお、「これに準ずると認められるもの」と

は、平成１８年４月１日に現に指定短期入所生活介護事業所等の事業者が確



定しており、かつ、当該事業者が当該事業の用に供する用地を確保している

ものであって、平成１８年度中に確実の建物の着工が見込まれる程度に具体

的な構想に至っていると市町村長が認めるものをいうものとする。 

(9) 基準第１３１条第１６項の規定は、小規模多機能型居宅介護に係る第６３

条第６項の規定と同趣旨であるため、第３の三の２の(1)の①のトを参照され

たい。 

３ 設備に関する基準(基準第１３２条) 

(1) 便所等の面積又は数の定めのない設備については、それぞれの設備の持つ

機能を十分に発揮し得る適当な広さ又は数を確保するよう配慮するものとす

る。 

(2) 基準第１３２条第１項第８号は、指定地域密着型介護老人福祉施設にあっ

ては入所者や従業者が少数であることから、廊下幅の一律の規制を緩和した

ものである。 

    ここでいう「廊下の一部の幅を拡張すること等により、入所者、従業者等

の円滑な往来に支障が生じないと認められるとき」とは、アルコーブを設け

ることなどにより、入所者、従業者等がすれ違う際にも支障が生じない場合

を想定している。 

    また、「これによらないことができる。」とは、建築基準法等他の法令の

基準を満たす範囲内である必要がある。 

(3) 基準第１３２条第１項第９号に定める「消火設備その他の非常災害に際し

て必要な設備」は、指定認知症対応型通所介護に係る第４４条第１項の規定

と同趣旨であるため、第３の二の２の(1)の⑤のロを参照されたい。 

４ 運営に関する基準 

(1) 入退所 

① 基準第１３４条第１項は、指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体上、

精神上の著しい障害のために居宅で生活を継続することが、困難な要介護

者を対象とするものであることを規定したものである。 

② 同条第２項は、入所を待っている申込者がいる場合には、入所して指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受ける必要性が高いと認め

られる者を優先的に入所させるよう努めなければならないことを規定した

ものである。また、その際の勘案事項として、指定地域密着型介護老人福

祉施設が常時の介護を要する者のうち居宅においてこれを受けることが困

難な者を対象としていることにかんがみ、介護の必要の程度及び家族の状

況等を挙げているものである。なお、こうした優先的な入所の取扱いにつ

いては、透明性及び公平性が求められることに留意すべきものである。 

③ 同条第３項は、基準第１３０条（基本方針）を踏まえ、入所者の家族等

に対し、居宅における生活への復帰が見込まれる場合には、居宅での生活

へ移行する必要性があること、できるだけ面会に来ることが望ましいこと

等の説明を行うとともに、入所者に対して適切な指定地域密着型介護老人



福祉施設入所者生活介護が提供されるようにするため、入所者の心身の状

況、生活歴、病歴、家族の状況等の把握に努めなければならないことを規

定したものである。 

     また、質の高い指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供

に資することや入所者の生活の継続性を重視するという観点から、指定居

宅サービス等の利用状況等の把握に努めなければならないとしたものであ

る。 

④ 同条第４項及び第５項は、指定地域密着型介護老人福祉施設が要介護者

のうち、入所して介護を受けることが必要な者を対象としていることにか

んがみ、退所して居宅において日常生活を営むことができるかどうかにつ

いて定期的に検討しなければならないこととしたものである。 

     なお、前記の検討は、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援専門

員等により行うこと。 

⑤ 同条第６項は、第４項の検討の結果、居宅での生活が可能と判断される

入所者に対し、退所に際しての本人又は家族等に対する家庭での介護方法

等に関する適切な指導、居宅介護支援事業者等に対する情報提供等の必要

な援助をすることを規定したものである。なお、安易に施設側の理由によ

り退所を促すことのないよう留意するものとする。 

     また、退所が可能になった入所者の退所を円滑に行うために、介護支援

専門員及び生活相談員が中心となって、退所後の主治の医師及び居宅介護

支援事業者等並びに市町村と十分連携を図ること。 

(2) サービスの提供の記録 

    基準第１３５条第２項は、サービスの提供日、提供した具体的なサービス

の内容、入所者の心身の状況その他必要な事項を記録しなければならないこ

ととしたものである。 

    なお、基準第１５６条第２項に基づき、当該記録は、２年間保存しなけれ

ばならない。 

(3) 利用料等の受領 

① 基準第１３６条第１項、第２項及び第５項の規定は、指定夜間対応型訪

問介護に係る第２１条第１項、第２項及び第４項の規定と同趣旨であるた

め、第３の一の４の(11)の①、②及び④を参照されたい。ただし、第１３

６条第３項第１号から第４号までの利用料に係る同意については、文書に

よって得なければならないこととしたものである。 

② 基準第１３６条第３項は、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護の提供に関して、 

イ 食事の提供に要する費用（法第５１条の２第１項の規定により特定入

所者介護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第２項第１号に

規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介

護サービス費が入所者に代わり当該指定地域密着型介護老人福祉施設に



支払われた場合は、同条第２項第１号に規定する食費の負担限度額）を

限度とする。） 

ロ 居住に要する費用（法第５１条の２第１項の規定により特定入所者介

護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第２項第２号に規定す

る居住費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サ

ービス費が入所者に代わり当該指定地域密着型介護老人福祉施設に支払

われた場合は、同条第２項第２号に規定する居住費の負担限度額）を限

度とする。） 

ハ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な居室の提

供を行ったことに伴い必要となる費用 

ニ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な食事の提

供を行ったことに伴い必要となる費用 

ホ 理美容代 

へ イからホまでに掲げるもののほか、指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通

常必要となるものに係る費用であって、その入所者に負担させることが

適当と認められるもの 

については、前２項の利用料のほかに入所者から支払を受けることができ

ることとし、保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されない

あいまいな名目による費用の支払を受けることは認めないこととしたもの

である。なお、イからニまでの費用については、指針及び厚生労働大臣の

定める利用者等が選定する特別な居室等の提供に係る基準等（平成１２年

厚生省告示第１２３号）の定めるところによるものとし、ヘの費用の具体

的な範囲については、別に通知するところによるものとする。 

(4) 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針 

① 基準第１３７条第３項に規定する処遇上必要な事項とは、地域密着型施

設サービス計画の目標及び内容並びに行事及び日課等も含むものである。 

② 同条第４項及び第５項は、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、その

態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録しなければならないこととしたものである。 

     なお、基準第１５６条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。 

(5) 地域密着型施設サービス計画の作成 

    基準第１３８条は、入所者の課題分析、サービス担当者会議の開催、地域

密着型施設サービス計画の作成、地域密着型施設サービス計画の実施状況の

把握など、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が地域密着型施

設サービス計画に基づいて適切に行われるよう、地域密着型施設サービス計



画に係る一連の業務のあり方及び当該業務を行う介護支援専門員（以下「計

画担当介護支援専門員」という。）の責務を明らかにしたものである。なお、

地域密着型施設サービス計画の作成及びその実施に当たっては、いたずらに

これを入所者に強制することとならないように留意するものとする。 

① 計画担当介護支援専門員による地域密着型施設サービス計画の作成（第

１項） 

     指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、地域密着型施設サービス

計画の作成に関する業務の主要な過程を計画担当介護支援専門員に担当さ

せることとしたものである。 

② 総合的な地域密着型施設サービス計画の作成（第２項） 

     地域密着型施設サービス計画は、入所者の日常生活全般を支援する観点

に立って作成されることが重要である。このため、地域密着型施設サービ

ス計画の作成又は変更に当たっては、入所者の希望や課題分析の結果に基

づき、介護給付等対象サービス以外の、当該地域の住民による入所者の話

し相手、会食などの自発的な活動によるサービス等も含めて地域密着型施

設サービス計画に位置づけることにより、総合的な計画となるよう努めな

ければならない。 

③ 課題分析の実施（第３項） 

     地域密着型施設サービス計画は、個々の入所者の特性に応じて作成され

ることが重要である。このため計画担当介護支援専門員は、地域密着型施

設サービス計画の作成に先立ち入所者の課題分析を行わなければならな

い。 

     課題分析とは、入所者の有する日常生活上の能力や入所者を取り巻く環

境等の評価を通じて入所者が生活の質を維持・向上させていく上で生じて

いる問題点を明らかにし、入所者が自立した日常生活を営むことができる

ように支援する上で解決すべき課題を把握することであり、入所者の課題

を客観的に抽出するための手法として合理的なものと認められる適切な方

法を用いなければならないものである。 

④ 課題分析における留意点（第４項） 

     計画担当介護支援専門員は、解決すべき課題の把握（以下「アセスメン

ト」という。）に当たっては、必ず入所者及びその家族に面接して行わな

ければならない。この場合において、入所者やその家族との間の信頼関係、

協働関係の構築が重要であり、計画担当介護支援専門員は、面接の趣旨を

入所者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なければならない。

なお、このため、計画担当介護支援専門員は面接技法等の研鑽に努めるこ

とが重要である。 

⑤ 地域密着型施設サービス計画原案の作成（第５項） 

     計画担当介護支援専門員は、地域密着型施設サービス計画が入所者の生

活の質に直接影響する重要なものであることを十分に認識し、地域密着型



施設サービス計画原案を作成しなければならない。したがって、地域密着

型施設サービス計画原案は、入所者の希望及び入所者についてのアセスメ

ントの結果による専門的見地に基づき、入所者の家族の希望を勘案した上

で、実現可能なものとする必要がある。 

     また、当該地域密着型施設サービス計画原案には、入所者及びその家族

の生活に対する意向及び総合的な援助の方針並びに生活全般の解決すべき

課題に加え、各種サービス（機能訓練、看護、介護、食事等）に係る目標

を具体的に設定し記載する必要がある。さらに提供される指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護について、その長期的な目標及びそれを

達成するための短期的な目標並びにそれらの達成時期等を明確に盛り込

み、当該達成時期には地域密着型施設サービス計画及び提供したサービス

の評価を行い得るようにすることが重要である。 

     なお、ここでいう指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の内

容には、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の行事及び日課等も含むも

のである。 

⑥ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第６項） 

     計画担当介護支援専門員は、効果的かつ実現可能な質の高い地域密着型

施設サービス計画とするため、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護の目標を達成するために、具体的なサービスの内容として何ができ

るかなどについて、地域密着型施設計画サービス原案に位置付けた指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の担当者からなるサービス担当

者会議の開催又は当該担当者への照会等により、専門的な見地からの意見

を求め調整を図ることが重要である。なお、計画担当介護支援専門員は、

入所者の状態を分析し、複数職種間で直接に意見調整を行う必要の有無に

ついて十分見極める必要があるものである。 

     なお、同項で定める他の担当者とは、医師、生活相談員、介護職員、看

護職員、機能訓練指導員及び生活状況等に関係する者を指すものである。 

⑦ 地域密着型施設サービス計画原案の説明及び同意（第７項） 

     地域密着型施設サービス計画は、入所者の希望を尊重して作成されなけ

ればならない。このため、計画担当介護支援専門員に、地域密着型施設サ

ービス計画の作成に当たっては、これに位置付けるサービスの内容を説明

した上で文書によって入所者の同意を得ることを義務づけることにより、

サービスの内容への入所者の意向の反映の機会を保障しようとするもので

ある。 

     なお、当該説明及び同意を要する地域密着型施設サービス計画の原案と

は、いわゆる施設サービス計画書の第１表及び第２表（「介護サービス計

画書の様式及び課題分析標準項目の提示について」（平成１１年１１月１

２日老企第２９号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）に示す標準様式を

指す。）に相当するものを指すものである。 



     また、地域密着型施設サービス計画の原案について、入所者に対して説

明し、同意を得ることを義務づけているが、必要に応じて入所者の家族に

対しても説明を行い同意を得ることが望ましいことに留意されたい。 

⑧ 地域密着型施設サービス計画の交付（第８項） 

     地域密着型施設サービス計画を作成した際には、遅滞なく入所者に交付

しなければならない。 

     なお、交付した地域密着型施設サービス計画は、基準第１５６条第２項

の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

⑨ 地域密着型施設サービス計画の実施状況等の把握及び評価等（第９項） 

     計画担当介護支援専門員は、入所者の解決すべき課題の変化に留意する

ことが重要であり、地域密着型施設サービス計画の作成後においても、入

所者及びその家族並びに他のサービス担当者と継続して連絡調整を行い、

地域密着型施設サービス計画の実施状況の把握（入所者についての継続的

なアセスメントを含む。以下「モニタリング」という。）を行い、入所者

の解決すべき課題の変化が認められる場合等必要に応じて地域密着型施設

サービス計画の変更を行うものとする。 

     なお、入所者の解決すべき課題の変化は、入所者に直接サービスを提供

する他のサービス担当者により把握されることも多いことから、計画担当

介護支援専門員は、他のサービス担当者と緊密な連携を図り、入所者の解

決すべき課題の変化が認められる場合には、円滑に連絡が行われる体制の

整備に努めなければならない。 

⑩ モニタリングの実施（第１０項） 

     地域密着型施設サービス計画の作成後のモニタリングについては、定期

的に入所者と面接して行う必要がある。また、モニタリングの結果につい

ても定期的に記録することが必要である。 

     「定期的に」の頻度については、入所者の心身の状況等に応じて適切に

判断するものとする。 

     また、特段の事情とは、入所者の事情により、入所者に面接することが

できない場合を主として指すものであり、計画担当介護支援専門員に起因

する事情は含まれない。 

     なお、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容を記録

しておくことが必要である。 

⑪ 地域密着型施設サービス計画の変更（第１２項） 

     計画担当介護支援専門員は、地域密着型施設サービス計画を変更する際

には、原則として、基準第１３８条第２項から第８項に規定された地域密

着型施設サービス計画作成に当たっての一連の業務を行うことが必要であ

る。 

     なお、入所者の希望による軽微な変更を行う場合には、この必要はない

ものとする。ただし、この場合においても、計画担当介護支援専門員が、



入所者の解決すべき課題の変化に留意することが重要であることは、同条

第９項（⑨地域密着型施設サービス計画の実施状況等の把握及び評価等）

に規定したとおりであるので念のため申し添える。 

(6) 介護(基準第１３９条) 

① 介護サービスの提供に当たっては、入所者の人格に十分配慮し、地域密

着型施設サービス計画によるサービスの目標等を念頭において行うことが

基本であり、自立している機能の低下が生じないようにするとともに残存

機能の維持向上が図られるよう、適切な技術をもって介護サービスを提供

し、又は必要な支援を行うものとすること。 

② 入浴は、入所者の心身の状況や自立支援を踏まえて、適切な方法により

実施するものとする。 

     なお、入浴の実施に当たっては、事前に健康管理を行い、入浴すること

が困難な場合は、清しきを実施するなど入所者の清潔保持に努めるものと

する。 

③ 排せつの介護は、入所者の心身の状況や排せつ状況などをもとに、自立

支援の観点から、トイレ誘導や排せつ介助等について適切な方法により実

施するものとする。 

④ 入所者がおむつを使用せざるを得ない場合には、その心身及び活動の状

況に適したおむつを提供するとともに、おむつ交換は、頻繁に行えばよい

ということではなく、入所者の排せつ状況を踏まえて実施するものとする。 

⑤ 「指定地域密着型介護老人福祉施設は、褥
じょく

瘡
そう

が発生しないよう適切な介

護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しなければなら

ない。」とは、施設において褥瘡の予防のための体制を整備するとともに、

介護職員等が褥瘡に関する基礎的知識を有し、日常的なケアにおいて配慮す

ることにより、褥瘡発生の予防効果を向上させることを想定している。例

えば、次のようなことが考えられる。 

イ 当該施設における褥瘡のハイリスク者（日常生活自立度が低い入所者

等）に対し、褥瘡予防のための計画の作成、実践並びに評価をする。 

ロ 当該施設において、専任の施設内褥瘡予防対策を担当する者（看護師

が望ましい。）を決めておく。 

ハ 医師、看護職員、介護職員、栄養士等からなる褥瘡対策チームを設置

する。 

ニ 当該施設における褥瘡対策のための指針を整備する。 

ホ 介護職員等に対し、褥瘡対策に関する施設内職員継続教育を実施する。 

また、施設外の専門家による相談、指導を積極的に活用することが望ま

しい。 

⑥ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者にとって生活の場であるこ

とから、通常の一日の生活の流れに沿って、離床、着替え、整容など入所



者の心身の状況に応じた日常生活上の世話を適切に行うものとする。 

⑦ 第７項の規定は、常時一人以上の介護職員を従事させればよいこととし

たものであり、非常勤の介護職員でも差し支えない。 

(7) 食事(基準第１４０条) 

① 食事の提供について 

     入所者の心身の状況・嗜好に応じて適切な栄養量及び内容とすること。 

     また、入所者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂で行われ

るよう努めなければならないこと。 

② 調理について 

     調理は、あらかじめ作成された献立に従って行うとともに、その実施状

況を明らかにしておくこと。 

     また、病弱者に対する献立については、必要に応じ、医師の指導を受け

ること。 

③ 適時の食事の提供について 

     食事時間は適切なものとし、夕食時間は午後６時以降とすることが望ま

しいが、早くても午後５時以降とすること。 

④ 食事の提供に関する業務の委託について 

     食事の提供に関する業務は指定地域密着型介護老人福祉施設自らが行う

ことが望ましいが、栄養管理、調理管理、材料管理、施設等管理、業務管

理、衛生管理、労働衛生管理について施設自らが行う等、当該施設の管理

者が業務遂行上必要な注意を果たし得るような体制と契約内容により、食

事サービスの質が確保される場合には、当該施設の最終的責任の下で第三

者に委託することができること。 

⑤ 居室関係部門と食事関係部門との連携について 

     食事提供については、入所者の嚥下や咀嚼の状況、食欲など心身の状態

等を当該入所者の食事に的確に反映させるために、居室関係部門と食事関

係部門との連絡が十分とられていることが必要であること。 

⑥ 栄養食事相談 

     入所者に対しては適切な栄養食事相談を行う必要があること。 

⑦ 食事内容の検討について 

     食事内容については、当該施設の医師又は栄養士を含む会議において検

討が加えられなければならないこと。 

⑧ 検食について 

     医師又は栄養士等による検食が毎食前行われ、その所見が検食簿に記載

されなければならないこと。 

(8) 相談及び援助 

基準第１４１条に定める相談及び援助は、常時必要な相談及び援助を行い

得る体制をとることにより、積極的に入所者の生活の向上を図ることを趣旨

とするものである。 



(9) 社会生活上の便宜の提供等 

① 基準第１４２条第１項は指定地域密着型介護老人福祉施設が画一的なサ

ービスを提供するのではなく、入所者が自らの趣味又は嗜好に応じた活動

を通じて充実した日常生活を送ることができるよう努めることとしたもの

である。 

② 同条第２項は、指定地域密着型介護老人福祉施設は、郵便、証明書等の

交付申請等、入所者が必要とする手続等について、入所者又はその家族が

行うことが困難な場合は、原則としてその都度、その者の同意を得た上で

代行しなければならないこととするものである。特に金銭にかかるものに

ついては書面等をもって事前に同意を得るとともに、代行した後はその都

度本人に確認を得るものとする。 

③ 同条第３項は、指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の家族に対

し、当該施設の会報の送付、当該施設が実施する行事への参加の呼びかけ

等によって入所者とその家族が交流できる機会等を確保するよう努めなけ

ればならないこととするものである。また、入所者と家族の面会の場所や

時間等についても、入所者やその家族の利便に配慮したものとするよう努

めなければならない。 

④ 同条第４項は、指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の生活を当

該施設内で完結させてしまうことのないよう、入所者の希望や心身の状況

を踏まえながら、買物や外食、図書館や公民館等の公共施設の利用、地域

の行事への参加、友人宅の訪問、散歩など、入所者に多様な外出の機会を

確保するよう努めなければならないこととするものである。 

(10) 機能訓練 

    基準第１４３条に定める機能訓練は、機能訓練室における機能訓練に限る

ものではなく、日常生活の中での機能訓練やレクリエーション、行事の実施

等を通じた機能訓練を含むものであり、これらについても十分に配慮しなけ

ればならない。 

(11) 健康管理 

① 基準第１４４条第１項は、健康管理が、医師及び看護職員の業務である

ことを明確にしたものである。 

② 基準第１４４条第２項で定める定期健康診断などの状況については、そ

の入所者の老人保健法（昭和５７年法律第８０号）の健康手帳の所要の記

入欄に、健康診断の状況や健康管理上特記する必要がある事項を記載する

ものとする。これらは、医療を受けた場合や在宅に復帰した後に指定地域

密着型介護老人福祉施設での入所者の健康管理状況を把握できるようにす

ることをねらいとしているものである。 

(12) 入所者の入院期間中の取扱い(基準第１４５条) 

① 「退院することが明らかに見込まれるとき」に該当するか否かは、入所

者の入院先の病院又は診療所の当該主治医に確認するなどの方法により判



断すること。 

② 「必要に応じて適切な便宜を供与」とは、入所者及びその家族の同意の

上での入退院の手続きや、その他の個々の状況に応じた便宜を図ることを

指すものである。 

③ 「やむを得ない事情がある場合」とは、単に当初予定の退院日に満床で

あることをもってやむを得ない事情として該当するものではなく、例えば、

入所者の退院が予定より早まるなどの理由により、ベッドの確保が間に合

わない場合等を指すものである。施設側の都合は、基本的には該当しない

ことに留意すること。なお、前記の例示の場合であっても、再入所が可能

なベッドの確保が出来るまでの間、短期入所生活介護の利用を検討するな

どにより、入所者の生活に支障を来さないよう努める必要がある。 

④ 入所者の入院期間中のベッドは、短期入所生活介護事業等に利用しても

差し支えないが、入所者が退院する際に円滑に再入所できるよう、その利

用は計画的なものでなければならない。 

(13) 管理者による管理(基準第１４６条) 

    指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は常勤であり、かつ、原則とし

て専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管理業務に従事するものであ

る。ただし、以下の場合であって、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の

管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

① 当該指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者としての職務に従事する

場合 

② 当該指定地域密着型介護老人福祉施設と同一敷地内にある他の事業所、

施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合であって、特に当

該指定地域密着型介護老人福祉施設の管理業務に支障がないと認められる

場合 

③ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設がサテライト型居住施設である場

合であって、当該サテライト型居住施設の本体施設の管理者又は従業者と

しての職務に従事する場合 

(14) 計画担当介護支援専門員の責務 

    基準第１４７条は、指定地域密着型介護老人福祉施設の計画担当介護支援

専門員の責務を定めたものである。 

    計画担当介護支援専門員は、基準第１３８条の業務のほか、指定地域密着

型介護老人福祉施設が行う業務のうち、基準第１３４条第３項から第７項ま

で、第１３７条第５項、第１５５条第３項及び第１５７条において準用する

第３７条第２項に規定される業務を行うものとする。 

(15) 運営規程 

    基準第１４８条は、指定地域密着型介護老人福祉施設の適正な運営及び入

所者に対する適切な指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供

を確保するため、同条第１号から第７号までに掲げる事項を内容とする規程



を定めることを指定地域密着型介護老人福祉施設ごとに義務づけたものであ

るが、特に次の点に留意するものとする。 

① 入所定員(第３号) 

     入所定員は、指定地域密着型介護老人福祉施設の事業の専用の居室のベ

ッド数(和室利用の場合は、当該居室の利用人員数)と同数とすること。 

② 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の内容及び利用料その

他の費用の額(第４号) 

     「指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の内容」は、年間行

事・レクリエーション及び日課等を含めたサービスの内容を指すものであ

ること。また、「その他の費用の額」は、基準第１３６条第３項により支

払を受けることが認められている費用の額を指すものであること。 

③ 施設の利用に当たっての留意事項(第５号) 

     入所者が指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供を受け

る際の、入所者側が留意すべき事項(入所生活上のルール、設備の利用上の

留意事項等)を指すものであること。 

④ 非常災害対策（第６号） 

     基準第１４８条第６号は、指定認知症対応型通所介護に係る第５４条第

９号の規定と同趣旨であるため、第３の二の３の(5)の⑥を参照されたい。 

⑤ その他施設の運営に関する重要事項（第７号） 

     当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合に身体的拘束等を行う際の手続について定めておくことが望ま

しい。 

(16) 勤務体制の確保等 

    基準第１４９条は、入所者に対する適切な指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の提供を確保するため、従業者の勤務体制等について規定

したものであるが、このほか、次の点に留意するものとする。 

① 同条第１項は、指定地域密着型介護老人福祉施設ごとに、原則として月

ごとに勤務表(介護職員の勤務体制を２以上で行っている場合は、その勤務

体制ごとの勤務表)を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、

介護職員及び看護職員等の配置、管理者との兼務関係等を明確にすること

を定めたものであること。 

② 同条第２項は、指定地域密着型介護老人福祉施設は原則として、当該施

設の従業者によって指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提

供すべきであるが、調理業務、洗濯等の入所者の処遇に直接影響を及ぼさ

ない業務については、第三者への委託等を行うことを認めるものであるこ

と。 

③ 同条第３項は、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者の資質の

向上を図るため、研修機関が実施する研修や当該施設内の研修への参加の

機会を計画的に確保することを定めたものであること。 



(17) 衛生管理等 

① 基準第１５１条第１項は、指定地域密着型介護老人福祉施設の必要最低

限の衛生管理等を規定したものであるが、このほか、次の点に留意するも

のとする。 

  イ 調理及び配膳に伴う衛生は、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）

等関係法規に準じて行われなければならない。 

なお、食事の提供に使用する食器等の消毒も適正に行われなければな

らないこと。 

ロ 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応

じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携を保つこと。 

ハ 特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ

症対策等については、その発生及びまん延を防止するための措置につい

て、別途通知等が発出されているので、これに基づき、適切な措置を講

じること。 

ニ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。 

② 基準第１５１条第２項に規定する感染症又は食中毒が発生し、又はまん

延しないように講ずるべき措置については、具体的には次のイからニまで

の取扱いとすること。 

イ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委

員会 

   当該施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の対策を検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、

幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介

護職員、栄養士、生活相談員）により構成する。構成メンバーの責務及

び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以下

「感染対策担当者」という。）を決めておくことが必要である。 

   なお、感染対策委員会は、運営委員会など施設内の他の委員会と独立

して設置・運営することが必要であり、感染対策担当者は看護師である

ことが望ましい。 

   また、施設外の感染管理等の専門家を委員として積極的に活用するこ

とが望ましい。 

ロ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針 

   当該施設における「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の指針」には、平常時の対策及び発生時の対応を規定する。 

   平常時の対策としては、施設内の衛生管理（環境の整備、排泄物の処

理、血液・体液の処理等）、日常のケアにかかる感染対策（標準的な予

防策（例えば、血液・体液・分泌液・排泄物（便）などに触れるとき、

傷や創傷皮膚に触れるときどのようにするかなどの取り決め）、手洗い

の基本、早期発見のための日常の観察項目）等、発生時の対応としては、



発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における

施設関係課等の関係機関との連携、医療処置、行政への報告等が想定さ

れる。また、発生時における施設内の連絡体制や上記の関係機関への連

絡体制を整備し、明記しておくことも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「高齢者介護施設

における感染対策マニュアル」（http://www.mhlw.go.jp/topics/ kaigo/ 

osirase/tp0628-1/index.html）を参照されたい。 

ハ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修 

介護職員その他の従業者に対する「感染症及び食中毒の予防及びまん

延の防止のための研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知

識を普及・啓発するとともに、当該施設における指針に基づいた衛生管

理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該施設が指針に基づ

いた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２回以上）を開催する

とともに、新規採用時には必ず感染対策研修を実施することが重要であ

る。また、調理や清掃などの業務を委託する場合には、委託を受けて行

う者に対しても、施設の指針が周知されるようにする必要がある。 

   また、研修の実施内容についても記録することが必要である。 

   研修の実施は、職員研修施設内での研修で差し支えない。 

ニ 施設は、入所予定者の感染症に関する事項も含めた健康状態を確認す

ることが必要であるが、その結果感染症や既往であっても、一定の場合

を除き、サービス提供を断る正当な理由には該当しないものである。こ

うした者が入所する場合には、感染対策担当者は、介護職員その他の従

業者に対し、当該感染症に関する知識、対応等について周知することが

必要である。 

(18) 協力病院等 

    基準第１５２条第１項の協力病院及び同条第２項の協力歯科医療機関は、

指定地域密着型介護老人福祉施設から近距離にあることが望ましい。 

(19) 秘密保持等 

① 基準第１５３条第１項は、指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者

に、その業務上知り得た入所者又はその家族の秘密の保持を義務づけたも

のである。 

② 同条第２項は、指定地域密着型介護老人福祉施設に対して、過去に当該

指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者であった者が、その業務上知り

得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を取

ることを義務づけたものであり、具体的には、指定地域密着型介護老人福

祉施設は、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者が、従業者でな

くなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用時

等に取り決め、例えば違約金についての定めをおくなどの措置を講ずべき



こととするものである。 

③ 同条第３項は、入所者の退所後の居宅における居宅介護支援計画の作成

等に資するために、居宅介護支援事業者等に対して情報提供を行う場合に

は、あらかじめ、文書により入所者から同意を得る必要があることを規定

したものである。 

(20) 居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止 

① 基準第１５４条第１項は、居宅介護支援事業者による介護保険施設の紹

介が公正中立に行われるよう、指定地域密着型介護老人福祉施設は、居宅

介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被保険者に対して当該施設

を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはな

らない旨を規定したものである。 

② 同条第２項は、入所者による退所後の居宅介護支援事業者の選択が公正

中立に行われるよう、指定地域密着型介護老人福祉施設は、居宅介護支援

事業者又はその従業者から、当該施設からの退所者を紹介することの対償

として、金品その他の財産上の利益を収受してはならない旨を規定したも

のである。 

(21) 事故発生の防止及び発生時の対応（基準第１５５条） 

① 事故発生の防止のための指針（第１項第１号） 

指定地域密着型介護老人福祉施設が整備する「事故発生の防止のための

指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 施設における介護事故の防止に関する基本的考え方 

ロ 介護事故の防止のための委員会その他施設内の組織に関する事項 

ハ 介護事故の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 施設内で発生した介護事故、介護事故には至らなかったが介護事故が

発生しそうになった場合（ヒヤリ・ハット事例）及び現状を放置してお

くと介護事故に結びつく可能性が高いもの（以下「介護事故等」という。）

の報告方法等の介護に係る安全の確保を目的とした改善のための方策に

関する基本方針 

ホ 介護事故等発生時の対応に関する基本方針 

へ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ト その他介護事故等の発生の防止の推進のために必要な基本方針 

② 事実の報告及びその分析を通じた改善策の従業者に対する周知徹底（第

１項第２号） 

指定地域密着型介護老人福祉施設が、報告、改善のための方策を定め、

周知徹底する目的は、介護事故等について、施設全体で情報共有し、今後

の再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の懲罰を目的とし

たものではないことに留意することが必要である。 

     具体的には、次のようなことを想定している。 

イ 介護事故等について報告するための様式を整備すること。 



ロ 介護職員その他の従業者は、介護事故等の発生ごとにその状況、背景

等を記録するとともに、イの様式に従い、介護事故等について報告する

こと。 

ハ ③の事故発生の防止のための委員会において、ロにより報告された事

例を集計し、分析すること。 

ニ 事例の分析に当たっては、介護事故等の発生時の状況等を分析し、介

護事故等の発生原因、結果等をとりまとめ、防止策を検討すること。 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

へ 防止策を講じた後に、その効果について評価すること。 

③ 事故発生の防止のための委員会（第１項第３号） 

指定地域密着型介護老人福祉施設における「事故発生の防止のための検

討委員会」（以下「事故防止検討委員会」という。）は、介護事故発生の

防止及び再発防止のための対策を検討する委員会であり、幅広い職種（例

えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介護職員、生活相談

員）により構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとと

もに、専任の安全対策を担当する者を決めておくことが必要である。 

なお、事故防止検討委員会は、運営委員会など他の委員会と独立して設

置・運営することが必要であり、責任者はケア全般の責任者であることが

望ましい。 

また、事故防止検討委員会に施設外の安全対策の専門家を委員として積

極的に活用することが望ましい。 

④ 事故発生の防止のための従業者に対する研修（第１項第３号） 

介護職員その他の従業者に対する事故発生の防止のための研修の内容と

しては、事故発生防止の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとと

もに、当該指定地域密着型介護老人福祉施設における指針に基づき、安全

管理の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定地域密着型介護

老人福祉施設が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年

２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず事故発生の防止の研

修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実

施は、職員研修施設内での研修で差し支えない。 

⑤ 損害賠償（第４項） 

指定地域密着型介護老人福祉施設は、賠償すべき事態となった場合には、

速やかに賠償しなければならない。そのため、損害賠償保険に加入してお

くか若しくは賠償資力を有することが望ましい。 

(22) 準用 

    基準第１５７条の規定により、基準第９条、第１０条、第１２条、第１３

条、第２２条、第２７条、第３３条、第３５条、第３７条、第３９条、第５



３条、第５７条及び第８５条の規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設に

準用されるものであるため、第３の一の４の(1)、(2)、(4)、(5)、(12)、(15)、

(23)及び(25)並びに第３の二の３の(4)、(7)並びに第３の三の４の(17)を参

照されたい。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設 

(1) 基本方針 

    基準第１５９条（基本方針）は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設がユニットケアを行うものであることを規定したものである。 

    その具体的な内容に関しては、基準第１６２条以下に、サービスの取扱方

針、介護、食事など、それぞれについて明らかにしている。 

(2) 設備に関する要件（基準第１６０条） 

① ユニットケアを行うためには、入居者の自律的な生活を保障する居室（使

い慣れた家具等を持ち込むことのできる個室）と、少人数の家庭的な雰囲

気の中で生活できる共同生活室（居宅での居間に相当する部屋）が不可欠

であることから、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、施設全

体を、こうした居室と共同生活室によって一体的に構成される場所（ユニ

ット）を単位として構成し、運営しなければならない。 

② 入居者が、自室のあるユニットを超えて広がりのある日常生活を楽しむ

ことができるよう、他のユニットの入居者と交流したり、多数の入居者が

集まったりすることのできる場所を設けることが望ましい。 

③ ユニット（第１項第１号） 

     ユニットは、居宅に近い居住環境の下で、居宅における生活に近い日常

の生活の中でケアを行うというユニットケアの特徴を踏まえたものでなけ

ればならない。 

④  居室（第１号イ） 

イ 前記①のとおりユニットケアには個室が不可欠なことから、居室の定

員は１人とする。ただし、夫婦で居室を利用する場合などサービスの提

供上必要と認められる場合は、２人部屋とすることができる。 

ロ 居室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同

生活室に近接して一体的に設けなければならない。 

      この場合、「当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設け」ら

れる居室とは、次の３つをいう。 

     （イ） 当該共同生活室に隣接している居室 

     （ロ） 当該共同生活室に隣接してはいないが、（イ）の居室と隣接し

ている居室 

     （ハ） その他当該共同生活室に近接して一体的に設けられている居室

（他の共同生活室のイ及びロに該当する居室を除く。） 

ハ ユニットの入居定員 

      ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、各ユニットにおいて



入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援

するものであることから、一のユニットの入居定員は、１０人以下とす

ることを原則とする。 

      ただし、敷地や建物の構造上の制約など特別の事情によりやむを得な

い場合であって、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、

自律的な日常生活を営むことを支援するのに支障がないと認められる場

合には、入居定員が１０人を超えるユニットも認める。なお、この場合

にあっても、次の２つの要件を満たさなければならない。 

    （イ） 入居定員が１０人を超えるユニットにあっては、「おおむね１０

人」と言える範囲内の入居定員であること。 

    （ロ） 入居定員が１０人を超えるユニットの数は、当該施設の総ユニッ

ト数の半数以下であること。 

ニ 居室の床面積等 

      ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設では、居宅に近い居住環

境の下で、居宅における生活に近い日常の生活の中でケアを行うため、

入居者は長年使い慣れた箪笥などの家具を持ち込むことを想定してお

り、居室は次のいずれかに分類される。 

（イ） ユニット型個室 

       床面積は、１３．２平方メートル以上（居室内に洗面設備が設けら

れているときはその面積を含み、居室内に便所が設けられているとき

はその面積を除く。）を標準とすること。 

（ロ） ユニット型準個室 

       ユニットに属さない居室を改修してユニットを造る場合であり、床

面積は、１０．６５平方メートル以上（居室内に洗面設備が設けられ

ているときはその面積を含み、居室内に便所が設けられているときは

その面積を除く。）とすること。この場合にあっては、入居者同士の

視線が遮断され、入居者のプライバシーが十分に確保されていれば、

天井と壁との間に一定の隙間が生じていても差し支えない。 

      壁については、家具等のように可動のもので室内を区分しただけのも

のは認められず、可動でないものであって、プライバシーの確保のため

に適切な素材であることが必要である。 

居室であるためには、一定程度以上の大きさの窓が必要であることか

ら、多床室を仕切って窓のない居室を設けたとしても準個室としては認

められない。 

      また、居室への入口が、複数の居室で共同であったり、カーテンなど

で仕切られているに過ぎないような場合には、十分なプライバシーが確

保されているとはいえず、準個室としては認められないものである。 

      なお、ユニットに属さない居室を改修してユニットを造る場合に、居

室が（イ）の要件を満たしていれば、ユニット型個室に分類される。 



⑤ 共同生活室（第１号ロ） 

イ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい

形状を有するものでなければならない。このためには、次の２つの要件

を満たす必要がある。 

（イ） 他のユニットの入居者が、当該共同生活室を通過することなく、

施設内の他の場所に移動することができるようになっていること。 

（ロ） 当該ユニットの入居者全員とその介護等を行う従業者が一度に食

事をしたり、談話等を楽しんだりすることが可能な備品を備えた上で、

当該共同生活室内を車椅子が支障なく通行できる形状が確保されてい

ること。 

ロ 共同生活室には、要介護者が食事をしたり、談話等を楽しんだりする

のに適したテーブル、椅子等の備品を備えなければならない。 

      また、入居者が、その心身の状況に応じて家事を行うことができるよ

うにする観点から、簡易な流し・調理設備を設けることが望ましい。 

⑥ 洗面設備（第１号ハ） 

     洗面設備は、居室ごとに設けることが望ましい。ただし、共同生活室ご

とに適当数設けることとしても差し支えない。この場合にあっては、共同

生活室内の一か所に集中して設けるのではなく、二か所以上に分散して設

けることが望ましい。なお、居室ごとに設ける方式と、共同生活室ごとに

設ける方式とを混在させても差し支えない。 

⑦ 便所（第１号ニ） 

     便所は、居室ごとに設けることが望ましい。ただし、共同生活室ごとに

適当数設けることとしても差し支えない。この場合にあっては、共同生活

室内の一か所に集中して設けるのではなく、二か所以上に分散して設ける

ことが望ましい。なお、居室ごとに設ける方式と、共同生活室ごとに設け

る方式とを混在させても差し支えない。 

⑧ 浴室（第２号） 

     浴室は、居室のある階ごとに設けることが望ましい。 

⑨ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の設備については、上記の

①から⑧までによるほか、第３の六の３を準用する。 

(3) 利用料等の受領 

    第３の六の４(3)は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設について

準用する。この場合において第３の六の４の(3)の①及び②中「基準第１３６

条」とあるのは「基準第１６１条」と読み替えるものとする。 

(4) 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針 

① 基準第１６２条第１項は、基準第１５９条第１項の基本方針を受けて、

入居者へのサービスの提供は、入居者が自律的な日常生活を営むことがで

きるよう支援するものとして行わなければならないことを規定したもので



ある。 

     入居者へのサービス提供に当たっては、入居前の居宅における生活と入

居後の生活が連続したものとなるよう配慮することが必要であり、このた

め従業者は、一人一人の入居者について、個性、心身の状況、入居に至る

までの生活歴とその中で培われてきた生活様式や生活習慣を具体的に把握

した上で、その日常生活上の活動を適切に援助しなければならない。 

     なお、こうしたことから明らかなように、入居者の意向に関わりなく集

団で行うゲームや、日常生活動作にない動作を通じた機能訓練など、過程

の中では通常行われないことを行うのは、サービスとして適当でない。 

② 基準第１６２条第２項は、基準第１５９条第１項の基本方針を受けて、

入居者へのサービスの提供は、入居者がユニットにおいて相互に社会的関

係を築くことができるよう、それぞれ役割を持って生活を営めるように配

慮して行わなければならないことを規定したものである。 

     このため従業者は、入居者相互の信頼関係が醸成されるよう配慮するこ

とが必要であるが、同時に、入居者が他の入居者の生活に過度に干渉し、

自律的な生活を損なうことのないようにすることにも配慮が必要である。  

(5) 介護 

① 基準第１６３条第１項は、介護が、基準第１６２条第１項及び第２項の

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針を受けた適切

な技術をもって行わなければならないことを規定したものである。 

     自律的な日常生活を営むことを支援するという点では、入居者の日常生

活上の活動への援助が過剰なものとなることのないよう留意する必要があ

る。 

     また、入居者が相互に社会的関係を築くことを支援するという点では、

単に入居者が家事の中で役割を持つことを支援するにとどまらず、例えば、

入居者相互の間で、頼り、頼られるといった精神面での役割が生まれるこ

とを支援することにも留意する必要がある。 

② 基準第１６３条第２項の「日常生活における家事」には、食事の簡単な

下準備や配膳、後片付け、清掃やごみ出しなど、多様なものが考えられる。 

③ 基準第１６３条第３項は、入浴が、単に身体の清潔を維持するだけでな

く、入居者が精神的に快適な生活を営む上でも重要なものであることから、

こうした観点に照らして「適切な方法により」これを行うこととするとと

もに、同様の観点から、一律の入浴回数を設けるのではなく、個浴の実施

など入居者の意向に応じることができるだけの入浴機会を設けなければな

らないことを規定したものである。 

④ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設における介護については、

上記の①から③までによるほか、第３の六の４(6)の③から⑦までを準用す

る。この場合において、第３の六の４(6)の⑦中「第７項」とあるのは「第

８項」と読み替えるものとする。 



(6) 食事 

① 基準第１６４条第３項は、基準第１６２条第１項の指定地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針を受けて、食事は、入居者の生活

習慣を尊重した適切な時間に提供しなければならないこと、また、施設側

の都合で急かしたりすることなく、入居者が自分のペースで食事を摂るこ

とができるよう十分な時間を確保しなければならないことを規定したもの

である。 

② 基準第１６４条第４項は、基準第１５９条第１項の基本方針を受けて、

入居者の意思を尊重し、また、その心身の状況に配慮した上で、できる限

り離床し、共同生活室で食事を摂ることができるよう支援しなければなら

ないことを規定したものである。 

     その際、共同生活室で食事を摂るよう強制することはあってはならない

ので、十分留意する必要がある。 

③ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設における食事については、

上記の①及び②によるほか、第３の六の４の(7)の①から⑧までを準用す

る。 

(7) 社会生活上の便宜の提供等 

① 基準第１６５条第１項は、基準第１６２条第１項の指定地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針を受けて、入居者一人一人の嗜好

を把握した上で、それに応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動の機会を提

供するとともに、同好会やクラブ活動などを含め、入居者が自律的に行う

これらの活動を支援しなければならないことを規定したものである。 

② ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の居室は、家族や友人が来

訪・宿泊して入居者と交流するのに適した個室であることから、これらの

者ができる限り気軽に来訪・宿泊することができるよう配慮しなければな

らない。 

③ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設における社会生活上の便宜

の提供等については、上記の①及び②によるほか、第３の六の４の(9)の②

から④までを準用する。この場合において、第３の六の４の(9)の②中「同

条第２項」とあるのは「第１６５条第２項」と、同③中「同条第３項」と

あるのは「第１６５条第３項」と、同④中「同条第４項」とあるのは「第

１６５条第４項」と読み替えるものとする。 

(8) 運営規程（基準第１６６条） 

① 入居者に対する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の内容

及び利用料その他の費用の額（第５号） 

     「指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の内容」は、入居者

が、自ら生活様式や生活習慣に沿って自律的な日常生活を営むことができ

るように、一日の生活の流れの中で行われる支援の内容を指すものである

こと。 



     また、「その他の費用の額」は、基準第１６１条第３項により支払を受

けることが認められている費用の額を指すものであること。 

② 第３の六の４の(15)の①及び③から⑤までは、ユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設について準用する。この場合において、第３の六の４

の(15)中「基準第１４８条」とあるのは「基準第１６６条」と、「同条第

１号から第７号まで」とあるのは「同条第１号から第８号まで」と、同③

中「第５号」とあるのは「第６号」と、同④中「第６号」とあるのは「第

７号」と、同⑤中「第７号」とあるのは「第８号」と読み替えるものとす

る。 

(9) 勤務体制の確保等 

① 基準第１６７条第２項は、基準第１６２条第１項の指定地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針を受けて、従業者の勤務体制を定

めるに当たっては、継続性を重視したサービスの提供に配慮しなければな

らないことを規定したものである。 

     これは、従業者が、一人一人の入居者について、個性、心身の状況、生

活歴などを具体的に把握した上で、その日常生活上の活動を適切に援助す

るためには、いわゆる「馴染みの関係」が求められることによるものであ

る。 

②  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設において配置を義務付ける

こととしたユニットごとの常勤のユニットリーダーについては、当面は、

ユニットケアリーダー研修を受講した従業者（以下「研修受講者」という。）

を各施設（一部ユニット型の施設も含む。）に２名以上配置する（ただし、

２ユニット以下の施設の場合には、１名でよいこととする。）ほか、研修

受講者が配置されているユニット以外のユニットでは、ユニットにおける

ケアに責任を持つ（研修受講者でなくても構わない。）従業者を決めても

らうことで足りるものとする。 

     この場合、研修受講者は、研修で得た知識等をリーダー研修を受講して

いないユニットの責任者に伝達するなど、当該施設におけるユニットケア

の質の向上の中核となることが求められる。 

     また、平成１８年４月１日の時点でリーダー研修を修了した者が２名に

満たない施設については、平成１９年３月３１日までの間に満たせばよい

こととする。 

     なお、今後の研修受講者の状況等を踏まえた上で、配置基準を再検討す

る予定であるので、この当面の基準にかかわらず、多くの従業者について

研修を受講していただくよう配慮をお願いしたい。 

③  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設における勤務体制の確保

等については、上記の①及び②によるほか、第３の六の４の(16)を準用す

る。この場合において、第３の六の４の(16)中「第１４９条」とあるのは

「第１６７条」と、同②中「同条第２項」とあるのは「同条第３項」と、



同③中「同条第３項」とあるのは「同条第４項」と読み替えるものとする。 

(22) 準用 

    基準第１６９条の規定により、基準第９条、第１０条、第１２条、第１３

条、第２２条、第２７条、第３３条、第３５条、第３７条、第３９条、第５

３条、第５７条、第８５条、第１３３条から第１３５条まで、第１３８条、

第１４１条、第１４３条から第１４７条まで及び第１５１条から第１５６条

までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設に準用されるも

のであるため、第３の一の４の(1)、(2)、(4)、(5)、(12)、(15)、(23)及び

(25)、第３の二の３の(4)及び(7)、第３の二の４の(1)、(2)、(5)、(8)、(10)

から(14)まで及び(17)から(21)まで並びに第３の三の４の(17)を参照された

い。 

６ 一部ユニット型指定介護老人福祉施設 

(1) 基本方針 

    基準第１７１条は、一部ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の基

本方針は、ユニット部分にあってはユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設の基本方針（基準第１５９条）に、また、それ以外の部分にあっては指

定地域密着型介護老人福祉施設の基本方針（基準第１３０条）に定めるとこ

ろによることを規定したものである。 

これを受けて、設備、利用料等の受領、指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護の取扱方針、介護、食事、社会生活上の便宜の提供等、勤務

体制の確保等及び定員の遵守について、基準第１７４条から第１７７条ま

で、第１７９条及び第１８０条に、ユニット部分の基準とそれ以外の部分の

基準を規定している。 

(2) 運営規程（基準第１７８条） 

    入居（入所）定員並びに指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

の内容及び利用料その他の費用の額については、ユニット部分とそれ以外の

部分のそれぞれについて明らかにしなければならない。 

(3) 従業者の配置の基準等 

① 基準第１３１条第１項第３号イに規定する基準は、ユニット部分とそれ

以外の部分のそれぞれで満たさなければならない。 

② 日中にユニット部分の入居者に対するサービスの提供に当たる介護職員

又は看護職員が、その時間帯においてそれ以外の部分の入所者に対してサ

ービスの提供を行う勤務体制とすることは、望ましくない。 

(4) 一部ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設のユニット部分につい

ては第３の六の５に、また、それ以外の部分については第３の六の２から４

までに、それぞれ定めるところによる。 

 

第４ 地域密着型介護予防サービス 

一 地域密着型介護予防サービスに関する基準について 



   地域密着型介護予防サービスに関する基準については、「指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サ

ービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」において定

められているところであるが、このうち、三に記載する「介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準」については、指定地域密着型介護予防サービ

スの提供に当たっての基本的な指針となるべきものであり、今般の制度改正に

基づく地域密着型介護予防サービスの創設に伴い、新たに制定された基準であ

る。今後の地域密着型介護予防サービスの運営に当たっては、当該基準に従っ

た適正な運営を図られたい。 

   なお、①人員、②設備及び③運営に関する基準については、二に記載する事

項を除き、その取扱いについては、基本的には、第３に記載した地域密着型サ

ービスに係る取扱いと同様であるので、第３の該当部分を参照されたい。 

二 個別サービスの相違点 

１ 介護予防認知症対応型通所介護 

   地域密着型介護予防サービス費の支給を受けるための援助（予防基準第１８

条）  

   介護給付においては、予防基準第１８条は、施行規則第８５条の２各号のい

ずれにも該当しない利用者は、提供を受けようとしている指定介護予防認知症

対応型通所介護に係る地域密着型介護予防サービス費の支給を受けることがで

きないことを踏まえ、指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、施行規則

第８５条の２各号のいずれにも該当しない利用申込者又はその家族に対し、指

定介護予防認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護予防サービス費の支給

を受けるための要件の説明、介護予防支援事業者に関する情報提供その他の地

域密着型介護予防サービス費の支給を受けるために必要な援助を行わなければ

ならないこととしたものである。 

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ 介護予防認知症対応型通所介護 

(1) 指定介護予防認知症対応型通所介護の基本取扱方針 

    予防基準第４１条にいう指定介護予防認知症対応型通所介護の基本取扱方

針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

① 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護予防とは、

単に高齢者の運動機能や栄養改善といった特定の機能の改善だけを目指す

ものではなく、これらの心身機能の改善や環境調整等を通じて、一人ひと

りの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を営む

ことができるよう支援することを目的として行われるものであることに留

意しつつ行うこと。 

② 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組が不

可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利用者の意欲が高ま

るようコミュニケーションの取り方をはじめ、様々な工夫をして、適切な



働きかけを行うよう努めること。 

③ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサ

ービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き起こし、サービス

への依存を生み出している場合があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立

の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本として、利用者のでき

る能力を阻害するような不適切なサービス提供をしないよう配慮するこ

と。 

④ 提供された指定地域密着型介護予防サービスについては、介護予防認知

症対応型通所介護計画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家族の

満足度等について常に評価を行うなど、その改善を図らなければならない

ものであること。 

(2) 指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針 

① 予防基準第４２条第１号及び第２号は、管理者は、介護予防認知症対応

型通所介護計画を作成しなければならないこととしたものである。介護予

防認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、主治医又は主治の歯科

医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法によ

り、利用者の状況を把握・分析し、介護予防認知症対応型通所介護の提供

によって解決すべき問題状況を明らかにし（アセスメント）、これに基づ

き、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービスの具体的内容、所

要時間、日程等を明らかにするものとする。なお、介護予防認知症対応型

通所介護計画の様式については、事業所ごとに定めるもので差し支えな

い。 

② 同条第３号は、介護予防認知症対応型通所介護計画は、介護予防サービ

ス計画（法第８条の２第１８項に規定する介護予防サービス計画をいう。

以下同じ。）に沿って作成されなければならないこととしたものである。 

     なお、介護予防認知症対応型通所介護計画の作成後に介護予防サービス

計画が作成された場合は、当該介護予防認知症対応型通所介護計画が介護

予防サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するも

のとする。 

③ 予防基準第４２条第４号、第５号、第８号及び第９号は、サービス提供

に当たっての利用者又はその家族に対する説明について定めたものであ

る。即ち、介護予防認知症対応型通所介護計画は、利用者の日常生活全般

の状況及び希望を踏まえて作成されなければならないものであり、その内

容について説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることに

より、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しようとする

ものである。管理者は、介護予防認知症対応型通所介護計画の目標や内容

等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説明を行うとと

もに、その実施状況や評価についても説明を行うものとする。 

     また、介護予防認知症対応型通所介護計画を作成した際には、遅滞なく



利用者に交付しなければならならず、当該介護予防認知症対応型通所介護

計画は、予防基準第４０条第２項の規定に基づき、２年間保存しなければ

ならないこととしている。 

④ 予防基準第４２条第７号は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提供

に当たっては、利用者が日常生活を送る上で自らの役割を持つことにより、

達成感や満足感を得、自信を回復するなどの効果が期待されるとともに、

利用者にとって自らの日常生活の場であると実感できるよう必要な支援を

行わなければならないこととしたものである。 

⑤ 同条第１０号は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たって

は、介護技術の進歩に対応した適切なサービスが提供できるよう、常に新

しい技術を習得する等、研鑽を行うべきものであることとしたものである。 

⑥ 同条第１１号から第１３号は、事業者に対して地域密着型介護予防サー

ビスの提供状況等について介護予防支援事業者に対する報告の義務づけを

行うとともに、介護予防認知症対応型通所介護計画に定める計画期間終了

後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）を義務づけるものである。

介護予防支援事業者に対する実施状況等の報告については、サービスが介

護予防サービス計画に即して適切に提供されているかどうか、また、当該

計画策定時から利用者の状態等が大きく異なることとなっていないか等を

確認するために行うものであり、毎月行うこととしている。 

     また、併せて、事業者は介護予防認知症対応型通所介護計画に定める計

画期間が終了するまでに一回はモニタリングを行い、利用者の介護予防認

知症対応型通所介護計画に定める目標の達成状況の把握等を行うこととし

ており、当該モニタリングの結果により、解決すべき課題の変化が認めら

れる場合等については、担当する介護予防支援事業者等とも相談の上、必

要に応じて当該介護予防認知症対応型通所介護計画の変更を行うこととし

たものである。 

２ 介護予防小規模多機能型居宅介護 

(1) 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針 

    予防基準第６５条にいう指定介護予防小規模多機能型居宅介護の基本取扱

方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

① 介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、一人ひとりの高

齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を営むことが

できるよう支援することを目的として行われるものであることに留意しつ

つ行うこと。 

② 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組が不

可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利用者の意欲が高ま

るようコミュニケーションの取り方をはじめ、様々な工夫をして、適切な

働きかけを行うよう努めること。 

③ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサ



ービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き起こし、サービス

への依存を生み出している場合があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立

の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本として、利用者のでき

る能力を阻害するような不適切なサービス提供をしないよう配慮するこ

と。 

④ 提供された地域密着型介護予防サービスについては、介護予防小規模多

機能型居宅介護計画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家族の満

足度等について常に評価を行うなど、その改善を図らなければならないも

のであること。 

⑤ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、まず自ら提供する指定

介護予防小規模多機能型居宅介護の質の評価を行った上で、各都道府県が

選定した評価機関の実施するサービス評価を受け、その評価結果を踏まえ

て総括的な評価を行い、常にその提供する指定介護予防小規模多機能型居

宅介護の質の改善を図らなければならないものであること。 

     自己評価は、各事業所が、自ら提供するサービスを評価・点検すること

により、サービスの改善及び質の向上を目的として実施するものであり、

事業所の開設から概ね６か月を経過した後に実施するものである。自己評

価結果の公表については、利用者並びに利用者の家族へ提供するほか、事

業所内の外部の者にも確認しやすい場所に掲示する方法や、市町村窓口、

地域包括支援センターに置いておく方法、インターネットを活用する方法

などが考えられる。 

     外部評価については、現在指定認知症対応型共同生活介護事業所におい

て実施されている外部評価と同様に、都道府県が指定する外部評価機関が、

事業所が行った自己評価結果に基づき、第三者の観点から、サービスの評

価を行うことを想定しており、自己評価を行った後、事業所の開設後１年

以内に実施することとなっている。外部評価結果の公表については、事業

所内で自己評価結果の公表と同様の扱いのほか、外部評価機関が WAM-NET

上に公表する等が考えられる。 

     なお、自己評価及び外部評価の評価項目、その他必要な事項については、

追って通知する。 

(2) 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針 

① 予防基準第６６条第１号から第３号は、介護支援専門員は、指定介護予

防サービス等の利用に係る計画及び介護予防小規模多機能型居宅介護計画

を作成しなければならないこととしたものである。このため、介護支援専

門員は、地域包括支援センター（介護予防支援事業者）の職員が行う業務

と同様の業務を行うことになる。 

     また、介護予防小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、主治

医又は主治の歯科医師からの情報伝達や介護支援専門員が開催するサービ

ス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の状況を把握・分析



し、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供によって解決すべき問題

状況を明らかにし（アセスメント）、これに基づき、支援の方向性や目標

を明確にし、提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らか

にするものとする。なお、介護予防小規模多機能型居宅介護計画の様式に

ついては、事業所ごとに定めるもので差し支えない。 

② 同条第４号に定める「多様な活動」とは、地域の特性や利用者の生活環

境に応じたレクリエーション、行事、園芸、農作業などの利用者の趣味又

は嗜好に応じた活動等をいうものである。 

③ 同条第５号、第６号、第９号及び第１０号は、サービス提供に当たって

の利用者又はその家族に対する説明について定めたものである。即ち、介

護予防小規模多機能型居宅介護計画は、利用者の日常生活全般の状況及び

希望を踏まえて作成されなければならないものであり、その内容について

説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることにより、サー

ビス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しようとするものであ

る。管理者は、介護予防小規模多機能型居宅介護計画の目標や内容等につ

いて、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説明を行うとともに、

その実施状況や評価についても説明を行うものとする。 

     また、介護予防小規模多機能型居宅介護計画を作成した際には、遅滞な

く利用者に交付しなければならならず、当該介護予防小規模多機能型居宅

介護計画は、予防基準第６３条第２項の規定に基づき、２年間保存しなけ

ればならないこととしている。 

④ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の制度上は週１回程度の利用でも

所定点数の算定は可能であるが、利用者負担等も勘案すれば、このような

利用は必ずしも合理的ではなく、運営推進会議に通いサービスの回数等を

報告し、適切なサービス提供であるかどうかの評価を受けることが必要と

なるものである。 

     指定介護予防小規模多機能型居宅介護は、通いサービスを中心として、

利用者の様態や希望に応じて、訪問サービスや宿泊サービスを組み合わせ

てサービスを提供するという弾力的なサービス提供が基本であり、宿泊サ

ービスの上限は設けず、重度の者であれば、運営推進会議に対し報告し、

評価を受けることを前提として、ほぼ毎日宿泊する形態も考えられる。し

かしながら、ほぼ毎日宿泊するような者が増え、他の利用者の宿泊に対応

できないような状況になれば、他の利用者が適切にサービスが利用できる

よう調整を行うことが必要となるものである。 

⑤ 予防基準第６６条第１１号に定める「通いサービスの利用者が登録定員

に比べて著しく少ない」とは、登録定員のおおむね３分の１以下が目安と

なる。登録定員が２５人の場合は通いサービスの利用者が８人以下であれ

ば、著しく少ない状態といえる。 

⑥ 同条第１２号に定める「適切なサービス」とは、一の利用者に対して、



通いサービス及び訪問サービスを合わせて概ね週４日以上行うことが目安

となるものである。指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、通い

サービス及び訪問サービスを提供しない日であっても、電話による見守り

を含め、利用者に何らかの形で関わることが望ましい。 

     なお、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護

に限られないため、利用者宅を適宜訪問し、見守りの意味で声かけ等を行

った場合でも訪問サービスの回数に含めて差し支えない。 

⑦ 同条第１３号及び第１４号は、介護支援専門員は、介護予防小規模多機

能型居宅介護計画に定める計画期間が終了するまでに一回はモニタリング

を行い、利用者の介護予防小規模多機能型居宅介護計画に定める目標の達

成状況の把握等を行うこととしており、当該モニタリングの結果により、

解決すべき課題の変化が認められる場合等については、必要に応じて当該

介護予防小規模多機能型居宅介護計画の変更を行うこととしたものであ

る。 

(3) 介護等 

① 予防基準第６７条第１項で定める介護サービスの提供に当たっては、利

用者の心身の状況に応じ、利用者がその自主性を保ち、意欲的に日々の生

活を送ることが出来るように介護サービスを提供し又は必要な支援を行う

ものとする。その際、利用者の人格に十分に配慮しなければならない。 

② 同条第２項は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介

護予防小規模多機能型居宅介護のサービスを事業所の従業者に行わせなけ

ればならないことを定めたものであり、例えば、利用者の負担によって指

定介護予防小規模多機能型居宅介護の一部を付添者等に行わせることがあ

ってはならない。 

③ 同条第３項は、利用者が介護従業者と食事や清掃、洗濯、買物、園芸、

農作業、レクリエーション、行事等を可能な限り共同で行うことによって

良好な人間関係に基づく家庭的な生活環境の中で日常生活が送れるように

することに配慮したものである。 

(4) 社会生活上の便宜の提供等 

① 予防基準第６８条第１項は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者は画一的なサービスを提供するのではなく、利用者の外出の機会の確保

その他の利用者の意向を踏まえた社会生活の継続のための支援に努めるこ

ととしたものである。 

② 同条第２項は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、郵便、

証明書等の交付申請等、利用者が必要とする手続等について、利用者又は

その家族が行うことが困難な場合は、原則としてその都度、その者の同意

を得た上で代行しなければならないこととするものである。特に金銭にか

かるものについては書面等をもって事前に同意を得るとともに、代行した

後はその都度本人に確認を得るものとする。 



③ 同条第３項は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者

の家族に対し、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の会報の

送付、当該事業者が実施する行事への参加の呼びかけ等によって利用者と

その家族が交流できる機会等を確保するよう努めなければならないことと

するものである。 

３ 介護予防認知症対応型共同生活介護 

(1) 指定介護予防認知症対応型共同生活介護の基本取扱方針 

 予防基準第８６条にいう指定介護予防認知症対応型共同生活介護の基本取

扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

① 指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、一人ひと

りの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を営む

ことができるよう支援することを目的として行われるものであることに留

意しつつ行うこと。 

② 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組が不

可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利用者の意欲が高ま

るようコミュニケーションの取り方をはじめ、様々な工夫をして、適切な

働きかけを行うよう努めること。 

③ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサ

ービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き起こし、サービス

への依存を生み出している場合があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立

の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本として、利用者のでき

る能力を阻害するような不適切なサービス提供をしないよう配慮するこ

と。 

④ 提供された地域密着型介護予防サービスについては、介護予防認知症対

応型共同生活介護計画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家族の

満足度等について常に評価を行うなど、その改善を図らなければならない

ものであること。 

⑤ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、各都道府県の定める

基準に基づき、まず自ら評価を行った上で、各都道府県が選定した評価機

関の実施するサービス評価を受け、その評価結果を踏まえて総括的な評価

を行い、常にその提供する指定介護予防認知症対応型共同生活介護の質の

改善を図らなければならないものであること。 

     また、評価の実施を担保する観点から、それらの結果を入居（申込）者

及びその家族へ提供するほか、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所

に掲示する方法や、市町村窓口、地域包括支援センターに置いておく方法、

インターネットを活用する方法などにより、開示しなければならないこと

とする。なお、自ら行う評価及び外部の者による評価に関する具体的な事

項については、別に通知するところによるものである。 

(2) 指定介護予防認知症対応型共同生活介護の具体的取扱方針 



① 予防基準第８７条第１号及び第２号は、計画作成担当者は、介護予防認

知症対応型共同生活介護計画を作成しなければならないこととしたもので

ある。介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、主治

医又は主治の歯科医師からの情報伝達等の適切な方法により、利用者の状

況を把握・分析し、介護予防認知症対応型共同生活介護の提供によって解

決すべき問題状況を明らかにし（アセスメント）、これに基づき、支援の

方向性や目標を明確にし、提供するサービスの具体的内容、所要時間、日

程等を明らかにするものとする。なお、介護予防認知症対応型共同生活介

護計画の様式については、事業所ごとに定めるもので差し支えない。 

② 同条第３号でいう通所介護等の活用とは、介護保険給付の対象となる通

所介護ではなく、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者と通

所介護事業者との間の契約により、利用者に介護保険給付の対象となる通

所介護に準ずるサービスを提供するものである。また、その他の多様な活

動とは、地域の特性や利用者の生活環境に応じたレクリエーション、行事、

園芸、農作業などの利用者の趣味又は嗜好に応じた活動等をいうものであ

る。 

③ 同条第４号、第５号、第７号及び第８号は、サービス提供に当たっての

利用者又はその家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護

予防認知症対応型共同生活介護計画は、利用者の日常生活全般の状況及び

希望を踏まえて作成されなければならないものであり、その内容について

説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることにより、サー

ビス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しようとするものであ

る。計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画の目標や

内容等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説明を行う

とともに、その実施状況や評価についても説明を行うものとする。 

     また、介護予防認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、遅滞

なく利用者に交付しなければならならず、当該介護予防認知症対応型共同

生活介護計画は、予防基準第８４条第２項の規定に基づき、２年間保存し

なければならないこととしている。 

④ 予防基準第８７条第６号は、利用者が共同生活を送る上で自らの役割を

持つことにより、達成感や満足感を得、自信を回復するなどの効果が期待

されるとともに、利用者にとって当該共同生活住居が自らの生活の場であ

ると実感できるよう必要な援助を行わなければならないこととしたもので

ある。 

⑤ 同条第９号及び第１０号は、計画作成担当者は、介護予防認知症対応型

共同生活介護計画に定める計画期間が終了するまでに一回はモニタリング

を行い、利用者の介護予防認知症対応型共同生活介護計画に定める目標の

達成状況の把握等を行うこととしており、当該モニタリングの結果により、

解決すべき課題の変化が認められる場合等については、必要に応じて当該



介護予防認知症対応型共同生活介護計画の変更を行うこととしたものであ

る。 

(3) 介護等 

① 予防基準第８８条第１項で定める介護サービスの提供に当たっては、認

知症の状態にある利用者の心身の状況に応じ、利用者がその自主性を保ち、

意欲的に日々の生活を送ることが出来るようにすることを念頭に、利用者

の精神的な安定、行動障害の減少及び認知症の進行緩和が図られるように

介護サービスを提供し又は必要な支援を行うものとする。その際、利用者

の人格に十分に配慮しなければならない。 

② 同条第２項は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所で提供さ

れるサービスは施設サービスに準じ、当該共同生活住居において完結する

内容であることを踏まえ、当該事業所の従業者でないいわゆる付添者によ

る介護や、居宅療養管理指導を除く他の居宅サービスを、入居者にその負

担によって利用させることができないこととしたものである。ただし、指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の負担により、通所介護等の

サービスを利用に供することは差し支えない。 

③ 同条第３項は、利用者が介護従業者と食事や清掃、洗濯、買物、園芸、

農作業、レクリエーション、行事等を共同で行うことによって良好な人間

関係に基づく家庭的な生活環境の中で日常生活が送れるようにすることに

配慮したものである。 

(4) 社会生活上の便宜の提供等 

① 予防基準第８９条第１項は事業者が画一的なサービスを提供するのでは

なく、利用者が自らの趣味又は嗜好に応じた活動を行うことができるよう

必要な支援を行うことにより、利用者が充実した日常生活を送り、利用者

の精神的な安定、行動障害の減少及び認知症の症状の進行を緩和するよう

努めることとしたものである。 

② 同条第２項は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、郵便、

証明書等の交付申請等、利用者が必要とする手続等について、利用者又は

その家族が行うことが困難な場合は、原則としてその都度、その者の同意

を得た上で代行しなければならないこととするものである。特に金銭にか

かるものについては書面等をもって事前に同意を得るとともに、代行した

後はその都度本人に確認を得るものとする。 

③ 同条第３項は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用

者の家族に対し、当該共同生活住居の会報の送付、当該事業者が実施する

行事への参加の呼びかけ等によって利用者とその家族が交流できる機会等

を確保するよう努めなければならないこととするものである。また、利用

者と家族の面会の場所や時間等についても、利用者やその家族の利便を図

るものとする。 

 



 （別紙１） 

居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書 

区 分 

新規・変更

被保険者氏名 被保険者番号 

ﾌﾘｶﾞﾅ           

生年月日 性  別 

 

明・大・昭 

    年  月  日 

 

男・女 

 居宅サービス計画の作成を依頼（変更）する事業者 

事業者の事業所名  事業所の所在地 〒 

  

          電話番号 （   ） 

事業所を変更する場合の事由等 ※事業所を変更する場合のみ記入してください。 

 

変更年月日 

                          （平成  年  月  日付）

  

 ○○市（町村）長 様 

 

   上記の小規模多機能型居宅介護事業者に居宅サービス計画の作成を依頼すること

を届出します｡ 

 

   平成  年  月  日 

 

         住 所 

                          電話番号 （  ） 

   被保険者                   

         氏 名                

□ 被保険者資格 □ 届出の重複 

□ 小規模多機能型居宅介護事業者事業所番号 

 

保険者確認欄 

            

（注意）１ この届出書は、要介護認定の申請時に、若しくは､居宅サービス計画の作成を依頼
する事業所が決まり次第速やかに○○市（町村）へ提出してください。 

２ 居宅サービス計画の作成を依頼する事業所を変更するときは、変更年月日を記入の
うえ、必ず○○市（町村）に届け出してください。届出のない場合、サービスに係る
費用を一旦、全額自己負担していただくことがあります。 

 



 
（別紙２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

①居宅介護支援利用申込の受付

②課題分析（訪問・面接）

③市町村・居宅サービス事業者・居宅
介護支援事業者間のサービス調整

④ 居宅サービス計画原案
作成と支給限度確認・
利用者負担計算

サービス担当者
会議による調整

⑦利用者への説明と同意
の確認

⑧サービス利用票
サービス提供票作成

サービス利用票

サービス利用票控

サービス提供票

サービス提供票

サービス利用票

サービス利用票控

サービス提供票

サービス提供票

⑤サービス担当者会議に
よる専門的意見の聴取

居宅サー
ビス計画
作成前

居宅サー
ビス計画
作成時

サービス担当者
会議を行う場合

地域のサービス情報の提供と
利用者によるサービス選択

サービス担当者会議を
開催しない場合

⑥担当者への照会等に
よる専門的意見の聴取

サービス利用票
仮作成居宅サービス計画

の見直し

同意が得ら
れない場合

利用者の同意確認

同意
利用者に交付

居宅介護支援事
業者が保管

サービス事業者
（所）へ送付

サービス
提供を行
う月の間
継続

必要に応
じて変更 サービス利用票

サービス利用票控

サービス提供票

サービス提供票

サービス利用票

サービス利用票控

サービス提供票

サービス提供票

⑨計画対象期間中の実施

状況把握と連絡調整
（訪問・面接と結果の記

録）

サービス
提供月
終了後

⑩給付管理票の作成と

提出
給付管理票 国保連に提出

給付管理業務の流れフローチャート





第一 届出手続きの運用

１ 届出の受理

(1) 届出書類の受取り

指定事業者(他市町村に所在する指定事業者を含む。)側から統一的な届出様式及

び添付書類により、サービス種類ごとの１件書類の提出を受けること(ただし、同

。 。一の敷地内において複数種類のサービス事業を行うときは一括提出も可とする )

(2) 要件審査

、 、 。届出書類を基に 要件の審査を行い 補正が必要な場合は適宜補正を求めること

この要件審査に要する期間は原則として２週間以内を標準とし、遅くても概ね１月

以内とすること(相手方の補正に要する時間は除く。)

(3) 届出の受理

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応じない場合は、不

受理として１件書類を返戻すること。

(4) 国保連合会等への通知

市町村が届出を受理した場合は、その旨を届出者に通知するとともに、都道府県

に情報を提供すること。都道府県は、その旨を国民健康保険団体連合会(以下「国

保連合会」という。)に通知すること。なお、事業者が複数の都道府県にまたがっ

て指定を受けている場合、事業所が所在しない他の都道府県は、事業所が所在する

都道府県に対し届出の情報を提供すること。これを受けて、事業所が所在する都道

府県は、その情報を事業所が所在する都道府県の国保連合会に通知すること。

(5) 届出に係る加算等の算定の開始時期

夜間対応型訪問介護又は認知症対応型通所介護若しくは介護予防認知症対応型通

所介護における届出に係る加算等(算定される単位数が増えるものに限る。以下同

じ。)については、適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業者等

に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月15日以前になされた場合には翌

、 、 。月から 16日以降になされた場合には翌々月から 算定を開始するものとすること

認知症対応型共同生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護（いずれ

も短期利用型を含む 、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護。）

老人福祉施設入所者生活介護における届出に係る加算等については、届出が受理さ

れた日が属する月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）か

ら算定を開始するものとする。

２ 届出事項の公開

届出事項については市町村において閲覧に供するほか、事業者においても利用

料に係る情報として事業所内で掲示することになること。

３ 届出事項に係る事後調査の実施

届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後的な調査を行

うこと。

４ 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場合の届出の取扱

い



① 事後調査等により、届出時点において要件に合致してないことが判明し、所要

の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出の受理の取消しを行うこと。

、 、 、この場合 取消しによって当該届出はなかったことになるため 加算については

当該加算全体が無効となるものであること。当該届出に関してそれまで受領して

いた介護給付費は不当利得になるので返還措置を講ずることは当然であるが、不

正・不当な届出をした指定事業者に対しては、厳正な指導を行い、不正・不当な

届出が繰り返し行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって対処するこ

と。

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは当該加算

等は算定しないことはもちろん、要件に合致していないことが判明した時点まで

に当該加算等が算定されていた場合は、不当利得になるので返還措置を講ずるこ

と。

５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等

が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることと

する。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加

算等の算定を行わないものとする。また、この場合において、届出を行わず、当

該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は

不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然であるが、悪質な場

合には指定の取消しをもって対処すること。

６ 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還

４又は５により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業所において

は、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護給付費に係る利用者が支

払った利用者負担金の過払い分を、それぞれの利用者に返還金に係る計算書を付

。 、 、して返還すること その場合 返還に当たっては利用者等から受領書を受け取り

施設において保存しておくこと。

第二 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項

１ 通則

(1) 算定上における端数処理について

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満(小数点以下)の端数

については「切り捨て」とする。

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コードを基本

として作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数(整数値)で

ある。

(2) サービス種類相互の算定関係について

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地域密着型特

定施設入居者生活介護を受けている者については、その他の指定居宅サービス又

は指定地域密着型サービスに係る介護給付費(居宅療養管理指導費を除く。)は算



定しないものであること。ただし、指定特定施設入居者生活介護又は認知症対応

型共同生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担により、その

利用者に対してその他の居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させること

は差し支えないものであること。また、短期入所生活介護又は短期入所療養介護

を受けている者については、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリ

テーション、通所介護費及び通所リハビリテーション費並びに夜間対応型訪問介

護、認知症対応型通所介護及び小規模多機能型居宅介護は算定しないものである

こと。

なお、小規模多機能型居宅介護を受けている者については、訪問看護費、訪問

リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び福祉用具貸与費を除く指定居宅

サービス並びに指定地域密着型サービスに係る費用の額は算定しないものである

こと。

また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場合は、訪問サー

ビスの所定単位数は算定できない。

(3) 施設外泊時等における地域密着型サービスの算定について

施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設サービス費の試行的退所を算定し

た場合には、地域密着型サービスは算定できない。

(4) 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについて

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とする。た

だし、夜間対応型訪問介護と訪問看護を、同一利用者が同一時間帯に利用する場

合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが

介護のために必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについて

それぞれの所定単位数が算定される。

(5) 入所等の日数の数え方について

① 入居又は入所の日数については、原則として、入所等した日及び退所等した日

の両方を含むものとする。

② ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業

所、認知症対応型共同生活介護事業所、地域密着型介護老人福祉施設、特定施設

又は介護保険施設(以下②及び③において「介護保険施設等」という。)の間で、

又は隣接若しくは近接する敷地における介護保険施設等であって相互に職員の兼

務や施設の共用等が行われているものの間で、利用者等が一の介護保険施設等か

ら退所等をしたその日に他の介護保険施設等に入所等する場合については、入所

等の日は含み、退所等の日は含まれない。したがって、例えば、短期入所生活介

護の利用者がそのまま指定地域密着型介護老人福祉施設に入所したような場合

は、入所に切り替えた日については短期入所生活介護費は算定しない。

③ なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施設等と同一敷地内

にある病院若しくは診療所の病床であって医療保険の診療報酬が適用されるもの

(以下「医療保険適用病床」という。)又は当該介護保険施設等と隣接若しくは近

接する敷地における病院若しくは診療所の医療保険適用病床であって当該介護保



険施設等との間で相互に職員の兼務や施設の共用等が行われているもの(以下③

において「同一敷地内等の医療保険適用病床」という。)に入院する場合(同一医

療機関内の転棟の場合を含む。)は、介護保険施設等においては退所等の日は算

定されず、また、同一敷地内等の医療保険適用病床を退院したその日に介護保険

施設等に入所等する場合(同一医療機関内の転棟の場合を含む。)は、介護保険施

設等においては入所等の日は算定されない。

④ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに

通所介護費等の算定方法(平成12年厚生省告示第27号。以下「職員配置等基準」

という。)の適用に関する平均利用者数等の算定においては、入所等した日を含

み、退所等した日は含まないものとする。

(6) 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について

① 小規模多機能型居宅介護について当該事業所の登録定員を上回る高齢者を登録

させている場合、並びに認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護及び

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について当該事業所又は施設の利用

者等の定員を上回る利用者等を入所等させている場合（いわゆる定員超過利用の

） 、 、 、場合 においては 介護給付費の減額を行うこととし 職員配置等基準において

定員超過利用の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところであるが、

適正なサービスの提供を確保するための規定であり、定員超過利用の未然防止を

図るよう努めるものとする。

② この場合の登録者、利用者又は入所者（以下「利用者等」という ）の数は、。

１月間(暦月)の利用者等の数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者等の数

の平均は、当該月の全利用者等の延数を当該月の日数で除して得た数とする。こ

の平均利用者数等の算定に当たっては、小数点以下を切り上げるものとする。

③ 利用者等の数が、職員配置等基準に規定する定員超過利用の基準に該当するこ

ととなった事業所又は施設については、その翌月から定員超過利用が解消される

に至った月まで、利用者等の全員について、所定単位数が職員配置等基準に規定

する算定方法に従って減算され、定員超過利用が解消されるに至った月の翌月か

ら通常の所定単位数が算定される。

④ 市町村長は、定員超過利用が行われている事業所又は施設に対しては、その解

消を行うよう指導すること。当該指導に従わず、定員超過利用が２月以上継続す

、 、 。る場合には 特別な事情がある場合を除き 指定の取消しを検討するものとする

（ 、 。）⑤ 災害 地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護については 虐待を含む

の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用については、当該定員超過利用

が開始した月(災害等が生じた時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継

続することがやむを得ないと認められる場合は翌月も含む。)の翌月から所定単

位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由がないにもかかわらずその翌月

まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じた月の翌々月から

所定単位数の減算を行うものとする。

(7) 常勤換算方法による職員数の算定方法について



暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常勤の職員が

勤務すべき時間で除することによって算定するものとし、小数点第２位以下を切

り捨てるものとする。なお、やむを得ない事情により、配置されていた職員数が

一時的に１割の範囲内で減少した場合は、１月を超えない期間内に職員が補充さ

れれば、職員数が減少しなかったものとみなすこととする。

(8) 人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について

、 、 、① 認知症対応型通所介護 小規模多機能型居宅介護 認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護については、当該事業所又は施設の職員の配置数が、人員基準上満たすべき

員数を下回っているいわゆる人員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこと

とし、職員配置等基準において、人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明

らかにしているところであるが、これは、適正なサービスの提供を確保するため

の規定であり、人員基準欠如の未然防止を図るよう努めるものとする。

② 人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等は、当該年度の前

年度(毎年４月１日に始まり翌年３月31日をもって終わる年度とする 以下同じ )。 。

、 。 。 、の平均を用いる(ただし 新規開設又は再開の場合は推定数による ) この場合

利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得

た数とする。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り

上げるものとする。

③ 看護・介護職員の人員基準欠如については、

イ 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には、その翌月

から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定

単位数が職員配置等基準に規定する算定方法に従って減算され、

ロ １割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消され

るに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が職員配置等基準に規

定する算定方法に従って減算される(ただし、翌月の末日において人員基準を

満たすに至っている場合を除く。)。

ハ 指定小規模多機能型居宅介護事業所及び指定認知症対応型共同生活介護事業

所については、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準（平成18年厚生労働省令第34号）第63条第1項に規定する小規模多機能型

居宅介護従業者及び同規則第90条第１項に規定する介護従業者は上記イ及びロ

により取り扱うこととする。

④ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如

が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が職員配置等

基準に規定する算定方法に従って減算される(ただし、翌月の末日において人員

基準を満たすに至っている場合を除く。)。なお、指定小規模多機能型居宅介護

事業所における介護支援専門員及び指定認知症対応型共同生活介護事業所におけ

る計画作成担当者が必要な研修を修了していない場合についても、同様の取扱い

とする。また、指定認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者の



うち、介護支援専門員を配置していない場合についても、同様の取扱いとする。

⑥ 市町村長は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員

等の見直し、事業の休止等を指導すること。当該指導に従わない場合には、特

別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。

(9) 夜勤体制による減算について

① 認知症対応型共同生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

については、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の所定単位数の減算

に係る規定(厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準(平

成12年厚生省告示第29号。以下「夜勤職員基準」という。))を置いているとこ

ろであるが、これらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者等のニーズに対応

し、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、夜勤を行う看護職員

又は介護職員の員数不足の未然防止を図るよう努めるものとする。

② 夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算については ある月(暦月)、

において以下のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月において利用者等

の全員について、所定単位数が減算されることとする。

イ 夜勤時間帯(午後10時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する16時

間をいい、原則として事業所又は施設ごとに設定するものとする)において夜

勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が２日以上連続

して発生した場合

ロ 夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満た

ない事態が４日以上発生した場合

③ 夜勤を行う職員の員数の算定における利用者等の数については、(8)②を準用

すること。この場合において「小数点第２位以下」とあるのは「小数点以下」

と読み替えるものとすること。

④ 市町村長は、夜勤を行う職員の不足状態が続く場合には、夜勤を行う職員の

確保を指導し、当該指導に従わない場合は、指定の取消しを検討すること。

(10) 新設、増床又は減床の場合の利用者数等について

人員基準欠如及び夜勤を行う職員の員数の算定に関しては、

イ 新設又は増床分のベッドに関して、前年度において１年未満の実績しかない場

合(前年度の実績が全くない場合を含む。)の利用者数等は、新設又は増床の時点

から６月未満の間は、便宜上、ベッド数の90％を利用者数等とし、新設又は増床

の時点から６月以上１年未満の間は、直近の６月における全利用者等の延数を６

月間の日数で除して得た数とし、新設又は増床の時点から１年以上経過している

場合は、直近１年間における全利用者等の延数を１月間の日数で除して得た数と

する。

ロ 減床の場合には、減床後の実績が３月以上あるときは、減床後の延利用者数を

延日数で除して得た数とする。

(11) 厚生労働大臣の認定による介護報酬の設定

夜間対応型訪問介護費及び小規模多機能型居宅介護費については、介護保険法第



78条の4第4項の規定に基づき市町村が独自に設定した人員、設備及び運営に関する

基準において、サービスの質を確保するための特別な要件を課している場合等で、

市町村からの申請に基づき厚生労働大臣が個別に認定したときは、市町村が通常の

報酬よりも高い報酬を算定できることとしている。この取扱いについては、平成18

年度中に厚生労働大臣の認定その他の手続き等について検討し、実際の認定手続き

を経た上で、平成19年4月1日以降に算定する予定としている。

２ 夜間対応型訪問介護費

(1) 夜間対応型訪問介護費 と の算定(Ⅰ) (Ⅱ)

夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)は、オペレーションセンターサービスに相当する部分

のみを基本夜間対応型訪問介護費として一月当たりの定額とする一方、定期巡回サ

ービス及び随時訪問サービスについては出来高としたものである。基本夜間対応型

訪問介護費については、夜間対応型訪問介護を利用する者すべてについて、定期巡

回サービス又は随時訪問サービスの利用の有無を問わず算定することができる。ま

た、定期巡回サービス費及び随時訪問サービス費については、サービス提供の時間

帯、１回当たりの時間の長短、具体的なサービスの内容等にかかわらず、１回の訪

。 、 、問ごとに所定の単位数を算定することとなる 一方 夜間対応型訪問介護費(Ⅱ)は

定期巡回サービス、オペレーションセンターサービス及び随時訪問サービスを全て

包括して一月当たりの定額としたものである。

オペレーションセンターを設置しない事業所については夜間対応型訪問介護費

(Ⅱ)を算定することとなり、設置する事業所については夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)

又は(Ⅱ)を選択することができることとしている。

(2) 夜間対応型訪問介護計画上３級ヘルパーの派遣が予定されている場合に３級ヘ

ルパー以外の訪問介護員等により訪問介護が行われた場合の取扱い

、 、夜間対応型訪問介護計画上 ３級ヘルパーが派遣されることとされている場合に

事業所の事情により３級ヘルパー以外の訪問介護員等が派遣される場合について

は、所定単位数に100分の70を乗じて得た単位数を算定すること。

(3) ２人の訪問介護員等による夜間対応型訪問介護の取扱い等

２人の訪問介護員等による夜間対応型訪問介護について、随時訪問サービス費

(Ⅱ)が算定される場合のうち、厚生労働大臣が定める夜間対応型訪問介護費にかか

る単位数(平成18年厚生省告示第２６３号)別表４の注イの場合としては、体重が重

い利用者に排泄介助等の重介護を内容とする訪問介護を提供する場合等が該当し、

注ハの場合としては、利用者の心身の状況等により異なるが、一つの目安としては

一月以上定期巡回サービス又は随時訪問サービスを提供していない者からの通報を

受けて随時訪問サービスを行う場合が該当するものであること。したがって、単に

安全確保のために２人の訪問介護員等によるサービス提供を行った場合は、利用者

側の希望により利用者や家族の同意を得て行った場合を除き、随時訪問サービス費

(Ⅱ)は算定されない。

派遣された２人の訪問介護員等がともにいわゆる３級ヘルパーである場合には、



所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定する。

(4) 月途中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合

① 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)を算定する場合については、月途中からの利用開始

又は月途中での利用終了の場合であっても、基本夜間対応型訪問介護費は日割り

計算を行わない。このため、利用者が月の途中で別の夜間対応型訪問介護事業所

に変更した場合には、それぞれの事業所において基本夜間対応型訪問介護費を算

定できることとなる。

② 夜間対応型訪問介護費(Ⅱ)を算定する場合については、月途中からの利用開始

又は月途中での利用終了の場合には、所定単位数を日割り計算して得た単位数を

算定する。

(5) 夜間対応型訪問介護と通常の訪問介護の併用

① 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)を算定する事業所を利用している者については、夜

間対応型訪問介護費(Ⅰ)は訪問介護サービスは出来高による算定であることか

ら、他の訪問介護事業所のサービスを利用していた場合でも、当該夜間対応型訪

問介護事業氏における定期巡回サービス費又は随時訪問サービス費及び他の訪問

介護事業所における訪問介護費の算定をともに行うことが可能である。

② 夜間対応型訪問介護費(Ⅱ)を算定する事業所においては、定期巡回サービスを

含めて一月当たりの包括報酬であることから、他の訪問介護事業所のサービスを

利用していたとしても、当該他の訪問介護事業所における訪問介護費を算定する

ことはできない。

３ 認知症対応型通所介護費

(1) 所要時間による区分の取扱い

所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介

護計画に位置づけられた内容の認知症対応型通所介護を行うための標準的な時間に

よることとされたところであり、単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の

出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、認知症

対応型通所介護のサービスが提供されているとは認められないものであること。し

たがって、この場合は当初計画に位置づけられた所要時間に応じた所定単位数が算

定されるものであること(このような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サー

ビスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支えない)。また、ここで

いう認知症対応型通所介護を行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まれ

ないものであること。

これに対して、認知症対応型通所介護計画上、６時間以上８時間未満の認知症対

応型通所介護を行っていたが、当日の利用者の心身の状況から、５時間の認知症対

応型通所介護を行った場合には、６時間以上８時間未満の認知症対応型通所介護の

単位数を算定できる。

なお、同一の日の異なる時間帯に２以上の単位(指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準(平成18年厚生労働省令第34号。以下「指定地



域密着型サービス基準」という。)第42条に規定する指定認知症対応型通所介護の

単位をいう。以下同じ。)を行う事業所（指定地域密着型サービス基準第42条に規

定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所に限る）においては、利用

者が同一の日に複数の指定認知症対応型通所介護の単位を利用する場合には、それ

ぞれの認知症対応型通所介護の単位について所定単位数が算定されること。

(2) ２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護を行う場合の取扱い

２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護の単位数を算定できる利用者は、

心身の状況から、長時間のサービス利用が困難である者、病後等で短時間の利用か

ら始めて長時間利用に結びつけていく必要がある者など、利用者側のやむを得ない

事情により長時間のサービス利用が困難な者(23号告示第21号)であること。なお、

２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護であっても、認知症対応型通所介護

の本来の目的に照らし、単に入浴サービスのみといった利用は適当ではなく、利用

者の日常生活動作能力などの向上のため、日常生活を通じた機能訓練等が実施され

るべきものであること。

(3) ６時間以上８時間未満の認知症対応型通所介護の前後に連続して延長サービス

を行った場合の加算の取扱い

延長加算は、所要時間６時間以上８時間未満の認知症対応型通所介護の前後に連

続して日常生活上の世話を行う場合について、２時間を限度として算定されるもの

であり、例えば、

① ８時間の認知症対応型通所介護の後に連続して２時間の延長サービスを行った

場合

② ８時間の認知症対応型通所介護の前に連続して１時間、後に連続して１時間、

合計２時間の延長サービスを行った場合には、２時間分の延長サービスとして10

0単位が算定される。

また、当該加算は認知症対応型通所介護と延長サービスを通算した時間が８時間

以上の部分について算定されるものであるため、例えば、

③ ７時間の認知症対応型通所介護の後に連続して２時間の延長サービスを行った

場合には、認知症対応型通所介護と延長サービスの通算時間は９時間であり、１

時間分（＝９時間－８時間）の延長サービスとして50単位が算定される。

なお、延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制

にあり、かつ、実際に延長サービスを行った場合に算定されるものであるが、当該

事業所の実情に応じて、適当数の従業者を置いていること。

(5) 個別機能訓練加算の取扱い

① 個別機能訓練加算は、理学療法士等が個別機能訓練計画に基づき、計画的に行

った機能訓練（以下「個別機能訓練」という ）について算定する。。

② 個別機能訓練加算に係る機能訓練（以下「個別機能訓練」という ）は、１日。

120分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置

して行うものであること。この場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日

だけ理学療法士等を配置している場合は、その曜日におけるサービスのみが当該



加算の算定対象となる。ただし、この場合、理学療法士等が配置される曜日はあ

らかじめ定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。

なお、通所介護事業所の看護職員が加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する

場合には、当該職務の時間は、通所介護事業所における看護職員としての人員基

準の算定に含めない。

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者が共同して、利用者毎にその目標、実施方法等を内容

とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、

実施方法等について評価等を行う。

④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３か月後に1回以上利用者に対し

て個別機能訓練計画の内容を説明し、記録する。

⑤ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごと

に保管され、常に当該事業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるよ

うにすること。

(6) 入浴介助加算の取扱い

認知症対応型通所介護入浴介助加算は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う

、 「 」 、場合について算定されるものである(23号告示第22号)が この場合の 観察 とは

自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の自立支援や日常生活動

作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転

倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直

、 。接接触する介助を行わなかった場合についても 加算の対象となるものであること

また、認知症対応型通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、

利用者側の事情により、入浴を実施しなかった場合については、加算を算定できな

い。

(7) 栄養マネジメント加算の取扱い

① 栄養マネジメント加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに

行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。

② 管理栄養士を1名以上配置して行うものであること。

、 、③ 栄養マネジメント加算を算定できる利用者は ＢＭＩが標準を大きく下回る者

体重の減少が認められる者、栄養面や食生活上に問題のある者など、栄養改善サ

ービスの提供が必要と認められる者とすること。

、 。④ 栄養改善サービスの提供は 以下のイからニまでに掲げる手順を経てなされる

イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。

ロ 利用開始時に管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の

者（以下「関連職種」という ）が暫定的に、利用者ごとの摂食・嚥下機能及。

び食形態にも配慮しつつ、栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下「栄

養アセスメント」という ）を行い、栄養食事相談に関する事項（食事に関す。

る内容の説明等 、解決すべき栄養管理上の課題等に対し関連職種が共同して）

取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成すること。作成した栄養ケ



ア計画については、栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族に説明

し、その同意を得ること。

ハ 栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提

供すること。その際、栄養ケア計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画

を修正すること。

ニ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、

概ね3か月ごとに体重を測定する等により栄養状態の評価を行い、その結果を

担当介護支援専門員や利用者の主治の医師に対して情報提供すること。

、 、⑤ 概ね3か月ごとの評価の結果 次のイからハのいずれかに該当する者であって

継続的に管理栄養士等がサービス提供を行うことにより、栄養改善の効果が期待

できるとサービス担当者会議等を通じて認められるものについては、引き続き算

定することが可能であること。

イ ＢＭＩが概ね18.5未満の者又はサービス提供期間中に、概ね3%以上の体重減

少が認められる者

ロ 健康診査等の結果が活用できる場合については、血清アルブミン値3．5g/dl

以下である者、活用できない場合については、管理栄養士による情報収集の結

果、家庭等における食事摂取に係る問題が解決していないと認められる者

ハ 経腸栄養法又は静脈栄養法を行っている者であって、経口摂取への移行の可

能性がある者など、引き続き管理栄養士による栄養管理が必要と認められる者

(8) 口腔機能向上加算の取扱い

① 口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごと

に行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。

、 。② 言語聴覚士 歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置して行うものであること

③ 口腔機能向上加算を算定できる利用者は、口腔清潔に問題のある者、摂食・嚥

下機能に問題のある者など、口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者

とすること。なお、利用者の口腔の状態によっては、口腔機能向上サービスによ

るよりも、医療における対応がより適切である場合も想定されることから、その

疑いがある場合は、ケアマネジャーを通して主治医又は主治の歯科医師への情報

提供、受診勧奨などの適切な措置を講じることとし、その場合については、加算

は算定できないこととする。

④ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからニまでに掲げる手順を経てなさ

れる。

イ 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。

ロ 利用開始時に言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員そ

の他の職種の者（以下「関連職種」という ）が利用者ごとの口腔清潔、摂食。

・嚥下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、関連職種が共同して取り組

むべき事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成すること。作成した

口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上サービスの対象となる利

用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。



ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士等が利用者ごとに口腔機能

向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改善計画に実施上の問題点が

あれば直ちに当該計画を修正すること。

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検

討し、概ね3か月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果を担当居宅介

護支援員や主治の医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。

⑤ 概ね3か月ごとの評価の結果、次のイ、ロのいずれかに該当する者であって、

継続的に歯科衛生士等がサービス提供を行うことにより、口腔機能の向上の効果

が期待できるとサービス担当者会議等を通じて認められるものについては、引き

続き算定することが可能であること。

イ 反復唾液嚥下テストが３回未満など、嚥下が困難と認められる状態の者

ロ 上肢機能に障害があるなど利用者本人による口腔清掃が困難であり、かつ、

利用者を日常的に介護している家族、訪問介護員等に対する指導も不十分であ

ることなどから、口腔衛生上の問題を有する者

(9) 人員基準を満たさない状況で提供された認知症対応型通所介護

指定地域密着型サービス基準第42条又は第45条に定める員数の看護職員又は介護

職員が配置されていない状況で行われた認知症対応型通所介護については、所定単

位数に100分の70を乗じて得た単位数を算定するものとする(厚生大臣が定める利用

者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法(平成1

2年厚生省告示第27号。以下「職員配置等基準」という。)第6号ロ及びハ)。従業者

、 。 、 、に欠員が出た場合の他に 従業者が病欠した場合等も含まれる ただし 市町村は

従業者に欠員が生じている状態が１か月以上継続する場合には、事業所に対し定員

の見直し又は事業の休止を指導するものとする。指導に従わずに事業を継続する事

業所に対しては、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとす

る。

４ 小規模多機能型居宅介護費

小規模多機能型居宅介護費は、当該小規模多機能型居宅介護事業所へ登録した者

について、登録している期間１月につきそれぞれ所定単位数を算定する。月途中か

ら登録した場合又は月途中から登録を終了した場合には、登録していた期間（登録

日から当該月の末日まで又は当該月の初日から登録終了日まで）に対応した単位数

を算定することとする。

これらの算定の基礎となる「登録日」とは、利用者が小規模多機能型居宅介護事

業者と利用契約を結んだ日ではなく、通い、訪問又は宿泊のいずれかのサービスを

実際に利用開始した日とする。また 「登録終了日」とは、利用者が小規模多機能、

型居宅介護事業者との間の利用契約を終了した日とする。

制度上は週１回程度の利用でも所定点数の算定は可能ではあるが、利用者負担等

も勘案すれは、このような利用は必ずしも合理的ではなく、運営推進会議に通いサ

ービス等の回数等を報告し、適切なサービス提供であるかどうかの評価を受けるこ



とが必要となるものである。

５ 認知症対応型共同生活介護費

(1) 短期利用共同生活介護費について

短期利用共同生活介護については、厚生労働大臣が定める施設基準（平成12年厚

生労働省告示第26号。以下「施設基準」という ）第18号に規定する基準を満たす。

指定認知症対応型共同生活介護事業所において算定できるものである。

同号ロ(2)の要件は、事業所に求められる要件であるので、新たに指定認知症対

応型共同生活介護事業所を開設する場合に、他の指定認知症対応型共同生活介護事

業所において３年以上の経験を有する者が配置されていたとしても、当該事業所と

して３年以上の期間が経過しなければ、短期利用共同生活介護費を算定することは

できないものである。

同号ロ(5)に規定する「短期利用共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を

有する介護従業者」とは、認知症介護実務者研修のうち「専門課程」又は認知症介

護実践研修のうち「実践リーダー研修」若しくは認知症介護指導者養成研修を修了

している者とする。

なお、認知症対応型共同生活介護の短期利用については、昨年より構造改革特区

、 、において行われてきたところであるが 認定特区計画に掲げられた事業所であって

本事業を開始していると認められるものについては、事業の継続が円滑に行われる

よう措置することとする。具体的には、本年３月末までに、実際の利用者の有無に

関わらず、利用料金を明らかにするなど本事業を開始していると認められるもので

あれば、本年４月以降、同号ロ(2)の３年経過要件は不問とし、同号ロ(5)の研修要

件については１年以内の間に受講すればよいこととする。

(2) 初期加算について

初期加算は、当該入所者が過去３月間(ただし 「 認知症老人高齢者の日常生活、「

自立度判定基準」の活用について」(平成５年10月26日老健第135号厚生省老人保健

福祉局長通知。以下「自立度判定基準」という。)によるランクⅢ、Ⅳ又はMに該当

する者の場合は過去１月間とする。)の間に、当該事業所に入居したことがない場

合に限り算定できることとする。

(3) 医療連携体制加算について

医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、可能な限

り継続して指定認知症対応型共同生活介護事業所で生活を継続できるように、日常

的な健康管理を行ったり、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応がとれる等

の体制を整備している事業所を評価するものである。

したがって、

① 利用者の状態の判断や、指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護従業者に

対し医療面からの適切な指導、援助を行うことが必要であることから、看護師配

置を要することとしており、准看護師では本加算は認められない。

② 看護師の配置については、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活用する場



合は、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員と他の事業所の職員を併

任する職員として配置することも可能である。

③ 医療連携体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービスとしては、

・利用者に対する日常的な健康管理

・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との連絡・調

整

・看取りに関する指針の整備

等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間を確保することが

必要である。

なお、医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合における対応に係

る指針」に盛り込むべき項目としては、例えば、①急性期における医師や医療機

関との連携体制、②入院期間中における指定認知症対応型共同生活介護における

居住費や食費の取扱い、③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し合いや

意思確認の方法等の看取りに関する指針、などが考えられる。

また、医療連携加算算定時には、契約を結んだ上で訪問看護ステーションを利

用することが可能となったが、急性増悪時等においては、診療報酬の算定要件に

合致すれば、医療保険による訪問看護が利用可能であることについては、これま

でと変わらないものである。

６ 地域密着型特定施設入居者生活介護費

(1) その他の居宅サービスの利用について

地域密着特定施設入居者生活介護を受けている者の入居中の居宅サービスの利用

については、地域密着型特定施設入居者生活介護費を算定した月において、その他

の居宅サービスに係る介護給付費(居宅療養管理指導費を除く。)は算定しないもの

であること（外泊の期間中を除く 。ただし、地域密着型特定施設入居者生活介。）

護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対して

その他の居宅サービスを利用させることは差し支えないものであること。例えば、

入居している月の当初は地域密着型特定施設入居者生活介護を算定し、引き続き入

居しているにも関わらず、月の途中から地域密着型特定施設入居者生活介護に代え

て居宅サービスを算定するようなサービス利用は、居宅サービスの支給限度基準額

を設けた趣旨を没却するため、認められない。なお、入居者の外泊の期間中は地域

密着型特定施設入居者生活介護は算定できない。

また、当該事業者が、入居者に対して提供すべき介護サービス（地域密着型特定

施設入居者生活介護の一環として行われるもの）の業務の一部を、当該地域密着型

特定施設の従業者により行わず、外部事業者に委託している場合（例えば、機能訓

練を外部の理学療法士等に委託している場合等 ）には、当該事業者が外部事業者。

に対して委託した業務の委託費を支払うことにより、その利用者に対して当該サー

ビスを利用させることができる。この場合には、当該事業者は業務の管理及び指揮

命令を行えることが必要である。



(2) 個別機能訓練加算について

① 個別機能訓練加算は、理学療法士等が個別機能訓練計画に基づき、計画的に行

った機能訓練（以下「個別機能訓練」という ）について算定する。。

② 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理

学療法士等を１名以上配置して行うものであること。

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者が共同して、利用者毎にその目標、実施方法等を内容

とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、

実施方法等について評価等を行う。

④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３月ごとに１回以上利用者に対し

て個別機能訓練計画の内容を説明し、記録する。

⑤ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごと

に保管され、常に当該地域密着型特定施設の個別機能訓練の従事者により閲覧が

可能であるようにすること。

(3) 夜間看護体制加算について

夜間看護体制加算の取扱いについては、以下のとおりとすること。

「24時間連絡体制」とは、地域密着型特定施設内で勤務することを要するもので

はなく、夜間においても施設から連絡でき、必要な場合には地域密着型特定施設か

らの緊急の呼出に応じて出勤する体制をいうものである。具体的には、

① 地域密着型特定施設において、管理者を中心として、介護職員及び看護職員に

よる協議の上、夜間における連絡・対応体制（オンコール体制）に関する取り決

め（指針やマニュアル等）の整備がなされていること。

② 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の上、看護職員不在時

の介護職員による利用者の観察項目の標準化（どのようなことが観察されれば看

護職員に連絡するか）がなされていること。

③ 地域密着型特定施設内研修等を通じ、看護・介護職員に対して、②の取り決め

が周知されていること。

④ 地域密着型特定施設の看護職員とオンコール対応の看護職員が異なる場合に

は、電話やＦＡＸ等により利用者の状態に関する引継を行うとともに、オンコー

ル体制終了時にも同様の引継を行うこと。

といった体制を整備することを想定している。

７ 地域密着型介護福祉施設サービス費

(1) 所定単位数を算定するための施設基準について

地域密着型介護福祉施設サービス費の所定単位数を算定するためには、介護職員

及び看護職員の員数が所定の員数以上配置されることのほか、介護支援専門員につ

いて、人員基準欠如の状態にないことが必要あること(施設基準第21号)。

(2) 一部ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設において所定単位数を算定する

ための施設基準等について



一部ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設が地域密着型介護福祉施設サー

ビス費の所定単位数を算定するためには、介護職員又は看護職員の員数が、当該施

設全体と当該施設のユニット部分以外の部分のそれぞれについて所定の員数（３：

１の職員配置）を置いていることが必要である。また、一部ユニット型指定地域密

着型介護老人福祉施設がユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費の所定単位

数を算定するためには、介護職員又は看護職員の員数が、当該施設全体と当該施設

のユニット部分のそれぞれについて所定の員数を置いていることが必要であること

（施設基準第21号 。）

また、夜勤を行う職員の員数については、当該施設のユニット部分及びユニット

部分以外の部分のそれぞれについて所定の員数を置いていることが必要であるこ

と （夜勤職員基準第4号 。。 ）

また、施設基準第21号にいう入所定員は当該施設全体の入所定員をいうものであ

り、ユニット部分とユニット部分以外の部分に区分した取扱いが行われるものでは

ない。

(3) 地域密着型介護福祉施設サービス費を算定するための基準について

地域密着型介護福祉施設サービス費は、施設基準第22号に規定する基準に従い、

以下の通り、算定すること。

イ 施設基準第22号イに規定する地域密着型介護福祉施設サービス費

地域密着型介護福祉施設サービスが、ユニットに属さない居室（定員が１人の

ものに限る （ 従来型個室」という ）の入所者に対して行われるものである。）「 。

こと。

ロ 施設基準第22号ロに規定する地域密着型介護福祉施設サービス費

地域密着型介護福祉施設サービスが、ユニットに属さない居室（定員が２人以

上のものに限る （ 多床室」という ）の入所者に対して行われるものである。）「 。

こと。

ハ 施設基準第22号ハに規定する地域密着型介護福祉施設サービス費

地域密着型介護福祉施設サービスが、ユニットに属する居室（指定地域密着型

サービスの人員 設備及び運営に関する基準 平成18年厚生省令第34号 以下 指、 （ 。 「

定基準」という ）第160条第１項第１号イ(3)(ⅰ)（指定基準附則第11条第1項。

の規定により読み替えて適用する場合を含む ）を満たすものに限る （ ユニ。 。）「

ット型個室」という ）の入居者に対して行われるものであること。。

ニ 施設基準第22号ニに規定する地域密着型介護福祉施設サービス費

地域密着型介護福祉施設サービスが、ユニットに属する居室（指定基準第160

条第１項第１号イ(3)(ⅱ)を満たすものに限るものとし、同(ⅰ)（指定基準附則

第11条第1項の規定により読み替えて適用する場合を含む ）を満たすものを除。

く （ ユニット型準個室」という ）の入居者に対して行われるものであるこ。）「 。

と。

(4) やむを得ない措置等による定員の超過

原則として入所者数(空床利用型の短期入所生活介護の利用者数を含む。)が入所



定員を超える場合は、定員超過利用による減算の対象となり、所定単位数の100分

の70を乗じて得た単位数を算定することとなるが、①及び②の場合においては、入

所定員に100分の105を乗じて得た数(入所定員が40人を超える場合にあっては、利

用定員に２を加えて得た数)まで、③の場合にあっては、入所定員に100分の105を

乗じて得た数までは減算が行われないものであること(職員配置等基準第11号イ)。

なお、この取扱いは、あくまでも一時的かつ特例的なものであることから、速やか

に定員超過利用を解消する必要があること。

① 老人福祉法第11条第1項第2号の規定による市町村が行った措置による入所(同

法第10条の4第1項第3号の規定による市町村が行った措置により当該指定地域密

着型介護老人福祉施設において空床利用型の短期入所生活介護の利用が行われる

場合を含む。)によりやむを得ず入所定員を超える場合

② 当該施設の入所者であったものが、指定地域密着型介護老人福祉施設基準第19

条の規定による入院をしていた場合に、当初の予定より早期に施設への再入所が

可能となったときであって、その時点で当該施設が満床だった場合(当初の再入

所予定日までの間に限る。)

③ 近い将来、指定地域密着型介護老人福祉施設本体に入所することが見込まれる

者がその家族が急遽入院したことにより在宅における生活を継続することが困難

となった場合など、その事情を勘案して施設に入所をすることが適当と認められ

、 （ 。）る者が 指定地域密着型介護老人福祉施設 当該施設が満床である場合に限る

に入所し、併設される指定短期入所生活介護事業所の空床を利用して指定地域密

着型介護福祉施設サービスを受けることにより、地域密着型介護老人福祉施設の

入所定員を超過する場合

(5) 一部ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設における介護職員又は看護職

員の人員基準欠如等

一部ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の地域密着型介護福祉施設サー

ビス費に係る介護職員又は看護職員の人員基準欠如による所定単位数の減算は、当

該施設全体と当該施設のユニット部分以外の部分のどちらか一方で所定の員数（３

：１の職員配置）を置いていない場合に行われるものである。また、ユニット型地

域密着型介護福祉施設サービス費に係る介護職員又は看護職員の人員基準欠如によ

る所定単位数の減算は、当該施設全体と当該施設のユニット部分のどちらか一方で

所定の員数 ３：１の職員配置 を置いていない場合に行われるものであること 職（ ） （

員配置等基準第10号ロ及びハ 。）

なお、一部ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の地域密着型介護福祉施

設サービス費又はユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費に係る看護職員の

人員基準欠如による減算による減算は、当該施設全体で所定の員数を置いていない

場合に限り、行われるものであること。

また、夜間体制による減算は、当該施設のユニット部分又はユニット部分以外の

部分について所定の員数を置いていない場合について、入所者全員に対し行われる

ものであること。具体的には、ユニット部分について夜勤体制の要件を満たさず、



ユニット以外の部分について夜勤体制の要件を満たす場合であっても、入所者全員

に対し夜勤体制の減算が行われることとなる（夜勤職員基準第4号 。）

(6) ユニットにおける職員に係る減算について

ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職員の基準に満たない場合の

減算については、ある月（歴月）において基準に満たない状況が発生した場合に、

その翌々月から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、入所者全員につ

いて、所定単位数が減算されることとする （ただし、翌月の末日において基準を。

満たすに至っている場合を除く ）。

(7) 身体拘束廃止未実施減算について

身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘束等が行われていた場

合ではなく、指定基準第118条第5項又は第161条第5項の記録（指定基準第118条第4

項又は第161条第5項に規定する身体拘束等を行う場合の記録）を行っていない場合

に、入所者全員について所定単位数から減算することとなる。具体的には、記録を

行っていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、事実

が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することと

し、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、入所者全員

について所定単位数から減算することとする。

(8) 重度化対応加算について

注５の重度化対応加算は、施設基準第24号において定める基準に適合しているも

のとして市町村長に届け出た場合に算定されるが、その取扱いについては、以下の

とおりとすること。

イ 「24時間連絡体制」とは、施設内で勤務することを要するものではなく、夜間

においても施設から連絡でき、必要な場合には施設からの緊急の呼出に応じて出

勤する体制をいうものである。具体的には、

① 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の上、夜間における

連絡・対応体制（オンコール体制）に関する取り決め（指針やマニュアル等）

の整備がなされていること。

② 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の上、看護職員不在

時の介護職員による入所者の観察項目の標準化（どのようなことが観察されれ

ば看護職員に連絡するか）がなされていること。

③ 施設内研修等を通じ、看護・介護職員に対して、②の取り決めが周知されて

いること。

④ 施設の看護職員とオンコール対応の看護職員が異なる場合には、電話やＦＡ

Ｘ等により入所者の状態に関する引継を行うとともに、オンコール体制終了時

にも同様の引継を行うこと。

といった体制を整備することを想定している。

ロ 管理者を中心として、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援専門員等に

よる協議の上 「看取りに関する指針」が定められていることが必要であり、同、

指針に盛り込むべき項目としては、例えば、当該施設の看取りに関する考え方、



終末期の経過（時期、プロセス毎）の考え方、施設において看取りに際して行い

うる医療行為の選択肢、医師や医療機関との連携体制、本人及び家族との話し合

いや同意、意思確認の方法、職員の具体的対応等が考えられる。

ハ 重度化対応加算を算定している介護老人福祉施設においては、常時継続的に医

学的な管理が必要と医師が認めた者の受入まで求めるものではないが、軽度の医

療ニーズがある者（例えば胃ろうの者等）の受入を正当な理由なく断らないこと

が必要である。

(9) 準ユニットケア加算について

注６の準ユニットケア加算は、施設基準第25号において定める基準に適合してい

るものとして市町村長に届け出た場合に算定されるが、その取扱いについては、以

下のとおりとすること。なお、施設の一部のみで準ユニットケア加算の要件を満た

す場合、当該要件を満たす部分に入所する者についてのみ準ユニットケア加算を算

定して差し支えない。

イ 「プライバシーの確保に配慮した個室的なしつらえ」とは、可動でないもので

隔てることまでを要するものではないが、視線が遮断されることを前提とする。

建具による仕切りは認めるが、家具やカーテンによる仕切りでは不可とする。ま

た、天井から隙間が空いていることは認める。

ロ １人当たりの面積基準については、４人部屋に中廊下を設けて居室を仕切るな

ど様々な工夫が考えられることから、仕切られた空間についての１人当たり面積

基準は設けず、多床室全体として１人当たりの面積基準を満たしていれば足りる

こととする。

(10) 個別機能訓練加算について

6の(2)を準用する。

(11) 精神科を担当する医師に係る加算について

「 （ 。 。）① 注９に規定する 認知症 法第8条第16項に規定する認知症をいう 以下同じ

である入所者」とは、次のいずれかに該当する者とすること。

イ 医師が認知症と診断した者

ロ なお、旧措置入所者にあっては、前記イにかかわらず、従来の「老人福祉法

による特別養護老人ホームにおける痴呆性老人等介護加算制度について」(平

成6年9月30日老計第131号)における認知症老人介護加算の対象者に該当してい

る場合は、医師の診断は必要としない。

② 精神科を担当する医師に係る加算を算定しようとする施設は、常に、認知症で

ある入所者の数を的確に把握する必要があること。

③ 注９において「精神科を担当する医師」とあるのは、精神科を標ぼうしている

医療機関において精神科を担当している医師を指すものであることが原則である

が、過去に相当期間、精神科を担当する医師であった場合や精神保健指定医の指

定を受けているなど、その専門性が担保されていると判断できる場合は算定でき

る。

④ 精神科を担当する医師について、注８による常勤の医師に係る加算が算定され



ている場合は、注９の規定にかかわらず、精神科を担当する医師に係る加算は算

定されないものであること。

⑤ 健康管理を担当する指定地域密着型介護老人福祉施設の配置医師(嘱託医)が１

名であり、当該医師が精神科を担当する医師も兼ねる場合は、配置医師として勤

務する回数のうち月４回(１回あたりの勤務時間３～４時間程度)までは加算の算

定の基礎としないものであること。(例えば、月６回配置医師として勤務してい

る精神科を担当する医師の場合：６回－４回＝２回となるので、当該費用を算定

できることになる。)

⑥ 入所者に対し療養指導を行った記録等を残しておくこと。

(12) 障害者生活支援員に係る加算について

① 注10の「視覚障害者等」については、23号告示第23号において「視覚、聴覚若

しくは言語機能に重度の障害のある者又は重度の知的障害者」としたところであ

るが、より具体的には以下の者が該当するものであること。

イ 視覚障害者

身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条第４項の規定により交付を

受けた身体障害者手帳(以下「身体障害者手帳」という。)の障害の程度が１級

又は２級若しくは、これに準ずる視覚障害の状態にあり、日常生活におけるコ

ミュニケーションや移動等に支障があると認められる視覚障害を有する者

ロ 聴覚障害者

身体障害者手帳の障害の程度が２級又はこれに準ずる聴覚障害の状態にあ

り、日常生活におけるコミュニケーションに支障があると認められる聴覚障害

を有する者

ハ 言語機能障害者

身体障害者手帳の障害の程度が３級又はこれに準ずる言語機能障害等の状態

にあり、日常生活におけるコミュニケーションに支障があると認められる言語

機能障害を有する者

ニ 知的障害者

「療育手帳制度について」(昭和48年９月27日付厚生省発児第156号各都道府

県知事・各指定都市市長あて厚生事務次官通知)第五の２の規定により交付を

受けた療育手帳の障害の程度が「療育手帳制度の実施について」(昭和48年９

月27日児発第725号各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生省児童家庭局長

通知)(以下「局長通知」という。)の第三に規定するA(重度)の障害を有する者

又は知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第12条の規定に基づき各都道府

県・指定都市が設置する知的障害者更生相談所において障害の程度が、局長通

知の第三に規定する重度の障害を有する者

② 注10の「入所者の数が15人以上」という障害者生活支援員に係る加算の算定要

件は、視覚障害者、聴覚障害者、言語機能障害者及び知的障害者の合計数が15人

以上であれば満たされるものであること。この場合の障害者生活支援員の配置に

ついては、それぞれの障害に対応できる専門性を有する者が配置されていること



が望ましいが、例えば、視覚障害に対応できる常勤専従の障害者生活支援員に加

えて、聴覚障害、言語機能障害及び知的障害に対応できる非常勤職員の配置又は

他の職種が兼務することにより、適切な生活の支援を行うことができれば、当該

加算の要件を満たすものとする。

③ 知的障害を有する者に対する障害者生活支援員の要件(23号告示第24号ハ)とし

ては、知的障害者福祉法に規定する知的障害者福祉司の資格を有する者のほか、

同法第19条第１項に規定する知的障害者援護施設における指導員、看護師等で入

所者の処遇実務経験５年以上の者とする。

(13) 入所者が入院し、又は外泊したときの費用の算定について

① 注11により入院又は外泊時の費用の算定について、入院又は外泊の期間は初日

及び最終日は含まないので、連続して７泊の入院又は外泊を行う場合は、６日と

計算されること。

(例)

入院又は外泊期間：３月１日～３月８日(８日間)

３月１日 入院又は外泊の開始……所定単位数を算定

３月２日～３月７日(６日間)……１日につき320単位を算定可

３月８日 入院又は外泊の終了……所定単位数を算定

② 入所者の入院又は外泊の期間中にそのまま退所した場合は、退所した日の外泊

時の費用は算定できる。また、入所者の外泊の期間中にそのまま併設医療機関に

入院した場合には、入院日以降については外泊時の費用は算定できない。

③ 入所者の入院又は外泊の期間中で、かつ、入院又は外泊時の費用の算定期間中

にあっては、当該入所者が使用していたベッドを他のサービスに利用することな

く空けておくことが原則であるが、当該入所者の同意があれば、そのベッドを短

期入所生活介護に活用することは可能であること。ただし、この場合に、入院又

は外泊時の費用は算定できないこと。

④ 入院又は外泊時の取扱い

イ 入院又は外泊時の費用の算定にあたって、１回の入院又は外泊で月をまたが

る場合は、最大で連続13泊(12日分)まで入院又は外泊時の費用の算定が可能で

あること。

(例)月をまたがる入院の場合

入院期間：１月25日～３月８日

１月25日 入院……所定単位数を算定

１月26日～１月31日(６日間)…１日につき320単位を算定可

２月１日～２月６日(６日間)…１日につき320単位を算定可

２月７日～３月７日……費用算定不可

３月８日 退院……所定単位数を算定

ロ 「外泊」には、入所者の親戚の家における宿泊、子供又はその家族と旅行に

行く場合の宿泊等も含むものであること。

ハ 外泊の期間中は、当該入所者については、居宅介護サービス費は算定されな



いものであること。

ニ 「入院」の場合、必要に応じて、入退院の手続きや家族等への連絡調整、情

報提供などの業務にあたること。

(14) 初期加算について

① 入所者については、指定地域密着型介護老人福祉施設へ入所した当初には、施

設での生活に慣れるために様々な支援を必要とすることから、入所日から30日間

に限って、１日につき30単位を加算すること。

② 「入所日から30日間」中に外泊を行った場合、当該外泊を行っている間は、初

期加算を算定できないこと。

③ 当該施設における過去の入所及び短期入所生活介護との関係

初期加算は、当該入所者が過去３月間(ただし 「自立度判定基準」によるラ、

ンクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者の場合は過去一月間とする。)の間に、当該指定

地域密着型介護老人福祉施設に入所したことがない場合に限り算定できることと

する。

なお、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の併設又は空床利用の短期入所生

活介護(単独型の場合であっても指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関

する基準（短期入所サービス及び徳地施設入居者生活介護に係る部分）及び指定

施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意

事項について（平成12年老企第40号）1の(2)の②に該当する場合を含む。)を利

用していた者が日を空けることなく引き続き当該施設に入所した場合（短期入所

から退所した翌日に当該施設に入所した場合を含む ）については、初期加算は。

入所直前の短期入所生活介護の利用日数を30日から除して得た日数に限り算定す

るものとする。

、 、④ 30日を超える病院又は診療所への入院後に再入所した場合は ③にかかわらず

初期加算が算定されるものであること。

(15) 退所時等相談援助加算について

① 退所前後訪問相談援助加算

イ 退所前の訪問相談援助については、入所期間が１月を超えると見込まれる入

所者の退所に先立って、入所者が退所後生活する居宅を訪問して退所後の居宅

サービス等について相談援助を行った場合に、入所中１回に限り加算を行うも

のであるが、入所後早期に退所に向けた訪問相談援助の必要があると認められ

る場合については、２回の訪問相談援助について加算が行われるものであるこ

と。この場合にあっては、１回目の訪問相談援助は退所を念頭においた施設サ

ービス計画の策定に当たって行われるものであり、２回目の訪問相談援助は退

所後在宅又は社会福祉施設等における生活に向けた最終調整を目的として行わ

れるものであること。

ロ 退所前訪問相談援助加算は退所日に算定し、退所後訪問相談援助加算は訪問

日に算定するものであること。

、 、 。ハ 退所前後訪問相談援助加算は 次の場合には 算定できないものであること



a 退所して病院又は診療所へ入院する場合

b 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合

c 死亡退所の場合

ニ 退所前後訪問相談援助は、介護支援専門員、生活相談員、看護職員、機能訓

練指導員又は医師が協力して行うこと。

ホ 退所前後訪問相談援助は、入所者及びその家族等のいずれにも行うこと。

ヘ 退所前後訪問相談援助を行った場合は、相談援助を行った日及び相談援助の

内容の要点に関する記録を行うこと。

② 退所時相談援助加算

イ 退所時相談援助の内容は、次のようなものであること。

a 食事、入浴、健康管理等在宅又は社会福祉施設等における生活に関する相

談援助

b 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として

行う各種訓練等に関する相談援助

c 家屋の改善に関する相談援助

d 退所する者の介助方法に関する相談援助

ロ ①のハからヘまでは、退所時相談援助加算について準用する。

ハ 入所者に係る居宅サービスに必要な情報提供については、老人福祉法第20条

の7の2に規定する老人介護支援センターに替え、法第115条の39第1項に規定す

る地域包括支援センターに対して行った場合についても、算定できるものとす

る。

③ 退所前連携加算

イ 退所前連携加算については、入所期間が１月を超える入所者の退所に先立っ

て、指定居宅介護支援事業者の介護支援専門員と連携し、退所後の居宅におけ

る居宅サービスの利用上必要な調整を行った場合に、入所者１人につき１回に

限り退所日に加算を行うものであること。

ロ 退所前連携を行った場合は、連携を行った日及び連携の内容の要点に関する

記録を行うこと。

ハ ①のハ及びニは、退所前連携加算について準用する。

ニ 在宅・入所相互利用加算の対象となる入所者について退所前連携加算を算定

する場合には、最初に在宅期間に移るときにのみ算定できるものとする。

(16) 従来型個室に入所していた者の取扱いについて

注12に規定する措置については、地域密着型介護福祉施設サービスを受ける者で

あって、平成17年9月30日以前に従来型個室に入所し、平成17年10月1日以後に当該

、 、 、従来型個室を退所するまでの間 継続して当該従来型個室へ入所しており 併せて

当該期間中に、特別な居室の提供を受けた事に伴う特別な室料を払っていないもの

が対象となること。ただし、当該者が、当該従来型個室を一旦退所した後、再度、

当該従来型個室に入所して介護福祉施設サービスを受ける場合にあっては、注12に

規定する措置の対象とはならないこと。



(17) 栄養管理体制加算

① 栄養士又は常勤の管理栄養士（以下(17)において「常勤の管理栄養士等」とい

う ）については、当該施設に配置されていること（労働者派遣事業の適正な運。

営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和６０年法律第８

８号）の規定による労働者派遣事業により派遣された派遣労働者を含む 。な。）

お、調理業務の委託先にのみ管理栄養士等が配置されている場合は、当該加算を

算定できないこと。

② 常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の介護保険施設の栄養管理等を行う

場合に、当該管理栄養士が所属する指定地域密着型介護老人福祉施設のみ算定

できること。

③ 常勤の管理栄養士等は、入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及

、 。び内容の食事の提供を行うため 次のイ及びロに掲げる書類の作成を行うこと

ただし、(18)に定める栄養マネジメント加算を算定する場合にあっては、次の

イ及びロに掲げる書類（食事せん及び献立表を除く ）の作成を行う必要はな。

いこと。

イ 食事の提供に当たっては、検食簿、喫食調査結果、食事せん、献立表、入

所者の入退所簿及び食料品消費日計等の食事関係書類を作成し、その内容に

つき、記載が行われなければならないこと。

ロ 入所者年齢構成表及び給与栄養目標量に関する帳票を必要に応じて(少な

くとも６月に１回)作成していること。

(18) 栄養マネジメント加算

① 栄養ケア・マネジメントは、入所者毎に行われるケアマネジメントの一環とし

て行われることに留意すること。

また、栄養ケア・マネジメントは、低栄養状態のリスクにかかわらず、原則と

して入所者全員に対して実施するべきものであること。

② 常勤の管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。

③ 栄養ケア・マネジメントについては、以下のイからヘまでに掲げるとおり、実

施すること。

イ 入所者毎の低栄養状態のリスクを、施設入所時に把握すること（以下「栄養

スクリーニング」という 。。）

ロ 栄養スクリーニングを踏まえ 入所者毎の解決すべき課題を把握すること 以、 （

下「栄養アセスメント」という 。。）

ハ 栄養アセスメントを踏まえ、施設長の管理のもと、医師、管理栄養士、看護

職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者毎に、栄養補給に

関する事項（栄養補給量、補給方法等 、栄養食事相談に関する事項（食事に）

関する内容の説明等 、解決すべき事項に対し関連職種が共同して取り組むべ）

き事項等を記載した栄養ケア計画を作成すること。また、作成した栄養ケア計

画については、栄養ケア・マネジメントの対象となる入所者又はその家族に説

明し、その同意を得ること。



ニ 栄養ケア計画に基づき、入所者毎に栄養ケア・マネジメントを実施するとと

もに、栄養ケア計画に実施上の問題（栄養補給方法の変更の必要性、関連職種

が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該計画を

修正すること。

、 、 、ホ 入所者毎の栄養状態に応じて 定期的に 入所者の生活機能の状況を検討し

栄養状態のモニタリングを行うこと。その際、栄養スクリーニング時に把握し

た入所者毎の低栄養状態のリスクのレベルに応じ、それぞれのモニタリング間

隔を設定し、入所者毎の栄養ケア計画に記載すること。当該モニタリング間隔

の設定に当たっては、低栄養状態のリスクの高い者及び栄養補給方法の変更の

必要性がある者（経管栄養法から経口栄養法への変更等）については、概ね２

週間毎、低栄養状態のリスクが低い者については、概ね３月毎に行うこと。な

お、低栄養状態のリスクが低い者も含め、少なくとも月1回、体重を測定する

など、入所者の栄養状態の把握を行うこと。

ヘ 入所者毎に、概ね３月を目途として、低栄養状態のリスクについて、栄養ス

クリーニングを実施し、栄養ケア計画の見直しを行うこと。

④ 栄養ケア計画を作成し、入所者又はその家族に説明し、その同意を得られた日

から栄養マネジメント加算は算定を開始するものとすること。なお、既入所者に

ついては、平成17年10月分に限り、平成17年10月中に同意がとれていれば、平成

17年10月1日に遡り算定できること。

(19) 経口移行加算

① 経口移行加算のうち経管栄養から経口栄養に移行しようとする者に係るものに

ついては、次に掲げるイからハまでの通り、実施するものとすること。

イ 現に経管により食事を摂取している者であって、経口による食事の摂取を進

めるための栄養管理が必要であるとして、医師の指示を受けた者を対象とする

こと。医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同し

て、経口による食事の摂取を進めるための栄養管理の方法等を示した経口移行

計画を作成すること（ただし、栄養マネジメント加算を算定している入所者に

あっては、栄養ケア計画と一体のものとして作成すること 。また、当該計。）

画については、栄養管理の対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意

を得ること。

ロ 当該計画に基づき、栄養管理を実施すること。経口移行加算の算定期間は、

経口からの食事の摂取が可能となり経管による食事の摂取を終了した日までの

期間とするが、その期間は入所者又はその家族の同意を得た日から起算して、

180日以内の期間に限るものとし、それを超えた場合においては、原則として

当該加算は算定しないこと。

ハ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理が、入所者又はその家族の同

意を得られた日から起算して、180日を超えて実施される場合でも、経口によ

る食事の摂取が一部可能なものであって、医師の指示に基づき、継続して経口

による食事の摂取を進めるための栄養管理が必要とされる場合にあっては、引



き続き当該加算を算定できるものとすること。ただし、この場合において、医

師の指示は概ね２週間毎に受けるものとすること。

② 経管栄養法から経口栄養法への移行は、場合によっては、誤嚥性肺炎の危険も

生じうることから、次のイからニまでについて確認した上で実施すること。

イ 全身状態が安定していること（血圧、呼吸、体温が安定しており、現疾患の

病態が安定していること 。。）

ロ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。

ハ 嚥下反射が見られること(唾液嚥下や口腔、咽頭への刺激による喉頭挙上が

認められること。)。

ニ 咽頭内容物を吸引した後は唾液を嚥下しても「むせ」がないこと。

③ 経口移行加算を180日間にわたり算定した後、経口摂取に移行できなかった場

合に、期間を空けて再度経口摂取に移行するための栄養管理を実施した場合は、

当該加算は算定できないものとすること。

(20) 経口維持加算

① 経口維持加算のうち、著しい摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる者に係る

ものについて

イ 経口維持加算のうち、経管栄養は行われていないが、著しい摂食機能障害を

有し、誤嚥が認められる者(経口維持加算(Ⅰ))及び摂食機能障害を有し誤嚥が

認められる者(経口維持加算(Ⅱ)に係るものについては、次に掲げるaからｄま

での通り、実施するものとすること。

a 経口維持加算(Ⅰ)については、現に経口により食事を摂取している者であ

って、著しい摂食機能障害を有し、造影撮影（医科診療報酬点数表中「造影

剤使用撮影」をいう。以下同じ ）又は内視鏡検査（医科診療報酬点数表中。

「喉頭ファイバースコーピー」をいう。以下同じ ）により誤嚥が認められ。

ることから、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理が必

要であるものとして、医師の指示を受けたものを対象とすること。

経口維持加算(Ⅱ)については、現に経口により食事を摂取している者で

あって、摂食機能障害を有し、水飲みテスト等により誤嚥が認められること

から、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理が必要であ

るものとして、医師の指示を受けたものを対象とすること。

ｂ 医師、管理栄養士、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同し

て、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理の方法等を示

した経口維持計画を作成すること（ただし、栄養マネジメント加算を算定し

、 。）。ている入所者にあっては 栄養ケア計画と一体のものとして作成すること

また、当該計画については、栄養管理の対象となる入所者又はその家族に説

明し、その同意を得ること。

、 。「 」ｃ 当該経口維持計画に基づき 栄養管理を実施すること 特別な栄養管理

とは、入所者の誤嚥を防止しつつ、継続して経口による食事の摂取を進める

ための食物形態、摂食方法等における適切な配慮のことをいう。経口維持加



算(Ⅰ)及び経口維持加算(Ⅱ)の算定期間は、継続して経口による食事の摂取

を進めるための特別な栄養管理により、当該入所者に誤嚥が認められなくな

ったと医師が判断した日までの期間とするが、その期間は入所者又はその家

族の同意を得られた日から起算して180日以内の期間に限るものとし、それ

を超えた場合においては、原則として当該加算は算定しないこと。

ｄ 入所者又はその家族の同意を得られた日から起算して180日を超えた場合

でも、引き続き、

（ａ）経口維持加算(Ⅰ)の対象者については、造影撮影又は内視鏡検査によ

り、引き続き、誤嚥が認められ、継続して経口による食事の摂取を進め

るための特別な栄養管理が必要であるものとして医師の指示がなされ、

また、当該特別な栄養管理を継続することについての入所者の同意が得

られた場合

（ｂ）経口維持加算（Ⅱ）の対象者にあっては、水飲みテスト等により引き

続き、誤嚥が認められ、継続して経口による食事の摂取を進めるための

特別な管理が必要であるものとして、医師の指示がなされ、また、当該

特別な栄養管理を継続することについての入所者の同意が得られた場合

にあっては、引き続き当該加算を算定できるものとすること。

ただし、(a)又は（b）における医師の指示は、概ね２週間毎に受けるもの

とすること。

ロ 23号告示第20号に規定する管理体制とは、食事の中止、十分な排痰､医師へ

の報告等が迅速に行われる体制とすること。

（21） 療養食加算

① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者に

対し疾患治療の直接手段として発行された食事せんに基づき、厚生労働大臣が定

める者等（平成12年厚生省告示第23号。以下「23号告示」という ）に示された。

療養食が提供された場合に算定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養食

の献立表が作成されている必要があること。

② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事

せんに基づいて提供される利用者の年齢、病状等に対応した栄養量及び内容を有

する治療食(糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食(流動食は除く。)、貧血

食、膵臓病食、高脂血症食、痛風食及び特別な場合の検査食をいうものであるこ

と。

③ 上記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を問わないこと。

④ 減塩食療法等について

心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて取り扱うこと

ができるものであるが、高血圧症に対して減塩食療法を行う場合は、加算の対象

とはならないこと。

、 、また 腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の減塩食については

総量7.0g以下の減塩食をいうこと。



⑤ 肝臓病食について

肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄疸食(胆石症及び胆嚢

炎による閉鎖性黄疸の場合を含む。)等をいうこと。

⑥ 胃潰瘍食について

十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えないこと。手術前後

に与える高カロリー食は加算の対象としないが、侵襲の大きな消化管手術の術後

において胃潰瘍食に準ずる食事を提供する場合は、療養食の加算が認められるこ

と。また、クローン病、潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している入所者

等に対する低残さ食については、療養食として取り扱って差し支えないこと。

⑦ 貧血食の対象者となる入所者等について

療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血中ヘモグロビン濃

度が10g／dl以下であり、その原因が鉄分の欠乏に由来する者であること。

⑧ 高度肥満症に対する食事療法について

高度肥満症(肥満度が＋70％以上又はBMI（Body Mass Index）が35以上)に対し

て食事療法を行う場合は、高脂血症食に準じて取り扱うことができること。

⑨ 特別な場合の検査食について

特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸X線検査・大腸内視鏡検査の

ために特に残さの少ない調理済食品を使用した場合は 「特別な場合の検査食」、

として取り扱って差し支えないこと。

⑩ 高脂血症食の対象となる入所者等について

療養食として提供される高脂血症食の対象となる入所者等は、空腹時定常状態

における血清総コレステロール値が220mg／dl以上である者又は血清中性脂肪値

が150mg／dl以上である者であること。

（22） 看取り介護加算

① 看取り介護加算は、医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の

、 、 、 、見込みがないと診断した入所者について 本人及び家族とともに 医師 看護師

介護職員等が共同して、随時本人又はその家族に対して十分な説明を行い、合意

をしながら、その人らしさを尊重した看取りができるよう支援することを主眼と

して設けたものである。

② 看取り介護加算は、23号告示第27号に定める基準に適合する看取り介護を受け

た入所者が死亡した場合に、死亡日を含めて30日を上限として、施設において行

った看取り介護を評価するものである。

死亡前に在宅へ戻ったり、医療機関へ転院したりした後、在宅や転院先で死亡

した場合でも算定可能であるが、その際には、施設において看取り介護を直接行

っていない退所した日の翌日から死亡日までの間は、算定することができない。

（したがって、退所した日の翌日から死亡日までの期間が30日以上あった場合に

は、看取り介護加算を算定することはできない ）。

③ 施設を退所等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であるが、看取り

介護加算は死亡月にまとめて算定することから、入所者側にとっては、施設に入



所していない月についても自己負担を請求されることになるため、入所者が退所

等する際、退所等の翌月に亡くなった場合に、前月分の看取り介護加算に係る一

部負担の請求を行う場合があることを説明し、文書にて同意を得ておくことが必

要である。

④ 施設は、施設退所等の後も、継続して入所者の家族指導や医療機関に対する情

報提供等を行うことが必要であり、入所者の家族、入院先の医療機関等との継続

的な関わりの中で、入所者の死亡を確認することが可能である。

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設が入院する医療機関等に入所者

の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が施設に対して本人の状態を伝えること

について、施設退所等の際、本人又は家族に対して説明をし、文書にて同意を得

ておくことが必要である。

⑤ 入所者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院又は外泊期間が死

亡日以前30日の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間を除いた期間について、

看取り介護加算の算定が可能である。

⑥ 入院若しくは外泊又は退所の当日について看取り介護加算を算定できるかどう

かは、当該日に所定単位数を算定するかどうかによる。

⑦ 本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族に連絡しても来てもらえな

いような場合も、医師、看護師、介護職員等が随時（少なくとも週１回以上 、）

入所者に対する看取り介護について相談し、共同して看取り介護を行っていると

認められる場合には、看取り介護加算の算定は可能である。

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保されるよう、介護

記録に職員間の相談日時、内容等を記載するとともに、本人の状態や、家族と連

絡を取ったにもかかわらず来てもらえなかった旨を記載しておくことが必要であ

る。

なお、家族が入所者の看取りについてともに考えることは極めて重要であり、

施設としては、１度連絡を取って来てくれなかったとしても、定期的に連絡を取

り続け、可能な限り家族の意思を確認しながら介護を進めていくことが重要であ

る。

(23) 在宅復帰支援機能加算

① 「入所者の家族との連絡調整」とは、入所者が在宅へ退所するに当たり、当該

入所者及びその家族に対して次に掲げる支援を行うこと。

退所後の居宅サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相

談援助を行うこと。また必要に応じ、当該入所者の同意を得て退所後の居住地を

管轄する市町村及び地域包括支援センター又は老人介護支援センターに対して当

該入所者の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サービスに必要な

情報を提供すること。

② 本人家族に対する相談援助の内容は次のようなものであること。

イ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援助

ロ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行



う各種訓練等に関する相談助言

ハ 家屋の改善に関する相談援助

ニ 退所する者の介助方法に関する相談援助

③ 在宅復帰支援機能加算の算定を行った場合は、その算定根拠等の関係書類を整

備しておくこと。

（24）在宅・入所相互利用加算

① 在宅・入所相互利用（ホームシェアリング）加算は、可能な限り対象者が在宅

生活を継続できるようにすることを主眼として設けたものであり、施設の介護支

援専門員は、入所期間終了に当たって、運動機能及び日常生活動作能力その他の

当該対象者の心身の状況についての情報を在宅の介護支援専門員に提供しなが

ら、在宅の介護支援専門員とともに、在宅での生活継続を支援する観点から介護

に関する目標及び方針を定めることが必要である。

② 具体的には、

イ 在宅・入所相互利用を開始するに当たり、在宅期間と入所期間（入所期間に

ついては３月を限度とする）について、文書による同意を得ることが必要であ

る。

ロ 在宅期間と入所期間を通じて一貫した方針の下に介護を進める観点から、施

設の介護支援専門員、施設の介護職員等、在宅の介護支援専門員、在宅期間に

対象者が利用する居宅サービス事業者等による支援チームをつくること。

ハ 当該支援チームは、必要に応じ随時（利用者が施設に入所する前及び施設か

ら退所して在宅に戻る前においては必須とし、概ね１月に１回）カンファレン

スを開くこと。

ニ ハのカンファレンスにおいては、それまでの在宅期間又は入所期間における

対象者の心身の状況を報告し、目標及び方針に照らした介護の評価を行うとと

もに、次期の在宅期間又は入所期間における介護の目標及び方針をまとめ、記

録すること。

ホ 施設の介護支援専門員及び在宅の介護支援専門員の機能及び役割分担につい

ては、支援チームの中で協議して適切な形態を定めること。

③ 在宅・入所相互利用加算は、②に適合する介護を行っている場合に、対象者の

入所期間１日につき30単位を加算するものである。

④ 在宅・入所相互利用加算は、同一の個室を複数人で交互に利用するものである

が、この場合の「個室」とは、ユニット型個室、ユニット型準個室、従来型個室

又は準ユニットケア加算を算定している個室的なしつらえを有している居室のい

ずれでもよいものとする。なお、平成18年3月31日までに多床室を活用して在宅

・入所相互利用加算の加算対象となりうる事業を試行的に行っている施設におい

て、同年4月1日以降も多床室を利用して在宅・入所相互利用を行う場合について

は、当該加算を算定すること。

(25)小規模拠点集合型施設加算

小規模拠点集合型施設加算は、同一敷地内で、例えば民家の母屋、離れ、倉庫



等を活用し 「19人＋5人＋5人 「10人＋9人＋5人＋5人」といった居住単位（棟）、 」

に分けて指定地域密着型介護福祉施設サービスを行っている場合に、５人以下の居

住単位（棟）に入所している入所者について、所定単位数を加算するものである。

第三 指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表について

指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表における各単位数の算定に当

たっては、指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の相当単位数における取扱い

を参照すること。





者を含む。以下同じ。）、指定小規模多機能型居宅介護事業者及び指定認知症対

応型共同生活介護事業者の管理者、指定小規模多機能型居宅介護事業者及び指定

認知症対応型共同生活介護事業者の代表者が修了することとした別に通知する研

修については、下記のとおりとしたので通知するとともに、管内市町村並びに関

係団体等への周知方お願いいたしたい。

記

１ 計画作成担当者

（１）研修

① 指定小規模多機能型居宅介護事業所の計画作成担当者が、指定を受ける

際（指定を受けた後に計画作成担当者の変更の届出を行う場合を含む。）

修了することとした研修は、次のとおりである。

「小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修」

「認知症介護実践者等養成事業の実施について」（平成18年３月31日

老発第0331010号厚生労働省老健局長通知。以下「18年局長通知」とい

う。）及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」（平

成18年３月31日老計発第0331007号厚生労働省老健局計画課長通知。以

下「18年課長通知」という。）に基づき、各都道府県及び指定都市にお

いて実施される研修をいう。

② 指定認知症対応型共同生活介護事業者の計画作成担当者が、指定を受け

る際（指定を受けた後に管理者の変更の届出を行う場合を含む。）に修了

することとした研修は、次のとおりである。

「実践者研修」又は「基礎課程」

都道府県及び指定都市において、18年局長通知及び18年課長通知に基

づき実施される実践者研修若しくは下記の通知に基づき実施された各研

修をいう。

ア 実践者研修

「認知症介護研修等事業の実施について」（平成17年５月13日老発第

0513001号厚生労働省老健局長通知。以下「17年局長通知」という。）

及び「認知症介護研修等事業の円滑な運営について」（平成17年５月13

日老計発第0513001号厚生労働省老健局計画課長通知。以下「17年課長

通知」という。）に基づき実施されたものをいう。

イ 基礎課程

「痴呆介護研修事業の実施について」（平成12年９月５日老発第623



号厚生省老人保健福祉局長通知。以下「12年局長通知」という。）及び

「痴呆介護研修事業の円滑な運営について」（平成12年10月25日老計第

43号厚生省老人保健福祉局計画課長通知。以下「12年課長通知」という。

）に基づき実施されたものをいう。

（２）経過措置

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18

年３月14日厚生労働省令第34号。以下「基準」という。）附則第３条において

規定された経過措置は、次のとおりである。

ア 平成19年３月31日までの間に開設する小規模多機能型居宅介護事業者の

計画作成担当者については、平成19年３月31日までに、上記（１）の①の

研修を修了していればよい。

２ 管理者

（１）研修

指定認知症対応型通所介護事業所、指定小規模多機能型居宅介護事業所及び

指定認知症対応型共同生活介護事業所の管理者が、指定を受ける際（指定を受

けた後に管理者の変更の届出を行う場合を含む。）に修了することとした研修

は、次のとおりである。

「認知症対応型サービス事業管理者研修」

都道府県及び指定都市において、18年局長通知及び18年課長通知に基づ

き実施される研修をいう。

（２）経過措置

基準附則第２条、第３条及び５条において規定された経過措置は、次のとお

りである。

ア 介護保険法施行令附則第8条の規定により指定認知症対応型通所介護事

業所とみなされた事業所の管理者については、研修の受講は要しない。

イ 平成19年３月31日までの間に開設する指定認知症対応型通所介護事業所

又は指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者については、平成19年３

月31日までに、上記研修を修了していればよい。

ウ 指定認知症対応型共同生活介護事業所については、既に義務付けられて

いるものであり、経過措置は設けない。

（３）みなし措置



指定小規模多機能型居宅介護事業者並びに指定認知症対応型通所介護事業者

の管理者については、（１）及び（２）にかかわらず、下記のア及びイの研修

を修了している者は、既に必要な研修を修了しているものとみなして差し支え

ない。

なお、指定認知症対応型共同生活介護事業者の管理者については、既に義務

付けられていた研修を修了していることを要するものである。

ア 平成18年３月31日までに、１の（１）のア及びイの研修を修了した者で

あって、平成18年３月31日に、現に特別養護老人ホーム、老人デイサービ

スセンター、介護老人保健施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所等

の管理者の職務に従事している者。

イ 指定認知症対応型共同生活介護事業者の管理者については､上記アの他､

以下の研修を修了した者。

・認知症高齢者グループホーム管理者研修

都道府県において、17年局長通知及び17年課長通知に基づき実施され

たものをいう。

３ 代表者

（１）研修

指定小規模多機能型居宅介護事業者及び指定認知症対応型共同生活介護事

業者の代表者が、指定を受ける際（指定を受けた後に代表者の変更の届出を

行う場合を含む。）に修了することとした研修は、次のとおりである。

「認知症対応型サービス事業開設者研修」

都道府県及び指定都市において、18年局長通知及び18年課長通知に基づ

き実施される研修をいう。

（２）経過措置

基準附則第４条及び５条において規定された経過措置は、次のとおりであ

る。

ア 介護保険法等の一部を改正する法律（平成17年法律第77号）附則第10条

第2項の規定により指定認知症対応型共同生活介護事業者とみなされた者

の代表者については、平成21年３月31日までに、上記研修を修了していれ

ばよい。

イ 平成19年３月31日までの間に指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指

定認知症対応型共同生活介護事業所を開設する事業者の代表者について



は、平成19年３月31日までに、上記研修を修了していればよい。

（３）みなし措置

（１）及び（２）にかかわらず、下記の研修を修了している者は、既に必

要な研修を修了しているものとみなして差し支えない。

ア 実践者研修又は実践リーダー研修、認知症高齢者グループホーム管理者

研修

都道府県及び指定都市において、17年局長通知及び17年課長通知に基

づき実施されたものをいう。

イ 基礎課程又は専門課程

都道府県及び指定都市において、12年局長通知及び12年課長通知に基

づき実施されたものをいう。

ウ 認知症介護指導者研修

都道府県及び指定都市において、12年局長通知及び12年課長通知並び

に17年局長通知及び17年課長通知に基づき実施されたものをいう。

エ 認知症高齢者グループホーム開設予定者研修

都道府県及び指定都市において、「介護予防・地域支え合い事業の実

施について」(平成13年５月25日老発第213号厚生労働省老健局長通知）

に基づき実施されたものをいう。




